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令和３年度厚生労働科学研究費補助金(健康安全・危機管理対策総合研究事業) 

総括研究報告書 

 

特定建築物における室内空気中化学物質の実態把握のための研究 

 

研究代表者  小林 健一  国立保健医療科学院 上席主任研究官 

 

研究要旨 

 建築物衛生法により特定建築物において測定が義務づけられている物質はホルムアルデヒドの

みである。さらにこの測定は、新築、大規模模様替え後初めて来る夏期の 6-9 月に 1 回のみである。

本研究は、ホルムアルデヒド以外にも室内濃度指針値が設定されている 12 個別物質及び TVOC

（Total Volatile Organic Compounds；総揮発性有機化合物）等の実態調査を行うと共に、その他の

化学物質の現状把握及び健康リスク評価による基準のあり方の検討、室内濃度指針値を超える状

況が確認された場合はその原因分析と低減措置の手法を提案することを目的とする。 

 本年度は 2021 年夏期に 2020 年度冬期に一度測定を依頼していた建物 29 施設を対象に 2 回目の

測定を実施すると主に新たに手配した建物 75 施設を対象に調査を行った。75 件に対しては 2021

年冬期にも同様の位調査を実施した。拡散サンプラーによる空気質調査は特定建築物 186 件（夏

期 111 施設、冬期 75 施設）、現場立入調査とアクティブサンプリングによる化学物質濃度測定は 7

物件（11 ヶ所）の事務所建築に対して行った。 

本研究では、 

①特定建築物の統計報告 

②建築及び設備概要 

③拡散サンプラーを用いた空気中化学物質濃度の測定 

④現場立入調査とアクティブサンプリングによる空気中化学物質濃度の測定 

⑤特定建築物の室内環境管理と室内空気中化学物質の健康リスク評価―冬期夏期横断調査― 

のようにサブテーマを設けて研究を実施した。 

 

研究組織 

研究分担者 

欅田 尚樹（産業医科大学） 

東  賢一（近畿大学） 

鍵  直樹（東京工業大学） 

金  勲 （国立保健医療科学院） 

稲葉 洋平（国立保健医療科学院） 

研究協力者 

内山 茂久（国立保健医療科学院） 

 

A. 研究目的 

 建築物衛生法により特定建築物において測

定が義務づけられている物質はホルムアルデ

ヒドのみである。さらにこの測定は、ホルムア

ルデヒドについては，新築または大規模模様替

えを行った後，最初に来る 6 月から 9 月の間に

1 回測定する。 

本研究は、ホルムアルデヒド以外にも室内濃

度指針値が設定されている 12 個別物質及び

TVOC（Total Volatile Organic Compounds；総揮

発性有機化合物）等の実態調査を行うと共に、
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その他の化学物質の現状把握及び健康リスク

評価による基準のあり方の検討、室内濃度指針

値を超える状況が確認された場合はその原因

分析と低減措置の手法を提案することを目的

として実施した。 

 

B. 研究方法 

 2 年計画の 2 年目として、以下の事項につい

て調査研究を実施した。 

B.1 特定建築物の報告統計（分担研究１） 

 厚生労働省から公表された全国の立ち入り

調査のデータを用いた空気環境項目の不適率

の最新動向について整理を行った。 

B.2 建築及び設備概要（分担研究２） 

 特定建築物を対象にパッシブ型拡散サンプ

ラーを用いた化学物質濃度測定と同時に管理

者アンケートを実施し、建物・設備概要、室内

環境の維持管理状況、空気衛生管理項目の測定

と適合如何、禁煙対策、在室者クレームやにお

いなどについて調査した。 

測定セットは専門の調査会社に調査委託す

る分（75 施設）と研究者らが手配した特定建

築物（29 施設）に直接郵送で送る分、2 通りで

行っている。 

75 施設は本年度（2021 年度）に新たに手配

した物件であり、夏期及び冬期の 2 回の測定を

行っている。29 施設は 2020 年度冬期に一度測

定を依頼している建物であり、2021 年夏期に 2

回目の測定を実施した物件である。アンケート

の有効回答数は新たに手配した建物 n=75 であ

った。 

B.3 拡散サンプラーを用いる空気中ガス状化

学物質の分析（分担研究３） 

 特定建築物 186 件（夏期 111 施設、冬期 75

施設）を対象に室内化学物質濃度を調査した。 

加えて、千葉市内および近郊の 32 戸の住宅を

対象に、化学物質の個人曝露濃度、室内濃度、

屋外濃度を調査し、その挙動を考察した。 

B.4 アクティブサンプリングと現場立入調査

（分担研究４） 

 化学物質濃度の現状、建築物衛生管理状況な

ど把握するため、7 物件（11 ヶ所）の事務所建

築に対して、ホルムアルデヒドを含む厚生労働

省の指針値に示されている物質を中心にアク

ティブ法を用いて実測調査を行った。また、温

度、相対湿度、二酸化炭素の連続測定のほか、

浮遊粒子状物質の調査を行った。 

B.5 特定建築物の室内環境管理と室内空気中

化学物質の健康リスク評価―冬期夏期横断調

査―（分担研究５） 

 建築物衛生法の適用範囲の検討のために世

界保健機関（WHO）のほか、ドイツ、フラン

ス、カナダにおける室内空気質ガイドラインに

関する評価文書、関連学会の資料、関連論文を

調査した。また、2020 年度～2021 年度冬期で

130 件、2021 年度夏期で 111 件における 68 物

質の室内濃度測定結果に対して健康リスク評

価を行った。 

（倫理面への配慮） 

 本研究では実測調査およびアンケート調査

について国立保健医療科学院の倫理審査を受

審し承認（NIPH-IBRA#12310）された。 

 

C. 研究結果 

C.1 特定建築物の報告統計（分担研究１） 

 建築物衛生法に定められる特定建築物の環

境衛生管理対象の各環境要素について、二酸化

炭素濃度、温度、相対湿度の不適率は、いずれ

も不適合率が高く高止まりしている傾向とな

った。要因としては、平成 15 年の建築物衛生

法の改正による個別式空調の建物が特定建築

物の適用範囲となったこと、面積の 10%除外

規定が撤廃されたこと、数回に亘る建築物省エ

ネ法の改正などが挙げられる。 

一方で、浮遊粉塵、一酸化炭素、気流、ホル

ムアルデヒドに関する不適率は低い値で推移
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している。なお、新型コロナウイルス感染症の

対策の実施から、二酸化炭素濃度および温度に

関する不適率についても影響を及ぼしている

ことが示唆された。 

C.2 建築及び設備概要（分担研究２） 

 特定建築物 75 施設に対するアンケート調査

結果から、空調方式（n=66）は中央式空調が

22 件（33%）、個別式空調が 33 件（50%）、中

央式・個別式併用空調が 8 件（12%）であった。  

また、建築物衛生法に定める環境衛生管理基

準項目に対して測定の実施については、6 項目

の測定は 60 件中約 30%、ホルムアルデヒドの

測定は 60 件中 7%に留まっていた。 

なお、執務者の苦情要因としては、温度また

は湿度が挙げられ、73 件中それぞれ 10 件

（14%）、4 件（6%）で苦情があった。 

C.3 拡散サンプラーを用いる空気中ガス状化

学物質の分析（分担研究３） 

 186 サンプラーを回収した特定建築物の調

査では、エタノール、2,2,4,6,6-ペンタメチルへ

プタンが高濃度を示した。なお、特定建築物の

化学物質濃度は住宅のそれと比較して低い数

値であり、特定建築物には換気装置を備えた空

調設備が導入されていることや新型コロナ対

策として換気が多く行われていたと考えられ

る。 

 32 戸の住宅の化学物質の個人曝露濃度の調

査結果では、アセトアルデヒド、ホルムアルデ

ヒド、トルエン、テトラデカンがガイドライン

値を超過していた。特に、アセトアルデヒドで

は、ガイドライン値の 5 倍の数値となっている

住戸も見受けられた。 

C.4 アクティブサンプリングと現場立入調査

（分担研究４） 

 ホルムアルデヒドの調査結果によると、建築

物衛生法の基準値（100µg/m3）および厚生労働

省指針値（48µg/m3）に対して超過する建築物

は無かった。また、同時に調査した総揮発性有

機化合物（TVOC）も超過する建築物は無かっ

た。温度、相対湿度、二酸化炭素濃度の調査結

果によると、二酸化炭素濃度について 1 件のみ

1000ppm 付近を推移していたものの、その他の

建築物については基準値以下であった。 

 浮遊粒子状物質については、外気濃度に対す

る室内濃度の比（IO 比）に着目すると、10µm

の大きな粒径で IO 比が 1 を超える建築物が 2

件あったものの、その他の粒径では IO 比が 1

を下回る結果となった。 

C.5 建物及び設備概要（分担研究５） 

 WHO は 2016 年に基準新設に関して優先順

位を 4 つの区分に分けている。喫緊に再評価若

しくは改訂を要する物質（グループ１）から当

面再評価が不要な物質（グループ４）を策定し

ている。また、2021 年には粒子状物質、オゾ

ン、二酸化窒素、二酸化硫黄、一酸化炭素の空

気質ガイドラインが改正された。諸外国におい

ては、ドイツでは 64、フランスでは 15、カナ

ダでは 13 の物質若しくは物質群に対して室内

空気質ガイドラインが定められていた。 

 また、健康リスク評価の結果、冬期夏期とも

に、二酸化窒素、塩化水素、ベンゼンのリスク

が総じて高かった。アクロレイン、1,2-ジクロ

ロエタン、トリクロロエチレン、アセトアルデ

ヒド、トルエン、クロトンアルデヒド、クロロ

ホルムでは、特定の事務所でリスクが高かった

が、平均的にはそれほどリスクは高くなかった。

炭素数 9～18 の脂肪族炭化水素は冬期夏期と

もに平均的にリスクが高く、ホルムアルデヒド

は夏期でリスクが高い傾向にあった。その他、

平均的にリスクが高い傾向にあったのは、冬期

夏期のオゾン、冬期のエタノール、夏期の酢酸

であった。 

 

D. まとめ 

 本研究では、主に特定建築物の環境衛生管理

基準項目と不適合の要因、建築・設備概要及び
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室内環境の管理運用などを調査すると共に、拡

散サンプラーによる化学物質濃度測定、現場立

入検査を行った。また、化学物質に対する国際

的な動向及びリスク基準などを調べ、今回行わ

れた調査結果から特定建築物における空気中

化学物質のリスク評価を行った。以下に結果と

知見を述べる。 

1) 建築物衛生法や建築物省エネ法の改正に伴

い不適率が上昇する傾向があり、二酸化炭素濃

度、温度、相対湿度の不適率が高い傾向が続い

ている。 

2) 中央式空調が 33%、中央式・個別式併用空

調が 12%、個別式空調が 50%と、中央式と個

別式空調がほぼ半分ずつであった。建築物衛生

法に定める環境衛生管理基準項目に対して測

定の実施については 6 項目の測定は 60 件中約

30%と前年度の 60～70%より低かった。 

3) 特定建築物では空調運転による換気が確保

されていることから、住宅と比較して化学物質

濃度は低かった。しかしながら、エタノールや

2,2,4,6,6-ペンタメチルへプタンなど一部の物

質が高濃度となった。 

4) 化学物質（VOCs 及びアルデヒド類）、温度、

相対湿度、二酸化炭素、浮遊粒子状物質の現場

調査を行い、一部で二酸化炭素濃度や浮遊粒子

状物質濃度が高い建築があったものの概ね良

好な環境が形成されていた。 

5) 令和 3 年度以降に公表された室内空気質ガ

イドラインでは、WHO が空気質ガイドライン

をアップデートしたことが大きな動きであっ

た。粒子状物質（PM2.5、PM10）、オゾン、

二酸化窒素、二酸化硫黄、一酸化炭素の空気質

ガイドラインが最新の科学的知見に基づき改

正された。 

 

E. 健康危険情報 

 該当なし。 

 

F. 研究発表 

(1) 論文 

1) 東 賢一. 世界保健機関（WHO）による「住

宅と健康のガイドライン」. 公衆衛生 Vol 85, 

No.7, pp. 432–437, 2021. 

(2) 総説・著書 

1) 東 賢一. 新版生活健康科学第２版：第７

章生活環境と健康. 218 頁, 三共出版, 東京, 

2022. 

(3) 学会発表 

1) Azuma K, Kagi N, Yanagi U, Kim H, Kaihara N, 

Hayashi M, Osawa H. Effects of suspended 

particles, chemicals, and airborne microorganisms 

in indoor air on building-related symptoms: a 

longitudinal study in air-conditioned office 

buildings. Healthy Buildings Europe 2021, Oslo, 

Norway, June 21-23, 2021. 

2) Azuma K, Kagi N, Yanagi U, Kim H, Hasegawa 

K, Shimazaki D, Kaihara N, Kunugita N, Hayashi 

M, Kobayashi K, Osawa H. Effects of the total 

floor area of an air-conditioned office building on 

building-related symptoms: associations with 

thermal conditions and carbon dioxide. Healthy 

Buildings America 2021, Honolulu, Hawai, 

January 18-20, 2022. 

3) Azuma K. Indoor air quality and health effects 

in Japanese modern office buildings. the 33rd 

International Congress on Occupational Health 

2022, Special Session: Indoor air quality in 

modern office buildings. Global digital congress, 

Melbourne-Rome, February 6-10, 2022. 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況（予定含む） 

１．特許取得 該当なし。 
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令和３年度厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

１．特定建築物の報告統計 

 

分担研究者  鍵 直樹   東京工業大学環境・社会理工学院 教授 

 

 

研究要旨 

建築物衛生法においては対象となる特定建築物の維持管理手法として，環境衛生管理基準値を定

め，測定を行い基準値と比較して，適切な維持管理を行っているところである。近年の特定建築物

における現状の把握については，全国の特定建築物の報告データを用いて行うことが可能である。

本報告では，これまでの研究結果を踏まえて，厚生労働省から公表された全国の立ち入り調査のデ

ータを用いた空気環境項目の不適率の最新動向について整理を行った。 

特定建築物の各環境要素について二酸化炭素濃度，温度，相対湿度の不適率の経年変化は，いず

れも値が高く，上昇する傾向となった。それぞれが，省エネ法の改正，建築物衛生法の改正，東日

本大震災の影響が示唆された。一方，浮遊粉じん，一酸化炭素，気流，ホルムアルデヒドについて

は，低い不適率で推移している。なお，新型コロナウイルス感染症による建築物衛生への影響とし

て，二酸化炭素濃度の不適率の減少，温度の上昇につながっている可能性が示唆された。 

 

 

研究協力者 

金 勲    国立保健医療科学院 

東 賢一  近畿大学医学部 

小林健一  国立保健医療科学院 

 

 

A. 研究目的 

建築物衛生法では対象となる特定建築物の

維持管理として，環境衛生管理基準値が表 1-1

のように定められている。なお，2022 年から，

一酸化炭素の基準値として 10 ppm 以下である

ところが，6 ppm 以下であることと，20 ppm 以

下の特例が削除された。さらに温度については，

17℃以上が，18℃以上となった。温度，相対湿

度，二酸化炭素濃度，一酸化炭素濃度，気流，

浮遊粉じんの 6 項目について 2 カ月以内ごとに

1 回測定し，基準値との比較を行うことで，適

切な維持管理を行うことになっている。ホルム

アルデヒドについては，新築または大規模模様

替えを行った後，最初に来る 6 月から 9 月の間

に 1 回測定する。近年，温度，相対湿度，二酸

化炭素の濃度の不適率が上昇する傾向にあるこ

とは本研究の関連研究で既に報告されている

1,2)。 

本報告では，これまでの研究結果を踏まえて，

厚生労働省から公表された全国の立ち入り調査

のデータを用いた全国都道府県の不適率の最新

動向について整理を行った。 

 

表 1-1 空気環境に関する建築物環境衛生管理

基準 

浮遊粉じんの量 0.15 mg/m3以下 

一酸化炭素の含有率 10 ppm 以下 

（6 ppm 以下に改正） 

二酸化炭素の含有率 1000 ppm 以下 

温度 17℃以上 28℃以下 

（18℃以上に改正） 

相対湿度 40％以上 70％以下 

気流 0.5 m/秒以下 

ホルムアルデヒドの

量 

0.1 mg/m3以下（＝0.08 

ppm 以下） 

 

B. 研究方法 

B.1 空気環境項目別の不適率の経年変化 

厚生労働省が各都道府県，保健所設置市，特

別区における建築物衛生の実態を把握すること



- 8 - 
 

を目的とし，毎年集計を行っているもので，独

立行政法人統計情報センターで公表されている。

そこで，公表されている全国の建築物の維持管

理に関するデータを用いて，基準値に適合しな

かった建物の割合，不適率の動向の整理を行う

ことにより，建築物における環境衛生の実態，

不適率の状況について把握することができる。

ここで示す建物維持管理のデータは，建築物の

維持管理項目ごとの調査件数及び不適件数が集

計されている。また，対象期間は平成 8 年度か

ら令和 2 年度（1996-2020 年度）までで，不適率

の推移を見ることができる。なお，建築物の維

持管理項目は，帳簿（1 項目），空気環境の調整

（16 項目），給水の管理（10 項目），雑用水の管

理（9 項目），排水設備（1 項目），清掃（1 項目），

防除（1 項目）に分けられている。用途は興行

場，百貨店，店舗，事務所，学校，旅館，その

他と分かれており，それぞれの用途別ごとの不

適率の比較をすることができる。これらのデー

タに基づき，用途別不適率及び不適率の経年変

化を集計し，建物維持管理の問題点の抽出を行

った。ここでは，空気環境の調整の内，空気環

境の測定の項目について述べる。 

 

C. 研究結果および考察 

C1. 空気環境項目別の不適率の経年変化 

図 1-1 に空気環境 7 項目（浮遊粉じん，二酸

化炭素，一酸化炭素，温度，相対湿度，気流，

ホルムアルデヒド）の不適率の経年変化を示す。

浮遊粉じん，一酸化炭素，気流，ホルムアルデ

ヒドについては，低い不適率で推移している。

一方，二酸化炭素濃度，温度，相対湿度の不適

率においては，いずれも値が高く，3 回の顕著

な上昇が見られた。1 回目は平成 11 年度（1996

年度）（相対湿度），2 回目は平成 15 年度（2003

年度）（温度，相対湿度，二酸化炭素濃度），3 回

目は平成 23 年度（2011 年度）（温度，相対湿度，

二酸化炭素濃度）であった。それぞれは省エネ

法の改定と建築物衛生法改定の翌年，東日本大

震災の年と重なる。省エネのために，設定温度・

相対湿度の設定・制御の問題，換気量を削減す

ることなどにより，基準値を逸脱する事例が増

加したものと考えられる。また，平成 15 年度

（2003 年度）における建築物衛生法の改定によ

り，個別空調方式の建物が特定建築物の適用範

囲となったため，基準値の不適合の件数が増加

したことが考えられる。なお，平成 25 年（2013

年度）に相対湿度の不適率が一旦減少に転じて

いるが，その原因として加湿器を設置してない

建築物において，相対湿度との比較を行わなく

てよいとの通知が提出されたことも関係すると

考えられる。二酸化炭素については，平成 29 年

度（2017 年度）までは上昇傾向であったが，そ

の後若干の減少に転じている。また，新型コロ

ナ感染症の流行が始まった令和 2 年度（2020 年

度）においては，感染症対策のため換気の増強，

窓開け換気の励行を行っていたところである。

二酸化炭素濃度の不適率については，前年から

若干の低下が見られるとともに，温度について

は若干の増加に転じていた。換気の増強，窓開

け換気の実施により，二酸化炭素濃度を低下さ

せたとともに，特に夏期の空調時の温度が基準

値の範囲に収まらなかったことが考えられる。

なお，在宅勤務の推進によって，室内の在室者

数が減少したことも二酸化炭素濃度の不適率が

改善されたことに寄与しているとも考えられる。 

 図 1-2から図 1-8に浮遊粉じん，一酸化炭素，

二酸化炭素，温度，相対湿度，気流，ホルムア

ルデヒドの用途別不適率の経年変化を示す。図

1-1 で示したように，浮遊粉じん，一酸化炭素，

気流，ホルムアルデヒドについては，低い不適

率を推移しており，用途によって特に特徴はな

い。ただし，ホルムアルデヒドにおいて，例え

ば平成 27 年度（2005 年度）の百貨店で高い不

適率となっているのは，対象となった 30 棟と

建物件数が少ないことで値が大きく変動したも

のと考えられる。 

図 1-4 の二酸化炭素については，旅館を除け

ば，全ての用途で軒並みに上昇し続けている。

特に学校と事務所の上昇が著しく，平成 8 年度

（1996 年度）の 10%程度に比べ，令和元年度

（2019 年度）は 4 倍超となった。学校について

は，学校保健安全法の学校環境衛生基準におい

て，換気の基準として 1500 ppm 以下であるこ

とが望ましいとしており，特定建築物となって

いる学校建築においては，同じ二酸化炭素濃度

であっても，基準値が異なっていることも要因

として考えられる。旅館において不適率が低い
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要因としては，計測場所・時間など測定条件に

起因することも考えられる。例えば，宴会場に

おいて，宴会の最中に計測がされているかとい

えば，困難であることが想像される。 

 図 1-5 の温度については，いずれの用途も上

昇傾向にあり，学校，店舗の不適率が特に高い

傾向であった。学校については二酸化炭素と同

様に学校環境衛生基準に，望ましい基準として

10℃以上，30℃以下であるとしていたため，建

築物衛生法とは異なっていたことが原因の一つ

と考えられる。しかしながら，平成 30 年（2018

年）に，17℃以上，28℃以下と改正され，建築

物衛生法と一旦は同じ値になった。令和元年度

（2019 年度）には一旦不敵率に改善の傾向が見

られたものの，新型コロナ感染症の対策のため，

2020 年度は再度増加したものとも考えられる。 

 図 1-6 の相対湿度については，どの用途も同

様に上昇傾向が見られてる。 

  ホルムアルデヒドについては，基準値として

制定された当初から，低い不適率を推移してい

る。住宅においては，気密性の向上による換気

の減少，フローリングや壁紙に使用される接着

剤などの多用から発生するホルムアルデヒドな

どの化学物質の室内濃度が高くなることが，シ

ックハウス症候群，化学物質過敏症の主原因と

なっていた。その対応として，厚生労働省から

化学物質の指針値を制定，建築基準法によりホ

ルムアルデヒド発散建材の使用制限，24 時間換

気設備の設置義務化とともに，発生源である内

装材料からの化学物質の発生が少なくなったこ

とで，住宅室内の化学物質濃度が低下している。

一方，特定建築物においては，二酸化炭素濃度

の基準値より，一定の換気量が確保されている

こと，住宅とは異なる内装材料を用いているこ

とからホルムアルデヒドの発生量は比較的少な

いこともあり，不適率としても低いものとなっ

ていると考えられる 3)。  

   

 
図 1-1 空気環境 7 項目の不適率の経年変化 

 

 
図 1-2 用途別の浮遊粉じん濃度不適率の経時

変化 

 

 
図 1-3 用途別の一酸化炭素濃度不適率の経時

変化 
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図 1-4 用途別の二酸化炭素濃度不適率の経時

変化 

 

 
図 1-5 用途別の温度不適率の経時変化 

 

 
図 1-6 用途別の相対湿度不適率の経時変化 

 

 
図 1-7 用途別の気流不適率の経時変化 

 

 
図 1-8 用途別のホルムアルデヒド濃度不適率

の経時変化 

 

 

C.3 考察 

空気環境項目別の不適率の経年変化より，二

酸化炭素濃度，温度，相対湿度については，年々

上昇する傾向となり，特に二酸化炭素濃度は換

気に関わる項目であることから，室内空気質へ

の影響が懸念される。しかしながら，ホルムア

ルデヒド濃度については，基準に制定されて以

来，低い不適率となっており，換気不足による

濃度上昇の傾向は見られない。これには，住宅

とは異なりホルムアルデヒドを多量に発生する

建材を使っていないこと，ある程度の換気がで

きていることなどが挙げられる。なお，ホルム

アルデヒド以外の化学物質については，二酸化

炭素濃度の不適率が高い傾向であることから，

換気が十分とは言えず，ホルムアルデヒドとは

異なる発生源であれば，室内濃度が高くなる可
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能性もある。 

 

D. まとめ 

これまでの研究結果を踏まえて，厚生労働省

から公表された全国の立ち入り調査のデータを

用いた不適率の最新動向について整理を行った。 

特定建築物の各環境要素について二酸化炭

素濃度，温度，相対湿度の不適率においては，

いずれも値が高く，上昇する傾向となった。そ

れぞれが，省エネ法の改正，建築物衛生法の改

正，東日本大震災の影響が示唆された。また，

浮遊粉じん，一酸化炭素，気流，ホルムアルデ

ヒドについては，低い不適率で推移している。

なお，新型コロナウイルス感染症の対策の実施

から，二酸化炭素濃度及び温度の不適率につい

ても影響を及ぼしていることが示唆された。 
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令和３年度厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

２．建築及び設備概要 

 

分担分担者  金  勲   国立保健医療科学院 上席主任研究官 

分担分担者  東  賢一  近畿大学医学部 准教授 

分担分担者  欅田 尚樹  産業医科大学 教授 

 
研究要旨 

化学物質濃度測定と同時に管理者アンケートを実施し、建物・設備概要、室内環境の維持管理状

況、空気衛生管理項目の測定と適合如何、禁煙対策、在室者クレームやにおいなどについて調査し

た。本測定結果は、最終的に室内空気衛生及び建築・設備運用管理と化学物質濃度の相関を調べ、

室内環境改善のための提案の基礎資料とする。 

本年度は特定建築物 75 件を対象に調査を行った。 

空調方式は、個別式空調が 45％、中央式と中央・個別併用式は 52％となり、ほぼ半々の割合とな

っている。 

環境衛生管理基準 6 項目に関する測定実施の有無に関しては、30％程度が実施と回答しているが、

前年度の 60～70%に比べて低い。今回の調査対象が殆どテナントビルとなっており、環境測定が建

築物衛生法の義務となっていることを把握できていないことが考えられる。 

空調関連として目に付く部分の汚れに関しては 1～2 割程度で汚れを気になると回答していたが、

コイルは割合が低く目に見えない部分は認識されにくいことが覗われた。 

管理項目で苦情が最も多い項目は温度 14％、温度 5％、気流 3％で温熱湿度環境に関連していた。 

壁材としては、ビニルクロスと紙クロスを合わせると 40%と壁紙系が最も多く、次に塗料 27%で

あった。床材としては、9 割以上がカーペットと回答している。床の下地としては OA フロアが 48%

と最も多く、次いでコンクリート直貼りが 29%であった。 

生活用品については、空気清浄機やスプレー式消臭・消毒剤の使用が多かったが、これは昨今の

新型コロナ感染症の影響と考えられる。 

においが気になる場所は無いとの回答が 77％と最も多く、トイレ 9％、執務室 4％、共用空間 3%、

廊下 1％の順であった。会議室を挙げた例はなかった。 

快不快感では、回答者の 35%が不快と感じていても 90%は受容できる或いはどちらでもないとい

う肯定側の回答をしていることから、オフィスではにおいの強度が強くないことと、においに関す

る慣れや我慢に起因するものと考えられる。 

新型コロナ対策として、最も多く採用されているのはマスク 97％、テレビ会議 78%、手指衛生

76％であり、消毒／換気／空気清浄機が 59%／51%／38%、テレワーク／時差出勤・自転車出勤が

24%／15%だった。換気は 51％、空気清浄機が 38％挙げられていることから、空気環境への関心が

高くなっていることが覗われる。

 
研究協力者 

鍵 直樹   東京工業大学 

小林健一  国立保健医療科学院 

 

 

 

 

A. 研究目的 

本研究ではホルムアルデヒド以外にも室内

濃度指針値が設定されている 12 個別物質及び

TVOC（Total Volatile Organic Compounds；総揮発

性有機化合物）等の実態調査を行うと共に、そ

の他の化学物質の現状把握及び健康リスク評価
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による基準のあり方の検討、室内濃度指針値を

超える状況が確認された場合はその原因分析と

低減措置の手法を提案することを目標に研究を

進めている。 

 化学物質は人体や人間活動からも発生するが、

多くの成分は建築部材や内装材、什器などから

発生し、その濃度は室内空調と換気状況に密接

に関連する。 

室内空気中化学物質濃度の測定を行う際に

は、室建築物・設備及び室内環境に関する情報

は実態把握のための重要な情報となる。 

本研究では、パッシブサンプラーを用いた化

学物質濃度測定と同時に建物や施設管理者への

アンケートを実施し、建物・設備概要、室内環

境の維持管理状況、空気衛生管理項目の測定と

適合如何、禁煙対策、在室者クレームやにおい

などについて調査した。 

本測定結果は、最終的に室内空気衛生及び建

築・設備運用管理と化学物質濃度の相関を調べ、

室内環境改善のための提案の基礎資料とする。 

 

B. 研究方法 

現場で容易に設置できる空気中化学物質サ

ンプリング用の拡散サンプラーセット 2 本

（VOCs 及びアルデヒド類用）と共にアンケー

ト（建築・設備及び室内環境に関する質問票）

を行った。 

測定セットは専門の調査会社に調査委託す

る分（75 施設）と研究者らが手配した特定建築

物（29 施設）に直接郵送で送る分、2 通りで行

っている。 

75 施設は本年度（2021 年度）に新たに手配し

た物件であり、夏期及び冬期の 2 回の測定を行

っている。29 施設は 2020 年度冬期に一度測定

を依頼している建物であり、2021 年夏期に 2 回

目の測定を実施した物件である。29 施設に関し

ては 2020 年度報告書で報告しているため、本項

では新たに対象とした 75 施設のアンケート結

果を集計、報告する。 

 

建築物の規模や設備の基本情報、温湿度環境、

においなどの空気衛生に関する内容について設

問した。 

 

具体的には、 

 

・所在地域、建物用途、延床面積、建物フロア

数、建築年度、所有者と使用形態、周辺環境の

情報、事務所の入居階、喫煙対応、空調・給湯

設備 

・内装材及び備品、改修工事の有無と時期、改

修の内容 

・消臭剤、防虫剤など生活用品の使用 

・室内環境や衛生環境に関する従業員からの苦

情 

・新型コロナ対策 

・建築物衛生法の環境衛生管理基準項目の測定

実施と適合状況 

・空調設備の維持管理状況、におう場所、にお

い強度・快適度・受容度 

などである。 

 

C. 研究結果および考察 

 アンケートの有効回答数 n=75 であった。 

 

C.1 建物用途と周辺環境 

 建物用途を図 2-1 に、周辺環境に関する集計

結果を図 2-2 に示す。用途としては、事務所 93%、

店舗 4％と 9 割以上が事務所であった。その他

が 2 件（3%）あった。 

 周辺施設に関する設問は重複回答可としてい

る。工場が 39%と最も多く、次いで幹線・高速

道路が 31%だった。他は森林 3 件、鉄道 1 件、

廃棄物焼却施設 1 件と少数存在した。 

 

C.2 建物概要 

 築年数を図 2-3、建物規模（地上階数）を図 2-

4、延床面積を図 2-5、建物の所有と使用形態を

図 2-6 に示す。 

築年数は30年～40年未満が最も多く36%（23

件）、20 年～30 年未満が 25%、40 年～50 年未

満が 17%、10 年以上 20 年未満が 8%、50 年以

上 8%、10 年未満の新しい建築物は 6%であっ

た。 

建物の築年数はインテリアや内装材、空間構

成などに関する好みや流行が時代と共に変遷す

るため、建築年度や改修時期などによって建材

の種類及びそれから発生する化学物質の種類や
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傾向が異なることから、関連項目は内装材と室

内空気質の相関分析に重要な考慮因子となりう

る。 

 延べ床面積は3000m2以上 5000 m2未満が 46%

と最も多く、次いで 5000m2以上 10000 m2未満

が 24%、10000m2以上 50000 m2未満が 13%とな

っている。50000 m2以上の大型施設も 18%あっ

た。 

建物の使用形態としては、自社ビルが 1%、テ

ナント用ビルが 97%、その他が 1%となってい

る。 

 

C.3 空調方式 

 図 2-7 に空調方式を、図 2-8 に喫煙対応を示

す。中央式空調が 25％、個別式 45％、そして中

央式と個別式の併用も 27％あった。併用まで中

央式に含めると 52％が中央式となり、個別式と

ほぼ半々の割合となる。 

喫煙対応に関しては完全禁煙 80％、完全分煙

（喫煙室の分離）14％と、94％が執務空間では

禁煙となっている。一方、依然と室内で禁煙可

能と答えた建物は 6％あった。 

 

C.4 改修 

 改修工事に関する内容を図 2-9～図 2-11 に示

す。5 年以内に改修工事をしたことがある割は

有効回答数 71 件中 22 件と 31％であった。その

改修工事の内容としては、冷暖房設備 7 件＞そ

の他 5 件＞壁の貼り替え 3 件＞増築＝改築＝大

型備品の入れ替え＝床板の張り替えが 2 件の順

であり、他に壁や床のペンキ塗り、換気設備の

入れ替えなどがあった。 

改修の理由としては、その他 8 件、従業員数

の変化 7 件が多く、他は老朽化 3 件、省エネ 2

件、耐震が 1 件ずつあった。 

 

C.5 環境衛生管理基準項目の測定と適合 

 建築物衛生法の環境衛生管理基準項目の測定

実施状況を図 2-12 に、適合割合を図 2-13 に示

す。 

建築物衛生法における環境衛生管理基準 6 項

目は「浮遊粉じん、CO、CO2、温度、相対湿度、

気流速度」である。ホルムアルデヒドは新築、

大規模改修や模様替えを行った場合、最初に迎

える夏季に測定をし、その濃度が基準値以下に

適合しているならその後は測定をしなくてもよ

いことになっている。基準濃度超過で不適合と

なった場合は、改善策を講じた上で翌年の夏季

に再測定をする。 

6 項目に関する測定実施の有無に関しては、

30％程度が実施と回答しており、前年度の 60～

70%に比べて低い。今回の調査対象が殆どテナ

ントビルとなっており、建築物衛生法の義務と

なっている環境測定に関する実態が把握できて

いないことが考えられる。 

ホルムアルデヒドの測定は 4 件（7%）が行っ

ていた。測定を行っている建物における適合割

合としては、相対湿度（89%）及び気流速度（94%）

を除く全項目で 100％と答えている。 

 

C.6 空調設備の維持管理状況 

空調設備の加湿装置能力を図 2-14 に、空調設

備の維持管理状況を図 2-15 に示す。 

加湿装置の能力を十分・やや十分と答えた割

合は 25％、やや不十分・不十分と答えた割合は

12％、どちらとも言えないは 15％、分からない

が 48％であった。 

空調設備の維持管理状況に関して、汚れがあ

る・よくあると答えた割合は、空調機周辺や空

調機械室 13％、空気清浄装置（電気集塵機、エ

アフィルター）17％、冷却加熱装置のコイル等

1％、吹き出し口や還気口 20％であり、空調関

連として目に付く部分の汚れは 1～2 割程度で

汚れを気にしていたが、コイルのように目に見

えない部分は認識されていないと推察される。  

また、冷却塔設備に関しては、設置されてい

ない建物が 49％、設置している施設（32 件）で

は維持管理が良好とどちらとも言えないの割合

が 16％であったが分からないが 84%であった。

加湿装置の維持管理に関しては、設置されてい

ないが 44％、設置している施設（55 件）では維

持管理が良好とどちらとも言えないの割合が

49％、分からないが 51%であった。 

 

C.7 従業員からの苦情 

図 2-16 に従業員からの苦情に関する内容を

項目別に示す。 

苦情が最も多い項目は湿度 14％、温度 5％、
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気流 3％で温熱環境に関連するものであった。  

他に臭気 1％、騒音 4％、衛生害虫が 3％、水

漏れ 3％であったが、清掃や廃棄物処理、その

他（衛生全般）への苦情は無かった。 

 

C.8 内装材 

内装材は壁、床、床下材と区分して図 2-17～

図 2-19 に纏めた。 

壁の内装材として最も多かったのは塗料 27

件であり、次に紙クロス 18 件、ビニルクロス 12

件となっている。ビニルクロスと紙クロスを合

わせると壁紙系が最も多くなる。他に希ではあ

るが、木質系壁材 3 件、塗り壁 3 件、コンクリ

ートむき出しも 2 件あった。 

床材としては、カーペットが最も多く 69 件と

殆どを占めている。他に、木材・フローリング、

ビニルシート、その他が少数存在する。9 割以

上の殆どがカーペットと回答していることから、

カーペットタイルもカーペットと認識している

可能性が高い。 

床下地材は、PVC などプラスチックの可塑剤

成分であるDEHPとコンクリートの水分が反応

して 2E1H が生成されることから、調査対象に

加えている。コンクリートが 20 件、金属製 OA

フロア 19 件、タイル 11 件、コンクリート製 OA

フロア 10 件、プラスチック製 OA フロア 4 件

となっている。OA フロアが 33 件とコンクリー

ト直貼り 20 件より多い。 

 

C.9 生活用品の使用 

 図 2-20 に芳香剤、防虫剤、空気清浄機などの

生活用品の使用に関して纏めている。回答数

n=75 のうち、空気清浄機が最も多く 39％（29

件）、次いで消臭剤 20％（15 件）、スプレー式消

臭・消毒剤 16%（12 件）、防湿剤／防虫剤がそ

れぞれ 4％（3 件）であった。芳香剤／オゾン発

生器／次亜塩素酸は 7 件／1 件／11 件となって

いる。空気清浄機やスプレー式消臭・消毒剤の

使用が多いのは昨今の新型コロナ感染症の影響

と考えあれる。 

 

C.10 におい 

 最もにおいが気になる場所を図 2-21、知覚空

気質に関する評価を図 2-22 に示す。 

気になる場所は無いとの回答が 77％（55 件）

と最も多く、トイレ 9％、執務室 4％、共用空間

3%、廊下 1％の順であった。会議室を挙げた例

はなかった。 

 気になるにおいに関する知覚空気質の評価に

関しては、有効回答数 n=40 が得られた。かなり

不快・不快・やや不快の不快側の申告が 35％、

快適側の申告が 20％と 1/3 程度が不快と感じて

いる。 

臭気強度に関しては強い・とても強い・極端

に強いが 8％であり、平均は 1.4 ととても弱い

（1）と弱いにおいの（2）に間の評価となった。  

受容度は受け入れられない 10％、どちらでも

ない 45％、受け入れられる 45％と、90％が肯定

側の申告となった。35%不快と感じても 90%は

受容できるまたはどちらでもないという結果と

なるが、これはにおいの強度が大きくないこと

と、においに関する慣れや我慢に起因するもの

と考えられる。 

 

C.11 新型コロナ対策 

 新型コロナの感染防止対策について設問した

（図 2-23）。対策として最も多く採用されてい

るのはマスク 97％、テレビ会議 78%、手指衛生

76％であり、消毒／換気／空気清浄機が 59%／

51%／38%、テレワーク／時差出勤・自転車出勤

が 24%／15%だった。換気は 51％、空気清浄機

が 38％挙げていることから、オフィスでも空気

環境への関心が高くなっていると考えられる。 

 

D. まとめ 

 特定建築物 75 件を対象にパッシブサンプラ

ーによる空気質調査と同時に、室内環境と施設

管理に関するアンケート調査を行った。 

1) 空調方式は、個別式空調が 45％、中央式と中

央・個別併用式は 52％となり、ほぼ半々の割合

となっている。 

2) 環境衛生管理基準 6 項目に関する測定実施

の有無に関しては、30％程度が実施と回答して

いるが、前年度の 60～70%に比べて低い。今回

の調査対象が殆どテナントビルとなっており、

環境測定が建築物衛生法の義務となっているこ

とを把握できていないことが考えられる。 

3) 空調関連として目に付く部分の汚れに関し
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ては 1～2 割程度で汚れを気になると回答して

いたが、コイルは割合が低く目に見えない部分

は認識されにくいことが覗われた。 

4) 管理項目で苦情が最も多い項目は温度14％、

温度 5％、気流 3％で温熱湿度環境に関連して

いた。 

5) 壁材としては、ビニルクロスと紙クロスを合

わせると 40%と壁紙系が最も多く、次に塗料

27%であった。床材としては、9 割以上がカーペ

ットと回答している。床の下地としては OA フ

ロアが 48%と最も多く、次いでコンクリート直

貼りが 29%であった。 

6) 生活用品については、空気清浄機やスプレー

式消臭・消毒剤の使用が多かったが、これは昨

今の新型コロナ感染症の影響と考えられる。 

7) においが気になる場所は無いとの回答が

77％と最も多く、トイレ 9％、執務室 4％、共用

空間 3%、廊下 1％の順であった。会議室を挙げ

た例はなかった。 

快不快感では、回答者の 35%が不快と感じてい

ても90%は受容できる或いはどちらでもないと

いう肯定側の回答をしていることから、オフィ

スではにおいの強度が強くないことと、におい

に関する慣れや我慢に起因するものと考えられ

る。 

8) 新型コロナ対策として、最も多く採用されて

いるのはマスク 97％、テレビ会議 78%、手指衛

生 76％であり、消毒／換気／空気清浄機が 59%

／51%／38%、テレワーク／時差出勤・自転車出

勤が 24%／15%だった。換気は 51％、空気清浄

機が 38％挙げられていることから、空気環境へ

の関心が高くなっていることが覗われる。 
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図 2-1 建物用途（n=75） 

図 2-2 周辺環境と施設（n=75、重複回答有り） 

図 2-3 築年数（n=64） 

図 2-4 建物規模（n=73） 
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図 2-5 延床面積（単位：m2） 

図 2-6 建物の所有と使用形態 

図 2-7 空調方式 

図 2-8 喫煙対応 
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図 2-10 改修工事の内容 

図 2-11 改修工事の理由 

図 2-9 5 年以内に改修経験の有無 
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図 2-12 建築物衛生法の環境衛生管理基準項目の測定実施（n=60） 

図 2-13 建築物衛生法の環境衛生管理基準項目の適合割合 

図 2-14 空調の加湿装置の能力（n=60） 

18

18
18

19

19
18

4

42

42
42

41

41
42

56

0% 20% 40% 60% 80% 100%

粉じん

一酸化炭素

二酸化炭素

温度

相対湿度

気流

ホルム

あり なし

89%

94%

80%

85%

90%

95%

100%

十分, 8, 
13%

やや十分, 
7, 12%

どちらとも

言えない, 
9, 15%

やや不十

分, 3, 5%不十分, 4, 
7%

分からな

い, 29, 
48%



- 22 - 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1) 空調機周辺や空調機械室の汚れ 2) 空気清浄装置（電気集塵機、エアフ

ィルター）の汚れ 

3) 冷却・加熱装置のコイル等の汚れ 4) 吹き出し口や還気口の汚れ 

5) 冷却塔の設置状況及び維持管理状況 6) 加湿装置の設置及び維持管理状況 

図 2-15 空調設備の維持管理状況 
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図 2-16 従業員からの苦情（n=73） 
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図 2-17 壁の内装材（n=75、重複回答有り） 

図 2-18 床の内装材（n=75、重複回答有り） 

図 2-16（続き） 従業員からの苦情（n=73） 
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図 2-19 床下材（n=75、重複回答有り） 

図 2-20 芳香剤、防虫剤などの生活用品の使用（n=75） 
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図 2-21 においが気になる場所（n=74） 

a. 快不快度 

b. 臭気強度 

c. 受容度 

図 2-22 最も気になるにおいに関する評価（n=40） 
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図 2-23 新型コロナ感染症対策（n=74、重複回答有り） 
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３．拡散サンプラーを用いる空気中ガス状化学物質の分析 

 
研究分担者  内山茂久（千葉大学），欅田尚樹（産業医科大学），稲葉洋平（国立保健医療科学院） 
研究協力者  清水萌花，齋藤みのり，坂元宏成，小倉裕直（千葉大学） 
 

 
研究要旨  
特定建築物施設内のガス状化学物質濃度を夏期（111 施設）と冬期（5 施設）に分けて測定した．

化学物質の捕集には４種類の拡散サンプラー（オゾン，カルボニル化合物測定用，VOC 測定用，酸
性ガス測定用，塩基性ガス測定用）を使用したが，就業時間の８時間でも十分な分析感度が得られ
た．また，千葉市内及び近郊の 32 戸の住宅で化学物質の個人曝露濃度，室内濃度，屋外濃度の調査
を行い，その挙動を考察した．32 戸の住宅において，屋外濃度はほとんど変わらないが，室内濃度
と個人曝露濃度は大きく変動した．アセトアルデヒドの室内濃度が 260 μg/m3 を示した住宅の居住
者２名の個人曝露濃度はそれぞれ 150 μg/m3，180 μg/m3 であったが，滞在時間には対応していない
濃度である．この住宅は木造戸建て住宅で α-ピネンも最大濃度で検出されたことから，木材が発生
源である可能性が示唆される．また，サンプリング期間中に外壁工事が行われていた住宅ではトル
エン（740 μg/m3），テキサノール（5100 μg/m3），TXIB（140 μg/m3）等の溶剤の濃度が非常に高くな
ることがあったが，室内濃度への影響は集合住宅で大きく，木造戸建て住宅では小さいことも分か
った．同一住宅に居住している人は滞在時間が長い人ほど曝露濃度が高くなる傾向がみられたが特
異に高濃度を示す場合もあった．個人曝露濃度でホルムアルデヒドが 150 μg/m3 検出された人がい
たが，同居している人は 18～23 μg/m3と低い値であり，自宅以外で高濃度に曝露したことが考えら
れる．このように，同一住宅に居住していても個人曝露濃度は異なることが多い．個人曝露量を正
確に知り，人へのリスク評価を行うためには本研究で開発したパーソナルサンプラーが極めて有効
である． 
 

 
A. 研究目的 

人は絶えず様々な化学物質に晒されている．こ
れらの化学物質の中には，喘息やシックハウス症
候群だけではなく，発ガンの要因になる物質も多
く存在する．特に，空気は飲料水と異なり人が選
択することができず，必然的にその人の周辺の空
気を摂取しなければならない．人の健康対策とし
て，室内空気質をモニタリングすることが行われ
ているが，ほとんどの人は居住する住宅に一日中
いるわけではない．従って，化学物質が人の健康
に及ぼす影響を正確に評価するには
個人曝露濃度を測定する必要があ
る．個人暴露濃度の測定には，吸引ポ
ンプ等の動力や電力を必要とせず，
分子拡散の原理に基づきガス状化学
物質を捕集する拡散サンプラーが適
している． 

本研究では，個人曝露測定用の拡
散サンプラーを開発し，2021 年 8，9
月に千葉市及び近郊の 32 戸の住宅で
個人曝露濃度，室内濃度，屋外濃度の
調査を行い，化学物質の挙動を考察
した．  
 

 
B. 研究方法 
B.1 拡散サンプラー（PSD サンプラー） 

構造：拡散サンプラー  (Passive Sampling 
Device, PSD-sampler) は 拡 散浸 透媒体 で あ る
diffusion filter，分析時に抽出容器になる glass tube
そして，反応吸収剤試薬を含浸させたシリカゲ
ルまたは炭素系吸着剤構成される 1-3．PSD-
sampler の構造と，測定手順の概要を Fig. 1 に示
す．また，実際のサンプリング風景を Fig. 2～4
に示す．   

Fig. 1. Measuring gaseous chemical compounds using the PSD sampling 
device.  
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捕集方法（室内，屋外）：捕集場所に，太さ 1 
mm の糸の一端を固定する．PSD-sampler の入っ
たアルミ製保存袋からサンプラーを取り出し，
拡散フィルター部が床から約 1.5 m になるよう
に糸の先端に取り付ける．捕集開始時にサンプ
ラーを覆っている glass tube を取り外す．捕集終
了時に glass tube を取り付け，アルミ製保存袋に
入れる.室内，屋外におけるサンプリング風景を
それぞれ Fig. 2，Fig. 3 に示す． 
捕集方法（個人曝露）：PSD-sampler の入ったア

ルミ製保存袋からサンプラーを取り出す．測定開
始時に glass tube を取り外し，穴の開いたプラス
チック製保護チューブを取り付け，個人曝露濃度
測定用のパーソナルサンプラーとした．パーソナ
ルサンプラーは洋服の襟元等にクリップで固定
したり，鞄やリュック等に取り付けたりして使用
する．捕集終了時に保護チューブを取り外し，
glass tube を取り付け，アルミ製保存袋に入れる．
個人曝露のサンプリング風景を Fig. 4 に示す． 
B.2 分析方法 
B.2.1 PSD-BPE/DNPH（オゾン及びカルボニル化
合物測定用）： 
空気中のカルボニル化合物は 2,4-ジニトロフェニ

ルヒドラジン（DNPH）と反応してヒドラゾン誘導
体を生成する．また，オゾンは trans-1,2-ビスピリジ
ルエチレン（BPE）と反応してピリジン-2-アルデヒ
ド(2PA)を生成する 4-6)．この 2PA を DNPH でヒドラ
ゾン誘導体にして，他のアルデヒド誘導体と共に高
速液体クロマトグラフ（HPLC）で分析することによ
り，オゾンとカルボニル化合物の同時測定が可能に
なる 4-6)．また，DNPH 及びアルデヒドのヒドラゾン
誘導体はオゾンで破壊されることが報告 7-9)されて
いるが，DNPH と共存する BPE はオゾンスクラバー
としても機能し，破壊を防ぐことができる. 

捕集を終えたサンプラーの充填剤を 5 mL のバ
イアルに移す．ジメチルスルホキシド/アセトニ
トリル（25/75）混合溶液 5 ml で溶出し，HPLC
で分析する．この際，DNPH 誘導体の異性化 4-6)

を考慮し，これらの標準溶液にリン酸を 0.1%添
加して異性体比を一定にした後，分析を行なっ
た． 

オゾン及び 21 種のカルボニル化合物(DNPH, 
ホルムアルデヒド , アセトアルデヒド , アセト
ン, アクロレイン, プロパナール, クロトンアル
デヒド, 2-ブタノン, ブタナール, ベンズアルデ
ヒド, i-ペンタナール, n-ペンタナール, o-トルア
ルデヒド, p-トルアルデヒド, ヘキサナール, 2,5-
ジメチルベンズアルデヒド , ヘプタナール , オ
クタナール, 2-ノネナール, ノナナール, デカナ
ール）を HPLC で定量可能である．  
 
 

B.2.2 PSD-TEA（酸性ガス測定用拡散サンプラー） 
大気中の二酸化窒素，二酸化硫黄，塩化水素な

どの酸性ガスはトリエタノールアミン（TEA）と
反応し，対応する陰イオンを生成する．この各種
陰イオンをイオンクロマトグラフィー（IC）で分
析することにより，酸性ガスを定性，定量する 7 

捕集を終えたサンプラーの充填剤 TEA-silica
を 5 mL のバイアルに移す．純水 5 ml で溶出し
た後，溶出液中の陰イオンをイオンクロマトグ
ラフィー（IC）で定量する．IC の分離カラムに
は Dionex IonPac AS11-HC を 用 い ， KOH 2 
mM→35 mM のグラジェントモードで分析を行
った．なお，サプレッサーには ADRS 600 を使用
した．酢酸イオン , ギ酸イオン, 塩化物イオン , 
亜硝酸イオン, 臭化物イオン, 硝酸イオン, 硫酸
イオンが分析可能である． 
 

Fig. 3. Picture of the measurement of outdoor air using 
PSD samplers. 
 

Fig. 2. Picture of the measurement of indoor air using 
PSD samplers. 

Fig. 4. Picture of the measurement of personal exposure
using PSD personal samplers. 
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B.2.3 PSD-NH3（塩基性ガス測定用拡散サンプラ
ー） 

大気中のアンモニアやトリメチルアミンなど
の塩基性ガスはリン酸と反応して，対応する陽
イオンを生成する．この陽イオンを IC で分析す
ることにより，アンモニアやトリメチルアミン
等を定性，定量する 3． IC の分離カラムには
Dionex IonPac CS16 を用い，メタンスルホン酸 30 
mM のアイソクラティックモードで分析を行っ
た． 

捕集を終えたサンプラーの充填剤を 5 mL のバ
イアルに移す．純水 5 ml で溶出した後，溶出液
中の陽イオンを IC で定量する．IC の分離カラム
には Dionex IonPac CS6 を用い，メタンスルホン
酸 30mM のアイソクラティックモードで分析を
行った．リチウムイオン, ナトリウムイオン, ア
ンモニウムイオン , カリウムイオン , マグネシ
ウムイオン , カルシウムイオンが分析可能であ
る． 
B.2.4 PSD-CX（VOC 測定用拡散サンプラー） 

大気中の揮発性有機化合物（Volatile Organic 
Carbons, VOC）は炭素系吸着剤 Carbon molecular 
sieves Carboxen 572 に物理的に吸着する．吸着し
た VOCs を二硫化炭素で溶出し，ガスクロマト
グラフィ－質量分析計（Gas chromatography / 
Mass spectrometry, GC/MS）で分析を行う．捕集
を終えた Carboxen 572 粒子を 2 mL バイアルに
移し，二硫化炭素を 1 mL 添加する．内部標準溶
液（0.5 μg/mL トルエン d8 溶液）を 20 μL 添加し
て撹拌した後，GC/MS で分析を行う． 

本研究における分析条件で，46 成分（エタノ
ール, ヘキサン, 2,4 ジメチルペンタン, 2-ブタノ
ン, シクロヘキサン，酢酸エチル, トリクロロメ
タン, 2,2,4-トリメチルペンタン, 1,1,1-トリクロ
ロエタン , へプタン , カーボンテトラクロライ
ド, 1-ブタノール, ベンゼン, 1,2-ジクロロエタン, 
トリクロロエチレン, 1,2-ジクロロプロパン, メ
チルイソブチルケトン, オクタン, トルエン d8, 
トルエン , 酢酸ブチル, テトラクロロエチレン , 
ノナン , ジブロモクロロエチレン , エチルベン
ゼン, m,p-キシレン, o-キシレン, スチレン, α-ピ
ネン, デカン, 1,3,5-トリメチルベンゼン, 1,2,4-ト
リメチルベンゼン, 2-エチル-1-ヘキサノール, ウ
ンデカン, 1,2,3-トリメチルベンゼン, p-ジクロロ
ベンゼン, ノナナール, ドデカン, 1,2,4,5-テトラ
メチルベンゼン, デカナール, トリデカン, テト
ラデカン, ペンタデカン, ヘキサデカン, テキサ
ノール，TXIB）の VOC を分析することが可能で
ある. 
 
 
 

C. 結果と考察 

C.1 個人曝露，室内，屋外空気室調査 
調査の概要 
千葉市内及び近郊に所在する住宅 32 戸の室内

と屋外濃度，および居住者の個人曝露濃度を測
定した．調査は前述の４種類の拡散サンプラー
を用いて，2021 年 8 月，9 月に行った．サプリン
グ期間は全て１週間である．調査住宅の概要を
Table 1 に示す．調査住宅は集合住宅 21 戸，戸建
て住宅 11 戸，木造家屋 14 戸，コンクリート住
宅 18 戸であり，室内の測定場所はリビングルー
ムを基本とした． 

 
C.2 測定結果 

32 戸の住宅における室内，屋外濃度，および
居住者 78 人の個人曝露濃度の平均値，パーセン
タイル値を Table 2 に示す．全体的に個人曝露濃
度の平均値は室内濃度より低く屋外より高い値
であった．また，ノナナール，デカナール，ヘキ
サン，デカン，エタノールの個人曝露における最
大値は室内濃度より極めて高く，住宅以外での
曝露が示唆される． 

Table 1. Outlines of the houses investigated in this study. 

house number of 
residents house type structure room 

area, m2 
house age, 

year 

No. 1 4 apartment concrete 12.8 35
No. 2 2 apartment concrete 13.2 30
No. 3 1 detached wooden 13.6 22
No. 4 5 detached concrete 9.6 29
No. 5 1 apartment concrete 9.6 27
No. 6 4 apartment concrete 24.0 20
No. 7 1 apartment concrete 22.5 
No. 8 1 apartment concrete 9.6 35
No. 9 2 apartment concrete 9.9 50
No. 10 4 detached wooden 19.2 21
No. 11 4 detached wooden 16.0 20
No. 12 3 apartment concrete   

No. 13 2 apartment concrete 19.2 32
No. 14 1 apartment wooden 16.0 10
No. 15 3 detached wooden 14.4 18
No. 16 1 apartment concrete   
No. 17 

6 
detached wooden 24.0 50

No. 18 apartment wooden 35.0 25
No. 19 2 apartment concrete 22.4 16
No. 20 4 apartment concrete 38.4 17
No. 21 4 apartment wooden 108 30
No. 22 2 apartment concrete 10.4 33
No. 23 1 apartment wooden 12.8 40
No. 24 1 apartment concrete 12.8 7
No. 25 2 detached wooden 32.0 15
No. 26 5 apartment concrete 21.9 12
No. 27 1 detached wooden 8.0 15
No. 28 3 detached concrete 26.0 3
No. 29 3 detached wooden 20.8 21
No. 30 2 detached wooden 9.6 6
No. 31 2 apartment concrete 27.2 34
No. 32 1 apartment wooden 17.6 3
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Table 2. Concentrations of gaseous chemical compounds in indoor air, outdoor air, and personal exposure. （μg/m3） 

compounds 
Indoor air Outdoor air Personal exposure 

mean 50%ile 95%ile 100%ile mean 50%ile 95%ile 100%ile mean 50%ile 95%ile 100%ile 

formaldehyde 25 21 64 73 3.4 3.1 7.6 8.5 17 15 31 150 
acetaldehyde 28 14 81 260 1.8 1.6 4.6 5.0 21 13 54 180 
propanal 2.3 1.5 7.0 10 0.2 0.0 0.4 1.4 1.7 1.2 4.9 8.8 
valeraldehyde 2.1 1.6 7.1 11 0.9 0.8 1.8 2.1 1.6 0.9 6.7 19 
i-valeraldehyde 0.5 0.4 1.6 2.5 0.2 0.0 0.6 0.8 0.6 0.5 1.8 5.0 
hexanal 7.3 4.9 24 50 0.5 0.5 1.7 2.3 5.9 3.6 22 58 
heptanal 1.1 0.7 4.1 6.4 0.1 0.0 0.6 1.9 1.0 0.8 3.3 17 
octanal 2.1 1.9 4.1 7.9 0.3 0.0 1.2 1.3 2.4 1.8 4.3 35 
nonanal 11 11 23 26 1.2 0.7 3.7 7.6 12 9.5 21 170 
decanal 4.9 4.2 10 12 0.4 0.0 2.1 3.2 6.7 4.9 11 110 
acrolein 0.5 0.3 1.8 4.2 0.0 0.0 0.1 0.2 0.3 0.3 1.0 2.6 
crotonaldehyde 0.3 0.3 0.8 1.1 0.1 0.0 0.4 0.8 0.5 0.3 1.0 13 
2-nonenal 0.5 0.0 1.6 2.7 0.0 0.0 0.2 0.5 0.6 0.0 2.2 15 
benzaldehyde 1.5 1.4 4.5 4.9 0.1 0.0 0.5 0.7 1.2 1.0 2.7 9.4 
o-tolualdehyde 0.3 0.0 0.9 2.1 0.3 0.4 0.8 0.9 0.3 0.0 1.3 1.7 
p-tolualdehyde 1.8 0.8 7.7 9.1 0.6 0.5 1.3 1.5 1.3 0.7 3.8 7.3 
2,5-DMBA 0.6 0.3 1.9 2.3 0.0 0.0 0.0 0.0 1.1 0.8 1.7 29 
acetone 9.5 5.8 25 37 1.2 0.8 2.6 3.8 13 7.8 32 80 
2-butanone 0.9 0.8 2.3 2.8 0.1 0.0 0.5 1.6 2.2 0.8 2.6 93 
MIBK 4.0 0.2 8.9 94 3.4 0.1 2.2 89 1.7 0.2 1.6 89 
total carbonyls 100 82 200 440 15 11 27 96 91 74 210 530 
hexane 2.8 1.3 7.6 31 1.4 1.2 3.3 3.7 4.5 1.2 18 100 
cyclohexane 1.8 0.8 8.4 18 0.4 0.3 0.9 0.9 2.3 0.7 6.8 64 
heptane 0.7 0.6 1.5 1.7 0.3 0.2 0.6 0.8 0.8 0.5 2.6 10 
octane 0.8 0.3 4.2 5.5 0.2 0.1 0.3 0.6 1.3 0.5 5.9 15 
nonane 3.4 0.4 18 35 0.7 0.3 0.8 9.6 5.2 0.5 38 60 
decane 7.7 1.1 32 51 2.9 0.9 15 38 21 2.5 58 610 
undecane 1.9 0.5 9.6 14 0.4 0.2 0.8 5.1 3.2 0.6 22 47 
dodecane 6.6 1.3 7.5 140 1.1 0.7 3.3 4.6 5.8 3.1 16 110 
tridecane 1.8 0.9 5.0 16 0.7 0.5 1.5 3.3 1.7 0.9 5.9 14 
tetradecane 27 2.1 69 570 2.1 0.8 9.1 19 14 3.5 30 300 
pentadecane 8.4 0.7 22 180 0.4 0.2 1.9 3.3 2.8 0.5 6.1 62 
hexadecane 2.0 0.7 8.4 20 1.2 0.3 6.5 7.9 1.2 0.2 4.9 19 
benzene 0.7 0.7 1.2 1.5 0.7 0.7 1.3 1.6 0.5 0.5 1.0 1.2 
toluene 39 4.3 25 990 30 3.2 7.8 740 18 4.4 20 590 
ethylbenzene 2.3 1.2 9.8 16 1.3 0.8 1.7 12 2.9 1.0 9.7 63 
o-xylene 0.9 0.4 3.6 4.2 0.4 0.3 0.5 2.8 1.2 0.4 6.6 9.8 
m,p-xylene 2.3 1.2 9.2 12 1.1 0.7 1.6 9.0 3.2 1.1 12 40 
1,3,5-TMB 0.6 0.2 3.0 7.6 0.4 0.1 0.2 8.4 0.8 0.2 5.1 8.5 
1,2,4-TMB 2.4 0.6 10 31 1.6 0.4 0.8 33 2.8 0.6 17 34 
1,2,3-TMB 0.5 0.1 2.4 6.4 0.3 0.1 0.2 6.4 0.6 0.1 3.9 8.3 
1,2,4,5-TMB 0.2 0.1 0.7 2.3 0.0 0.0 0.1 0.4 0.2 0.1 0.7 1.6 
styrene 0.1 0.0 0.5 2.1 0.0 0.0 0.0 0.1 0.3 0.0 0.3 16 
p-dichlorobenzene 10 1.0 36 150 0.9 0.7 3.1 3.8 7.9 1.1 37 65 
trichloromethane 0.8 0.4 3.4 3.6 0.4 0.2 2.0 2.6 0.8 0.3 2.4 20 
1,2-dichloroethane 0.2 0.1 0.6 0.8 0.1 0.1 0.2 0.2 0.1 0.1 0.2 0.6 
trichloroethylene 0.3 0.2 0.7 1.3 0.3 0.2 1.0 1.4 0.3 0.2 0.9 3.8 
tetrachloroethylene 0.1 0.1 0.2 0.3 0.0 0.0 0.2 0.2 0.1 0.0 0.2 0.2 
ethanol 77 39 270 330 1.5 0.6 6.2 7.9 130 81 310 1300 
2-ethyl-1-hexanol 2.7 1.3 8.5 15 0.3 0.1 1.4 3.3 2.9 1.0 9.0 64 
texanol 1.6 0.2 11 20 180 0.1 26 5100 0.6 0.2 2.5 7.7 
ethylacetate 15 6.6 58 71 4.4 2.9 11 12 12 5.8 48 81 
butylacetate 6.0 1.5 18 97 0.4 0.3 1.2 2.0 4.6 1.1 25 54 
2,2,4-TMP 0.1 0.0 0.4 1.3 0.0 0.0 0.1 0.1 0.1 0.0 0.2 1.6 
α-pinene 19 2.7 71 320 0.4 0.3 2.1 3.4 7.6 1.2 25 170 
d-limonene 16 6.6 63 120 0.2 0.0 0.9 2.0 7.7 3.4 26 53 
TXIB 1.7 0.6 4.1 23 5.6 0.2 2.1 140 1.2 0.8 4.1 10 
TVOC 180 81 810 1300 240 24.0 580 5300 140 78 520 750 
ozone 8.0 4.2 26 29 38 39 63 95 5.2 3.9 15 18 
formic acid 15 14 31 35 8.6 7.3 13 36 11 8.8 19 30 
acetic acid 65 47 180 200 22 22 37 53 45 36 110 120 
hydrogen chloride 0.6 0.5 1.1 1.1 0.7 0.6 1.1 1.8 0.6 0.5 1.1 1.7 
nitrogen dioxide 18 12 33 81 12 11 25 30 11 9.0 29 36 
total acidic gases 89 77 210 270 39 41 72 90 59 51 150 160 
ammonia 4.5 4.6 7.5 7.9 2.0 1.6 4.3 8.0 3.6 3.9 4.3 4.3 
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C.3 ガイドライン値を超過した物質 
C.3.1 アセトアルデヒド 

室内，屋外，個人曝露における個別のアセトア
ルデヒド濃度を Table 3 に示す．調査した全 32 戸
中 5 戸の住宅（No. 1，No. 9，No. 18，No.25，No. 
31）室内でガイドライン値（48μg/m3）を超過し
た．個人曝露濃度は No.1 の住宅において 1 人，
No. 9 の住宅で 2 人，No. 25 の住宅で 2 人がガイ
ドライン値を超過した．特に，住宅 No. 25 は室
内濃度が 260 μg/m3 とガイドライン値の 5 倍程度
高い値である． 

アセトアルデヒドの室内濃度が 260 μg/m3の最
大値を示した住宅（No.25）における室内濃度，
屋外濃度，個人曝露濃度の詳細を Table 4 に示す．
この住宅のアセトアルデヒド屋外濃度が 1.0 
μg/m3 であるので住宅内に大きな発生源がある
ことが分かる．室内の α-ピネン濃度（320 μg/m3）
も非常に高く，木材が多く使用されている住宅
である．エタノールの室内濃度（330 μg/m3）が比
較的高いが，木材とエタノールが接触すること
でアセトアルデヒドが生成することが報告 8 さ
れているので，大量に使われている木材が発生
源の可能性がある． 

居住者２名（P-1，P-2）の在宅時間がそれぞれ
149，146 時間であるので，住宅滞在率はそれぞ
れ 0.89，0.87 である．この値にアセトアルデヒド
室内濃度を乗じると，P-1，P-2 の推定曝露量は，
それぞれ 230 μg/m3，220 μg/m3 になり，実測値
150 μg/m3，180 μg/m3 より高い値である．室内空
気の測定はリビングルームで行われたが，住宅
内各部屋で化学物質濃度が大きく変化すること
が報告されている 9．この住宅は２階建て戸建て
住宅で床面積が 130 m2 と比較的大きいので各部
屋で化学物質濃度は大きく異なることが推測さ
れる．コロナウィルス感染対策として測定期間
中（2021 年 8 月 29 日～9 月 5 日）2 人の居住者
は外出を控えていたため住宅内での曝露が多い
はずであるが，リビングルームだけの測定では，
個人曝露濃度を推定することはできない． 

また，屋外で 2,2,4-トリメチルペンタン-1,3-ジ
オールモノイソブチラート（テキサノール）と
2,2,4-トリメチル-1,3-ペンタンジオールジイソブ
チレート（TXIB）がそれぞれ 5100 μg/m3，140 
μg/m3 検出された．これらの物質はエステル系有
機溶剤で水系塗料の造膜助剤などに使用されて
いるが，この住宅の外壁塗装がサンプリング中
に行われていたので屋外濃度が高くなったと考
えられる． 

 
 
 
 

Table 3. Concentrations of acetaldehyde in indoor air, outdoor air, 
and personal exposure. （μg/m3） 

house I O P-1 P-2 P-3 P-4 P-5 P-6 

No. 1 49 2.0 31 50 30
No. 2 11 2.1 9.0 11
No. 3 18 1.1 9.8
No. 4 14 2.0 14 12 30 16 15
No. 5 5.6 1.5 4.1
No. 6 1.5 4.0 4.1 3.6 5.1 8.8
No. 7 9.8 1.2 12
No. 8 14 4.3 13
No. 9 100 4.8 88 64

No. 10 38 2.0 30 25 24
No. 11 24 1.9 22 19 16 12
No. 12 25 2.0 10 36 21
No. 13 9.8 2.1 9.4 6.5
No. 14 20 5.0 17
No. 15 23 1.1 22 18 27
No. 16 17 1.6 14
No. 17 7.9

0.6 34 30 29 22 11 7.3 
No. 18 60
No. 19 1.4 0.7 12 0.2
No. 20 9.5 2.4 12 7.4 7.7 7.8
No. 21 4.2 1.1 3.8 8.0 3.8 3.6
No. 22 14 1.8 12 16
No. 23 4.5 1.1 13
No. 24 7.2 1.5 16
No. 25 260 1.0 150 180
No. 26 3.3 1.6 4.9 7.5 5.7 3.6 1.5
No. 27 13 2.6 11
No. 28 15 2.3 11 16 12
No. 29 16 0.5 11 14 18
No. 30 47 0.4 32 35
No. 31 51 1.0 29 30
No. 32 9.6 1.3 7.8

 

Table 4. Concentrations of chemical compounds in indoor air, 
outdoor air, and personal exposure.（μg/m3） No. 25 

staying / 
sampling time  

168h 168h 149h/168h 146h/16h8 

compounds indoor air outdoor air P-1 P-2 
formaldehyde 27 8.5 22 15
acetaldehyde 260 1.0 150 180
propanal 10 0.0 6.2 6.1
valeraldehyde 10 0.5 7.0 6.8
hexanal 37 0.9 23 21
nonanal 25 7.6 18 20
acrolein 4.2 0.0 1.7 1.3
acetone 22 0.8 19 26
total carbonyls 440 20 280 310
tetradecane 4.6 3.9 1.9 21
toluene 37 1.9 21 19
ethylbenzene 15 0.9 8.7 7.9
ethanol 330 0.4 100 240
texanol 20 5100 6.3 5.7
ethylacetate 49 1.0 28 27
butylacetate 97 0.2 54 50
α-pinene 320 0.3 170 160
d-limonene 59 0.1 31 28
TXIB 2.7 140 0.5 1.5
TVOC 660 5300 350 360
ozone 2.2 38.4 2.3 2.3
acetic acid 200 20 100 100
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C.3.2 ホルムアルデヒド 
室内，屋外，個人曝露における個別のホルムアルデ

ヒド濃度を Table 5 に示す．調査した全 32 戸中ホルム

アルデヒド濃度が厚労省のガイドライン値（ 100 
μg/m3）を超過した住宅は無かったが，住宅 No. 17,18
で個人曝露濃度が 150 μg/m3 の高濃度を示した居住者

がいた． 
室内濃度，屋外濃度，個人曝露濃度の詳細を Table 

6 に示す．この住宅での調査条件は特殊であり，2 戸

の住宅 No. 17，No. 18 に 6 人（P1～P6）が居住し，一

部は両住宅を行き来していた．調査期間中（168 時間）

の住宅 No. 17/ No. 18 滞在時間（h）は 24.5/101，
36.5/84.8，41.5/95.0，0/80，127/0，112/0 である．また，

滞在率はそれぞれ，0.15/0.60，0.22/0.50，0.25/0.57，
0/0.48，0.76/0，0.67/0 である．住宅 No. 18 のホルムア

ルデヒド濃度は住宅 No. 17 の 2 倍程度高い 42 μg/m3

を，アセトアルデヒドもガイドライン値を上回る 60 
μg/m3 を示した．同一家族であっても住人 P-4 を除き，

住宅 No. 18 の滞在時間が長い人ほどこれらの曝露濃

度が高くなっている． 
P-4 のホルムアルデヒド濃度は 150 μg/m3 であり，

調査した中で最も高い濃度を示した．住人 P-4 は住宅

No. 18 に 80 時間滞在し，それ以外の 88 時間は自宅

以外で過ごしていたことから，住宅 No. 17，No. 18 以

外，職場等で高濃度のホルムアルデヒドに晒されたこ

とが分かる． 
 
 

  

Table 5. Concentrations of formaldehyde in indoor air, outdoor air, 
and personal exposure. （μg/m3） 

house I O P-1 P-2 P-3 P-4 P-5 P-6 

No. 1 30 3.2 16 23 17
No. 2 12 3.2 6.2 7.4
No. 3 21 1.1 12
No. 4 9.6 4.7 20 7.3 15 10 13
No. 5 31 3.1 15
No. 6 5.7 7.8 5.3 6.1 8.8 16
No. 7 73 2.9 13
No. 8 22 6.2 17
No. 9 22 4.4 14 16

No. 10 20 3.2 18 16 13
No. 11 14 3.1 24 9.6 9.5 7.9
No. 12 43 3.0 22 28 23
No. 13 13 4.1 9.6 12
No. 14 21 8.5 15
No. 15 32 2.6 20 16 17
No. 16 32 2.3 26
No. 17 21

1.3 21 18 23 150 16 11
No. 18 42
No. 19 8.7 3.1 9.5 0.1
No. 20 12 2.8 12 8.3 8.9 10
No. 21 14 4.0 9.0 16 8.8 9
No. 22 10 3.1 6.8 47
No. 23 10 2.4 11
No. 24 64 1.9 35
No. 25 27 8.5 22 15
No. 26 7.4 2.7 7.3 53 14 5.7 5.7
No. 27 8.1 2.0 5.8
No. 28 21 2.4 9.5 16 12
No. 29 25 1.4 14 24 17
No. 30 30 3.1 16 21
No. 31 64 2.2 25 37
No. 32 29 2.5 15

Table 6. Concentrations of chemical compounds in indoor air, outdoor air, and personal exposure.（μg/m3） No. 17,18 

compounds 
Indoor 
No. 17 

Indoor 
No. 18 

Outdoor 
P-1 

24.5/101h 
P-2 

36.5/84.8h 
P-3 

41.5/95h 
P-4 

0/80h 
P-5 

127/0h 
P-6 

112/0h 
formaldehyde 21 42 1.3 21 18 23 150 16 11
acetaldehyde 7.9 60 0.6 34 30 29 22 11 7.3
propanal 0.8 1.8 0.0 1.3 1.2 1.3 1.4 0.8 0.9
valeraldehyde 0.6 1.9 0.9 0.4 2.0 3.8 2.1 0.4 0.4
hexanal 2.2 4.9 0.0 3.8 3.9 3.9 7.3 2.4 3.0
nonanal 6.5 15 0.0 15 13 10 13 7.2 12
acrolein 0.3 0.6 0.0 0.5 0.4 0.4 0.9 0.0 0.0
acetone 5.6 29 2.4 22 20 32 4.2 7.8 5.9
total carbonyls 51 180 5.8 120 100 120 210 57 50
tetradecane 1.7 3.7 0.0 2.0 3.1 6.5 3.7 2.1 7.8
toluene 2.9 4.5 1.7 3.2 2.9 6.7 4.5 3.1 1.7
ethylbenzene 1.8 1.6 0.4 0.9 0.9 11 1.2 0.8 0.6
ethanol 7.6 69 0.6 58 88 78 310 45 65
texanol 0.4 0.3 0.0 0.2 0.1 0.6 0.3 0.1 0.1
ethylacetate 1.7 33 1.6 12 13 11 15 1.3 1.1
butylacetate 0.6 6.8 0.0 2.7 2.5 4.2 1.9 0.8 0.6
α-pinene 4.1 2.7 0.1 1.5 1.7 1.6 1.1 1.7 1.7
d-limonene 4.1 19 0.0 6.6 4.9 5.7 3.4 1.8 2.1
TXIB 0.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0
TVOC 78 240 9.4 98 87 140 89 39 40
ozone 3.8 2.8 39 4.1 4.0 2.7 5.6 3.0 2.5
acetic acid 29 58 22 35 38 45 52  
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C.3.3 トルエン 
トルエンの室内濃度（990 μg/m3），屋外濃度

（740 μg/m3），個人曝露濃度（590, 400 μg/m3）が
非常に高く，厚労省のガイドライン値（260 μg/m3）
を大きく超える住宅（No. 9）が確認された．室
内，屋外，個人曝露における個別のトルエン濃度
を Table 7 に示す．また，この住宅における室内
濃度，屋外濃度，個人曝露濃度の詳細を Table 8
に示す． 

この住宅は 5 階建ての集合住宅 2 階であるが，
測定期間中，大規模な改修工事（外壁塗装）が行
われていた．そのため，トルエンの屋内外濃度が
高くなったことが考えられる．測定時期が夏期
ということもあり，住宅の窓を開放することが
多かったため，室内濃度（990 μg/m3）と屋外濃度
（740 μg/m3）に大きな差が生じなかったと思わ
れる．トルエンと同様に 1,2,4-トリメチルベンゼ
ン（室内 31 μg/m3，屋外 33 μg/m3），酢酸エチル
（室内 21 μg/m3，屋外 12 μg/m3），テキサノール
（室内 17 μg/m3，屋外 40 μg/m3）も室内と屋内の
差は小さい．これらの物質が溶剤として外壁工
事に使用されていたことが考えられる．この外
壁工事のために，TVOC もガイドライン値（400 
μg/m3）を大きく超える値（室内 1300 μg/m3，屋
外 910 μg/m3，個人 750μg/m3，520μg/m3）となっ
た． 

居住者２名（P-1，P-2）の在宅時間がそれぞれ
138，108 時間であるので，住宅滞在率はそれぞ
れ 0.79，0.64 である．この値をトルエンの室内濃
度に乗じると，P-1，P-2 の推定曝露量は，それぞ
れ 780 μg/m3，640 μg/m3になり，実測値 590 μg/m3，
400 μg/m3 より高い値となった．  

測定期間中アセトアルデヒドの室内濃度（100 
μg/m3）もガイドライン値を超過しているが，屋
外濃度（4.8 μg/m3）は低く，団地の改修工事が原
因とは考えられない．居住者２名（P-1，P-2）の
在宅時間がそれぞれ 138，108 時間であるので，
住宅滞在率はそれぞれ 0.79，0.64 である．この値
をアセトアルデヒドの室内濃度に乗じると，P-1，
P-2 の推定曝露量は，それぞれ 79 μg/m3，64 μg/m3

になり，実測値 82 μg/m3，64 μg/m3 と同等の値と
なる．住宅内にアセトアルデヒドの発生源があ
ることが示唆される． 

 
 
 
 
 
 
 

  

Table 7. Concentrations of toluene in indoor air, outdoor air, and 
personal exposure. （μg/m3） 

house I O P-1 P-2 P-3 P-4 P-5 P-6 

No. 1 4.5 3.8 3.8 4.5 4.8
No. 2 4.9 5.5 4.7 3.2
No. 3 1.8 1.7 1.8
No. 4 7.9 7.7 5.3 5.0 11 5.8 4.2
No. 5 1.9 2.1 1.3
No. 6 1.6 2.7 2.3 2.0 2.1 4.0
No. 7 3.9 2.5 4.8
No. 8 3.5 2.8 3.0
No. 9 990 740 590 400

No. 10 3.6 2.7 3.8 2.6 2.8 3.0
No. 11 8.0 7.8 6.4 6.0 4.6 5.5
No. 12 5.3 2.7 2.2 5.0 4.6
No. 13 4.1 3.1 2.7 5.9
No. 14 4.5 4.9 3.6
No. 15 4.9 1.7 4.6 4.6 6.6
No. 16 4.0 1.8 11
No. 17 2.9

1.7 3.2 2.9 6.7 4.5 3.1 1.7
No. 18 4.5
No. 19 3.5 3.2 4.2 0.0
No. 20 3.2 3.8 2.9 3.1 3.5 3.0
No. 21 4.1 3.2 4.0 4.6 3.4 3.3
No. 22 5.5 5.2 4.0
No. 23 1.9 2.1 2.7
No. 24 2.6 2.0 5.4
No. 25 37 1.9 21 19
No. 26 2.9 3.0 4.4 2.9 3.4 4.0 2.1
No. 27 3.5 2.4 2.8
No. 28 7.5 7.1 11 7.5 4.6
No. 29 10 3.2 7.1 4.5 9.1
No. 30 9.5 5.4 7.6 4.8
No. 31 7.2 0.6 7.9 3.0
No. 32 4.6 3.6 3.6

Table 8. Concentrations of chemical compounds in indoor air, 
outdoor air, and personal exposure.（μg/m3） No. 9 

staying / 
sampling time  168h 168h 132h/168h 108h/168h 

compounds indoor air outdoor air P-1 P-2 
formaldehyde 22 4.4 14 16 
acetaldehyde 100 4.8 88 64 
propanal 3.1 0.4 2.3 3.1 
valeraldehyde 2.8 0.8 1.5 2.3 
hexanal 8.4 1.4 5.2 6.6 
nonanal 12 1.3 8.4 8.1 
acrolein 0.4 0.0 0.4 0.4 
acetone 18 0.6 30 24 
total carbonyls 24 10 15 16 
tetradecane 6.0 0.2 6.3 2.9 
toluene 990 740 590 400 
ethylbenzene 16 12 9.1 7.2 
ethanol 330 1.7 410 300 
texanol 17 40 7.7 6.1 
ethylacetate 21 12 13 11
butylacetate 1.3 2.0 1.1 0.7 
α-pinene 3.1 0.3 1.8 2.0 
d-limonene 38 0.8 21 15 
TXIB 23 0.0 10 4.6 
TVOC 1300 910 750 520
ozone 2.2 60 3.3 4.6 
acetic acid 69 53 47 56
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C.3.4 テトラデカン 
住宅 No. 1 のテトラデカンの室内濃度（570 μg/m3）

が非常に高くガイドライン値（330 μg/m3）を超過した．

室内，屋外，個人曝露における個別のトルエン濃度を

Table 9 に示す．また，この住宅（No. 1）における室

内濃度，屋外濃度，個人曝露濃度の詳細を Table 10 に

示す． 
この住宅では，この時期にアースノーマット（電子

式液体蚊取り）を使用していたことから，これが発生

源と思われる．そこで，アースノーマットの液体を取

り出し，二硫化炭素で 10000 倍に希釈した後，GC/MS
で分析を行った．住宅 No. 1 とアースノーマットの希

釈溶液の GC/MS クロマトグラムを Fig. 5 に示す．ア

ースノーマットの液体にはテトラデカンが含まれ，こ

こから放散することが分かった 9．No. 2 の住宅も 80 
μg/m3 の比較的高い値を示したが，この住宅では電子

式液体蚊取りを使っていなかった．他の発生源が考え

られる． 
居住者 3 名（P-1，P-2，P-3）の在宅時間がそれぞれ

122，163，126 時間であるので，住宅滞在率はそれぞ

れ 0.7，0.94，0.73 である．この値をテトラデカンの

室内濃度 570 μg/m3 に乗じると，P-1，P-2，P-3 の推定

曝露量は，それぞれ 400 μg/m3，540 μg/m3，540 μg/m3

になり，実測値 230 μg/m3，300 μg/m3，300 μg/m3 より

高い値である．電子式液体蚊取りは一か所に置かれて

いたため居住者が滞在する部屋に曝露濃度は影響さ

れると考えられる． 
 

 
 
 
 

 

 

 

Table 9. Concentrations of tetradecane in indoor air, outdoor air, and 
personal exposure. （μg/m3） 

house I O P-1 P-2 P-3 P-4 P-5 P-6 

No. 1 570 3.2 230 300 100
No. 2 83 10 29 34
No. 3 6.7 1.0 5.9
No. 4 2.1 1.1 3.8 3.6 3.7 3.5 4.2
No. 5 51 16
No. 6 1.7 130 3.3 3.1 2.8 11
No. 7 1.9 0.6 4.7
No. 8 1.9 0.0 16
No. 9 6.0 0.2 6.3 2.9

No. 10 1.6 1.9 2.9 4.8 4.4 1.8
No. 11 1.0 0.4 1.4 1.8 1.3 1.1
No. 12 2.1 0.5 4.6 2.1 3.0
No. 13 3.0 1.7 1.1 2.1
No. 14 3.4 1.3 5.9
No. 15 2.3 0.3 3.8 8.0 3.9
No. 16 1.1 0.8
No. 17 1.7

0.0 2.0 3.1 6.5 3.7 2.1 7.8
No. 18 3.7
No. 19 0.3 0.8 3.5 0.3
No. 20 29 2.6 9.3 12 19 17
No. 21 4.5 1.2 0.2 3.3 0.6
No. 22 0.6 0.4 1.3
No. 23 0.6 0.5
No. 24 0.5 1.9
No. 25 4.6 3.9 1.9 20
No. 26 0.6 1.5 0.8 0.5 3.1 0.4 0.2
No. 27 25 19 23
No. 28 3.2 1.9 3.7 1.7 2.8
No. 29 1.5 6.7 2.3 4.6 6.9
No. 30 7.6 7.3 9.8
No. 31 1.8 0.1 0.2 0.3
No. 32 1.2 0.9 2.8

Table 10. Concentrations of chemical compounds in indoor air, 
outdoor air, and personal exposure.（μg/m3） No. 1 

staying / 
sampling time 168h 168h 122/173h 163/173h 126/173h 

compounds indoor air outdoor 
air P-1 P-2 P-3 

formaldehyde 30 3.2 16 23 17 
acetaldehyde 49 2.0 31 50 30 
propanal 4.6 0.2 2.6 4.4 3.6 
valeraldehyde 1.6 0.8 0.0 1.3 1.9 
hexanal 5.9 0.9 3.1 5.1 5.3 
nonanal 9.8 1.4 5.6 9.8 11
acrolein 0.3 0.0 0.4 0.5 0.4 
acetone 13 0.6 13 16 16 
total carbonyls 130 12 78 120 100 
tetradecane 570 3.2 230 300 100 
toluene 4.5 3.8 3.8 4.5 4.8 
ethylbenzene 1.8 1.2 1.2 1.7 1.3 
ethanol 200 0.6 180 270 160
texanol 2.2 0.0 1.0 1.1 0.5 
ethylacetate 71 1.5 43 60 5.5 
butylacetate 5.0 0.8 2.7 4.2 1.1 
α-pinene 4.1 0.4 2.6 3.4 4.7 
d-limonene 32 0.0 17 25 13 
TXIB 1.4 0.0 0.8 1.1 1.4 
TVOC 960 25 560 530 210
ozone 2.3 21 2.6 2.4 3.7 
acetic acid 36 15 23 25 28
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Fig.5. GC/MS chromatographic profile of VOCS in indoor air of 
house No. 1 (upper panel) and obtained from liquid of Earth No 
matto (lower panel).  
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C.4 特定建築物内化学物質濃度の測定結果 
特定建築物内の化学物質濃度を前述した 4 種

類の拡散サンプラーを用いて分析した．調査は
夏期と冬期に分けて行い，夏期の調査は 2021 年
8 月 20 日～2021 年 9 月 30 日（S，111 施設），冬
期の調査は， 2022 年 1 月 20 日～2022 年 2 月 14
日（Ｗ２，75 施設）の計 186 施設で実施した．
なお，捕集時間は就業時間を基本とし８時間程
度である． 

それぞれの期間におけるカルボニル化合物濃
度，VOC，無機成分の平均値，パーセンタイル値
（50%ile, 95%ile, 100%ile）を Table 11 に示す． 
C.4.1 特異に高濃度を示した物質 

エタノール 
エタノール濃度の平均値は，夏期（S）1100 

μg/m3，冬期（W2）9200 μg/m3 であり，全物質を
通して最も高い値を示した．  

国立医薬品食品衛生研究所（国衛研，NIHS）
が 2001 年，2002 年，2003 年に実施した一般住
宅における冬期を中心とした全国調査 10 による
と，エタノール濃度平均値はそれぞれ 1600 μg/m3，
890 μg/m3， 490 μg/m3 であった．また最大濃度も，
それぞれ 15000 μg/m3，19000 μg/m3，4900 μg/m3

を示し，最も濃度が高い物質である．今回調査し
た特定建築物においても一般住宅同様最も濃度
が高い物質である．木材とエタノールが接触す
ることでアセトアルデヒドが生成することが報
告 8 されているので注意が必要である． 

2,2,4,6,6-ペンタメチルヘプタン（パーメチル
99） 

当初，夏期（S）の一施設でデカンが 20000 μg/m3

と定量された．しかし，GC/MS のスペクトルを
精査すると，デカンではなく 2,2,4,6,6-ペンタメ
チルヘプタン（イソドデカン）であることが明ら
かになった．標準溶液にこの物質が含まれてい
なかったため正確な定量はできないが，ドデカ
ンの異性体であり同じ分子式，分子量であるこ
とを考慮すると 20000 μg/m3に近い濃度であるこ
とが示唆される．イソドデカンを TVOC に含め
ると 20000 μg/m3 以上になり，ガイドライン値を
大幅に超過することになる． 
C.4.2 室内濃度指針値，環境基準値 

厚生労働省が室内濃度指針値を策定している
物質として，ホルムアルデヒド（FA），アセトア
ルデヒド（AA），トルエン（TL），キシレン（XY），
エチルベンゼン（EB），スチレン（ST），パラジ
クロロベンゼン（PDB），テトラデカン（TD），総
揮発性有機化合物（TVOC），環境省が環境基準
値を策定している物質として，ベンゼン，トリク
ロロエチレン，テトラクロロエチレン，オキシダ
ント（オゾン），二酸化窒素，環境省が悪臭防止
法に基づき規制基準を策定している物質として，

アンモニア（NH3）の濃度を夏期，冬期それぞれ
Table 12～14 に示す．それぞれの物質の指針値，
基準値は以下の通りである． 
ホルムアルデヒド 100 μg/m3 
アセトアルデヒド 48 μg/m3 
トルエン 260 μg/m3 
キシレン 200 μg/m3 
エチルベンゼン 3800 μg/m3 
スチレン 220 μg/m3 
パラジクロロベンゼン 240 μg/m3 
テトラデカン 330 μg/m3 
総揮発性有機化合物 TVOC 400 μg/m3  
2-エチル-1-ヘキサノール （案）130 μg/m3 
テキサノール （案）240 μg/m3 
ベンゼン 3 μg/m3 
トリクロロエチレン 130 μg/m3 
テトラクロロエチレン 200 μg/m3 
オキシダント（オゾン） （60 ppb）120 μg/m3 
二酸化窒素 （40 ppb）77 μg/m3 
アンモニア（NH3） （1000 ppb）709 μg/m3 

これらの物質の中で厚生労働省の室内濃度指
針値を超過した物質は全 186 施設の中で，アセ
トアルデヒドが 3 施設（48, 55, 62 μg/m3）であっ
た． 
C.4.3 一般住宅との比較 
 NIHS は 2001 年～2003 年に一般住宅における
冬期を中心とした全国調査 10 を行っている．ま
た，国立保健医療科学院（NIPH）では 2012 年～
2014 年の夏期と冬期に日本全国 602 戸の一般住
宅で化学物質濃度の調査を行っている 7, 11．今回
行った特定建築物とこれら全国調査との比較を
Table 7 に示す．全体的に，一般住宅より特定建
築物の方が化学物質濃度が低いことが分かった． 

オゾンは外気濃度が圧倒的に高く，屋内に流
入したオゾンは急激に分解するため，屋内のオ
ゾン濃度は換気の指標になる 7．特定建築物のオ
ゾン濃度（夏期 14μg/m3 冬期 8.2μg/m3）が一般住
宅（夏期 10μg/m3 冬期 1.7μg/m3）より高いことは，
換気が多く行われていたことを表している．そ
のため化学物質濃度が低くなったことが推測さ
れる． 

D. 結論 
本研究では特定建築物 186施設内のガス状化学

物質濃度を夏期と冬期に分けて測定し，汚染物質
の実態を明らかにした．調査に使用した拡散サン
プラーは電源を必要とせず騒音を発生しないの
で就業時間におけるオフィス環境の測定に適し
ていた． 

ガス状化学物質の室内濃度と滞在時間から個
人曝露量を推定することは困難であった．また，
同一住宅に居住していても個人曝露濃度は異な
ることも明らかになった．個人曝露量を正確に
知り，人へのリスク評価を行うためには本研究
で開発したパーソナルサンプラーが極めて有効
である．  
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Table 11. Concentrations of chemical compounds in the office buildings. （μg/m3） 

compounds 

Summer（S, n = 111） 
Aug. 2021 to Sep. 2021 

Winter（W2, n = 75） 
Jan. 2022 to Feb. 2022 

mean 50%ile 95%ile 100%ile mean 50%ile 90%ile 100%ile 

formaldehyde 13 12 25 60 6.9 6.3 12 21
acetaldehyde 11 8.0 30 62 8.0 6.6 22 27
propanal 2.1 n.d. 7.4 23 0.7 n.d. 4.0 12
valeraldehyde n.d. n.d. n.d. 3.9 n.d. n.d. n.d. n.d.

i-valeraldehyde n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d.

hexanal 0.3 n.d. n.d. 15 n.d. n.d. n.d. n.d.

heptanal n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d.

octanal n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d.

nonanal 0.7 n.d. n.d. 38 0.2 n.d. n.d. 15
decanal 0.2 n.d. n.d. 19 n.d. n.d. n.d. n.d.

acrolein n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d.

crotonaldehyae 0.2 n.d. n.d. 6.2 n.d. n.d. n.d. 1.8
2-nonenal n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d.

benzaldehyde n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d.

o-tolualdehyde n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d.

p-tolualdehyde n.d. n.d. n.d. 4.1 n.d. n.d. n.d. 2.2
2,5-DMBA n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d.

acetone 12 9.7 23 66 13 11 23 60
2-butanone n.d. n.d. n.d. 2.6 n.d. n.d. n.d. n.d.

MIBK 0.2 n.d. 0.6 1.6 n.d. n.d. n.d. 1.2
total carbonyls 40 33 66 240 29 26 53 85
hexane 5.2 2.7 11 200 5.0 4.2 12 29
cyclohexane 1.3 n.d. 4.5 66 2.6 0.7 5.3 61
heptane 0.5 n.d. 2.9 12 1.9 0.4 2.3 99
octane 1.0 n.d. 3.5 8.8 0.8 0.6 2.2 6.2
nonane 0.6 n.d. 2.0 39 1.0 0.5 2.7 29
decane 15 14 29 35 13 9.6 28 84
undecane 1.2 0.6 3.7 32 1.4 0.7 6.4 20
dodecane 5.4 3.5 16 78 7.7 6.3 14 57
tridecane 4.5 1.8 7.1 140 2.6 2.3 5.2 12
tetradecane 9.4 6.5 20 110 11 10 20 28
pentadecane 0.1 n.d. 0.6 3.6 0.3 0.3 0.7 1.8
hexadecane 0.4 n.d. 2.0 4.5 1.0 1.0 1.8 3.5
benzene 1.6 1.2 3.0 5.0 0.9 0.8 1.8 3.1
toluene 8.7 5.9 19 130 5.5 4.5 12 21
ethylbenzene 1.9 1.6 5.6 11 1.2 0.9 3.4 4.8
o-xylene 0.6 0.4 2.3 5.5 0.6 0.4 1.2 5.4
m,p-xylene 1.9 1.5 5.3 12 1.4 1.0 3.2 10
1,3,5-TMB 0.3 n.d. 1.6 3.8 0.3 0.2 0.8 2.4
1,2,4-TMB 1.2 0.6 4.4 15 1.2 0.8 3.6 9.9
1,2,3-TMB 0.2 n.d. 0.8 8.9 0.3 0.2 0.8 2.5
1,2,4,5-TMB 0.1 n.d. n.d. 15 0.1 n.d. 0.3 1.4
styrene n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. 0.1 1.1
p-DCB 0.9 0.6 2.2 14 0.9 0.5 3.7 4.8
trichloromethane 0.7 n.d. 1.5 41 0.4 0.4 0.7 0.9
tetrachloromethane n.d. n.d. n.d. 2.2 0.2 n.d. 0.8 1.1
dibromochloromethane n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d.

1,2-dichloroethane n.d. n.d. n.d. 1.8 n.d. n.d. n.d. 2.3
1,1,1-TCE n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d.

trichloroethylene 0.2 n.d. 1.7 2.9 0.8 n.d. 1.0 44
tetrachloroethylene n.d. n.d. n.d. 3.3 0.1 n.d. 0.5 0.8
ethanol 1100 540 3200 18000 3000 2600 7000 9200
2-ethyl-1-hexanol 4.3 1.9 20 33 0.6 n.d. 3.2 4.7
texanol 3.0 2.9 7.2 14 2.5 1.9 4.1 22
ethylacetate 5.1 3.5 13 46 3.9 2.6 9.2 27
butylacetate 0.6 n.d. 2.7 12 1.7 1.4 3.1 5.9
2,2,4-TMP n.d. n.d. n.d. 3.1 n.d. n.d. 0.1 1.3
α-pinene n.d. n.d. n.d. 1.5 0.2 0.2 0.6 1.0
d-limonene 1.7 n.d. 3.4 94 8.6 2.2 14 390
TVOC 160 130 370 730 140 120 260 680
ozone 14 11 24 48 8.2 7.8 12 20
formic acid 20 20 30 49 13 12 22 27
acetic acid 89 89 140 250 39 32 79 93
hydrogen chloride 8.7 5.5 14 90 18 16 30 59
nitrogen dioxide 15 14 25 64 15 12 26 110
total acidic gases 130 130 240 450 85 72 180 290
ammonia 12 12 17 24 3.6 3.2 6.1 7.8
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Table 12. Concentrations of chemical compounds for which guideline or standard values are specified. （S, μg/m3） 

name FA AA TD TL EB XY ST PDC EH TX TVOC BZ TrCE TeCE O3 NO2 NH3 

S-1 16 7.4 4.3 6.9 0.9 1.2 n.d. 0.7 3.6 3.0 49 2.3 n.d. n.d. 13 5.5 8.3 
S-2 13 19 2.6 14 2.1 2.5 n.d. 1.0 29 2.3 97 3.5 n.d. n.d. 8.9 20 11 
S-3 16 26 9.3 12 5.4 6.8 n.d. 1.3 33 4.1 110 3.0 n.d. n.d. 7.9 7.4 23 
S-4 24 11 4.1 16 1.5 2.2 n.d. 0.5 4.8 3.1 94 2.3 1.7 n.d. 8.2 9.8 13 
S-5 7.1 8.0 6.5 8.5 2.4 3.1 n.d. 2.2 5.3 6.0 56 2.5 n.d. n.d. 9.1 15 15 
S-6 12 10 3.9 21 2.1 2.7 n.d. 1.9 3.1 2.4 71 2.9 1.0 n.d. 19 16 14 
S-7 6.5 12 6.8 5.1 1.3 1.3 n.d. 1.5 9.0 1.7 44 2.2 n.d. n.d. 11 13 12 
S-8 13 5.2 2.4 2.7 1.1 1.7 n.d. n.d. 4.8 6.6 38 2.3 n.d. n.d. 8.3 4.7 16 
S-9 11 8.3 1.7 4.7 1.9 2.1 n.d. 1.3 2.9 1.8 39 3.1 n.d. n.d. 19 18 11 
S-10 13 48 3.7 9.5 2.6 3.7 n.d. 1.6 9.5 1.3 99 3.1 n.d. n.d. 5.6 17 14 
S-11 9.9 19 2.6 9.9 2.4 3.1 n.d. 1.2 12 1.6 72 3.3 n.d. n.d. 6.2 13 13 
S-12 9.4 7.1 4.1 6.5 2.7 2.7 n.d. 0.8 1.1 4.2 51 1.9 n.d. 3.3 5.1 37 12 
S-13 33 17 10 10 3.9 4.5 n.d. 1.6 22 4.4 100 2.0 n.d. n.d. 6.1 8.8 21 
S-14 11 5.4 2.8 7.1 1.3 2.7 n.d. n.d. 2.4 4.1 40 2.2 n.d. n.d. 7.5 14 9.4 
S-15 21 7.2 1.8 4.9 1.8 3.0 n.d. 1.1 1.5 0.8 47 1.8 n.d. n.d. 7.9 27 14 
S-16 5.2 20 4.4 6.0 1.7 2.5 n.d. 0.6 1.8 3.2 44 2.9 n.d. n.d. 6.1 27 10 
S-17 11 13 n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. 30 2.2 n.d. n.d. 8.7 14 12 
S-18 13 4.7 5.1 4.8 1.2 1.6 n.d. 1.5 3.5 2.9 38 1.9 n.d. n.d. 8.8 64 18 
S-19 10 7.7 1.0 7.2 2.5 2.9 n.d. 0.3 3.1 14 51 1.7 n.d. n.d. 4.3 7.8 11 
S-20 16 6.4 4.1 5.0 0.7 1.3 n.d. n.d. 20 3.8 56 1.7 n.d. n.d. 7.7 5.4 12 
S-21 12 7.5 3.1 4.2 1.0 .01.1 n.d. n.d. 1.6 0.9 31 2.2 n.d. n.d. 8.7 26 13 
S-22 48 55 5.2 14 3.2 3.4 n.d. 0.8 6.2 4.5 200 2.5 n.d. n.d. 7.1 16 15 
S-23 13 4.0 3.5 7.3 1.3 4.0 n.d. 0.4 2.7 1.5 37 1.9 n.d. n.d. 5.3 4.2 10 
S-24 11 6.6 2.2 9.1 11 15 n.d. 1.8 8.7 5.2 81 2.0 n.d. n.d. 10 17 12 
S-25 11 8.4 3.2 3.8 0.7 1.7 n.d. 1.2 2.5 1.4 35 2.2 n.d. n.d. 11 9.2 12 
S-26 14 9.3 5.2 19 5.2 10 n.d. 0.8 1.9 3.0 69 2.4 n.d. n.d. 8.0 14 17 
S-27 13 7.6 4.9 3.4 0.7 1.1 n.d. 0.4 2.2 1.7 33 1.1 n.d. n.d. 8.7 8.4 12 
S-28 13 7.6 2.2 5.9 2.2 2.8 n.d. 1.7 2.3 2.6 49 1.7 n.d. n.d. 16 13 14 
S-29 7.5 5.8 5.9 4.2 0.7 1.3 n.d. 0.6 8.8 5.1 39 2.0 n.d. n.d. 4.2 18 7.5 
S-30 11 6.2 16 2.2 4.8 8.7 n.d. n.d. 2.2 1.9 39 1.5 n.d. n.d. 6.2 9.9 11 
S-31 13 7.6 3.4 4.3 1.4 2.5 n.d. 0.9 6.8 2.1 43 2.2 n.d. n.d. 9.1 11 17 
S-32 7.4 4.9 2.2 4.4 1.6 1.9 n.d. 1.2 0.5 1.2 29 1.6 n.d. n.d. 14 25 12 
S-33 16 6.6 3.2 6.1 2.5 4.5 n.d. 0.8 2.4 4.6 49 2.2 n.d. n.d. 8.6 8.5 14 
S-34 16 9.1 2.8 7.6 1.5 3.7 n.d. 0.3 4.7 1.4 48 2.3 n.d. n.d. 9.6 14 14 
S-35 16 17 2.1 8.2 1.3 1.8 n.d. 1.3 7.0 3.0 73 1.7 n.d. n.d. 8.0 13 13 
S-36 19 5.6 4.2 7.1 1.3 1.6 n.d. 1.2 4.1 3.2 140 1.8 n.d. n.d. 11 4.1 15 
S-37 17 19 4.6 6.5 2.1 2.9 n.d. 0.9 14 1.3 69 2.4 n.d. n.d. 18 20 11 
S-38 12 9.3 4.9 7.1 1.0 1.5 n.d. 2.1 2.6 3.0 42 1.9 n.d. n.d. 6.5 23 15 
S-39 12 3.4 2.1 5.0 1.6 1.8 n.d. 0.9 3.0 1.0 34 2.0 n.d. n.d. 48 9.0 15 
S-40 7.4 8.2 4.2 6.3 2.5 4.4 n.d. n.d. 4.4 4.3 43 1.9 n.d. n.d. 10 3.4 16 
S-41 7.6 7.1 4.8 4.5 0.9 1.3 n.d. 0.7 3.7 0.4 29 1.0 n.d. n.d. 11 9.2  

S-42 18 8.6 2.1 6.7 1.3 1.6 n.d. 0.8 14 2.9 68 2.1 0.5 n.d. 23 6.3 15 
S-43 8.2 4.0 0.9 2.6 0.9 1.6 n.d. n.d. 1.9 6.6 31 2.3 n.d. n.d. 13 21 8.4 
S-44 15 14 6.7 4.1 1.6 2.6 n.d. n.d. 4.3 4.1 53 2.3 n.d. n.d. 11 14 11 
S-45 9.9 4.9 19 4.6 2.0 8.6 n.d. n.d. 3.0 12 45 0.8 n.d. n.d. 25 7.2 8.6 
S-46 9 10 14 5.3 n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. 4.3 38 1.1 n.d. n.d. 10 6.6 8.3 
S-47 10 9.8 13 8.1 n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. 36 1.6 n.d. n.d. 23 21 10 
S-48 6.5 3.9 17 2.6 n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. 16 1.1 n.d. n.d. 46 17 8.8 
S-49 14 13 12 5.7 n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. 5.0 43 1.3 n.d. n.d. 10 11 8.5 
S-50 12 9.1 6.5 8.2 4.6 3.2 n.d. 0.7 n.d. n.d. 43 0.8 n.d. n.d. 12 21 6.3 
S-51 8.2 9.5 14 5.1 1.0 n.d. n.d. n.d. n.d. 5.8 44 0.8 n.d. n.d. 11 10 6.2 
S-52 4.6 8.1 14 2.8 n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. 16 0.8 n.d. n.d. 15 9.7 21 
S-53 12 9.1 12 1.5 n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. 7.1 33 1.0 n.d. n.d. 17 7.4 8.5 
S-54 5.9 4.8 11 1.1 n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. 14 1.1 n.d. n.d. 9.7 7.6 5.5 
S-55 13 8.8 5.3 4.4 1.4 1.0 n.d. n.d. n.d. n.d. 31 0.4 n.d. n.d. 13 8.3 3.8 
S-56 7.7 6.6 15 12 1.9 1.8 n.d. n.d. n.d. n.d. 37 0.6 n.d. n.d. 6.6 18 9.5 
S-57 13 6.6 10 5.3 1.6 2.5 n.d. n.d. n.d. n.d. 34 1.0 n.d. n.d. 26 15 16 
S-58 25 20 9.1 6.4 2.1 2.2 n.d. n.d. n.d. 5.3 71 0.9 n.d. n.d. 13 21 18 
S-59 18 31 23 3.5 n.d. n.d. n.d. 0.6 10 n.d. 74 0.9 n.d. n.d. 12 9.0 13 
S-60 14 6.0 14 2.9 0.8 0.4 n.d. n.d. n.d. n.d. 27 1.0 n.d. n.d. 12 10 10 
S-61 8.5 5.8 13 6.3 1.9 2.5 n.d. 0.8 n.d. n.d. 30 0.9 n.d. n.d. 24 18 11 
S-62 12 12 16 4.5 2.6 2.3 n.d. n.d. n.d. 5.5 42 0.7 n.d. n.d. 4.6 17 14 
S-63 11 28 17 6.8 2.3 2.3 n.d. n.d. n.d. 5.5 63 1.2 n.d. n.d. 9.4 11 8.0 
S-64 9.3 12 13 4.9 2.4 5.1 n.d. n.d. n.d. 3.3 40 0.7 n.d. n.d. 6.8 4.1 11 
S-65 5.5 3.4 13 4.5 n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. 3.8 23 0.8 n.d. n.d. 28 15 6.6 
S-66 58 44 24 8.9 3.7 5.2 n.d. n.d. 11 7.1 140 1.1 n.d. n.d. 12 31 24 
S-67 13 12 8.6 2.6 2.0 n.d. n.d. n.d. n.d. 4.0 35 0.8 n.d. n.d. 7.8 10 7.5 
S-68 8.9 7.0 14 2.0 n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. 4.4 24 0.8 n.d. n.d. 12 6.0 7.9 
S-69 8.4 6.5 21 2.6 n.d. n.d. n.d. 1.1 n.d. 4.1 27 0.9 n.d. n.d. 17 28 8.7 
S-70 13 6.1 16 6.5 n.d. 0.9 n.d. 1.1 17 n.d. 55 1.0 n.d. n.d. 14 31 12 
S-71 9.1 10 12 7.3 1.3 2.1 n.d. 0.7 n.d. n.d. 37 0.6 n.d. n.d. 7.9 19 8.7 
S-72 14 9.4 15 2.0 n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. 27 0.8 n.d. n.d. 12 6.8 n.d. 
S-73 14 9.3 16 10 n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. 2.7 40 1.0 n.d. n.d. 10 7.9 13 
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name FA AA TD TL EB XY ST PDC EH TX TVOC BZ TrCE TeCE O3 NO2 NH3 

S-74 8.0 9.7 21 19 n.d. n.d. n.d. 0.9 n.d. 3.8 51 1.0 n.d. n.d. 14 13 13 
S-75 8.8 8.0 13 3.8 n.d. n.d. n.d. 1.0 n.d. n.d. 24 0.9 n.d. n.d. 22 21 12 
S-76 14 6.3 9.4 5.4 n.d. n.d. n.d. 2.2 n.d. n.d. 36 0.8 n.d. n.d. 38 16 13 
S-77 14 6.3 6.2 4.6 2.0 n.d. n.d. 0.5 n.d. 3.2 38 0.8 n.d. n.d. 45 14 10 
S-78 14 6.7 5.4 4.5 1.3 n.d. n.d. 0.4 n.d. n.d. 35 0.8 n.d. n.d. 40 14 14 
S-79 13 14 26 10 2.2 2.3 n.d. 2.1 1.8 3.7 65 3.1 0.7 n.d. 48 19 15 
S-80 12 6.4 6.4 6.0 1.1 1.3 n.d. 0.9 3.9 3.4 39 2.0 n.d. n.d. 14 7.6 9.1 
S-81 18 16 6.4 9.5 3.2 2.5 n.d. 0.7 2.3 2.4 61 1.5 n.d. n.d. 13 20 11 
S-82 18 26 110 6.1 1.8 1.8 n.d. 5.1 4.2 2.1 77 2.9 n.d. n.d. 17 11 19 
S-83 9.3 3.8 3.1 4.2 1.1 1.9 n.d. n.d. n.d. 3.1 30 2.4 n.d. n.d. 22 14 12 
S-84 60 62 10 72 5.6 7.0 n.d. 14 28 7.3 340 5.0 2.0 n.d. 15 46 23 
S-85 17 12 4.4 7.9 2.0 2.4 n.d. 8.2 3.1 2.5 78 2.5 1.0 n.d. 14 18 15 
S-86 25 8.5 3.2 4.1 7.3 7.8 n.d. 2.0 6.8 5.3 70 1.9 n.d. n.d. 7 8.6 15 
S-87 21 13 3.6 9.2 2.8 3.3 n.d. 1.6 3.9 2.3 72 2.6 n.d. n.d. 16 24 20 
S-88 17 17 8.0 130 5.7 11 n.d. 0.8 12 5.9 270 2.2 n.d. n.d. 5.3 9.2 11 
S-89 9.8 4.3 15 5.0 1.8 1.7 n.d. 1.5 9.2 n.d. 39 0.8 n.d. n.d. 11 27 14 
S-90 6.6 7.6 8.7 7.8 3.6 3.4 n.d. n.d. n.d. 10 45 0.9 n.d. n.d. 13 10 12 
S-91 5.6 4.1 5.2 3.8 1.4 1.2 n.d. n.d. n.d. 8.4 30 0.7 n.d. n.d. 6.9 5.5 9.1 
S-92 7.0 5.2 9.4 2.5 1.1 1.2 n.d. 1.0 n.d. 13 45 0.8 n.d. n.d. 12 9.9 14 
S-93 11 36 5.5 7.9 2.9 2.6 n.d. 0.9 n.d. n.d. 68 1.0 n.d. n.d. 13 13 16 
S-94 11 14 13 7.8 2.4 2.0 n.d. 0.3 n.d. 4.3 53 0.9 n.d. n.d. 14 15 9.5 
S-95 10 8.1 5.9 16 8.0 5.7 n.d. 1.3 n.d. n.d. 62 0.9 n.d. n.d. 15 21 6.9 
S-96 9.9 3.8 13 3.5 1.1 0.9 n.d. n.d. n.d. n.d. 23 0.5 n.d. n.d. 18 16 7.7 
S-97 6.4 5.2 14 3.6 1.7 1.7 n.d. 0.7 5.2 n.d. 33 0.9 n.d. n.d. 24 9.1 9.1 
S-98 8.7 6.6 7.5 5.7 1.2 1.4 n.d. 0.5 n.d. 2.8 36 1.0 n.d. n.d. 22 18 14 
S-99 12 5.8 9.6 2.7 n.d. n.d. n.d. n.d. 11 n.d. 37 0.8 n.d. n.d. 24 7.3 6.3 
S-100 6.1 2.1 12 7.5 n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. 3.7 22 0.8 n.d. n.d. 35 11 8.6 
S-101 6.0 3.0 5.1 57 4.6 4.3 n.d. n.d. n.d. 4.0 100 0.6 1.7 n.d. 8.4 23 12 
S-102 8.0 13 7.7 27 6.9 4.7 n.d. n.d. n.d. 2.3 83 1.2 2.9 n.d. 11 32 8.7 
S-103 8.0 4.6 5.3 3.4 0.9 0.7 n.d. n.d. n.d. 5.1 34 0.6 n.d. n.d. 5.2 19 6.5 
S-104 2.4 2.1 8.2 1.4 n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. 2.9 21 0.9 n.d. n.d. 18 9.2 9.0 
S-105 3.9 5.2 14 6.6 6.2 6.0 n.d. 2.6 n.d. 3.7 84 0.8 2.7 n.d. 13 24 9.4 
S-106 8.7 5.8 7.6 5.4 1.5 2.2 n.d. n.d. 22 2.5 57 1.9 n.d. n.d. 6.4 8.8 6.2 
S-107 8.5 5.9 5.2 4.9 1.7 1.6 n.d. n.d. 16 1.6 50 1.0 2.4 n.d. 11 14 6.3 
S-108 6.6 4.7 7.1 5.8 1.7 1.8 n.d. n.d. 21 1.9 53 0.9 1.9 n.d. 14 14 6.9 
S-109 10 5.9 15 7.2 n.d. n.d. n.d. 0.7 n.d. n.d. 30 0.8 n.d. n.d. 11 15 4.9 
S-110 16 19 4.6 8.9 1.6 3.5 n.d. 0.4 0.7 1.1 57 0.3 n.d. n.d. 9.2 9.9 5.3 
S-111 12 12 19 11 5.1 17 n.d. 3.4 6.5 6.1 93 0.3 n.d. n.d. 9.1 5.7 17 
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Table 13. Concentrations of chemical compounds for which guideline or standard values are specified 

name FA AA TD TL EB XY ST PDC EH TX TVOC BZ TrCE TeCE O3 NO2 NH3 

W2-1 5.9 4.5 6.9 2.4 0.3 0.6 n.d. 0.5 0.9 2.0 87 0.4 n.d. n.d. 15 n.d. 2.7
W2-2 5.1 6.3 1.6 7.2 1.9 2.4 n.d. 1.4 n.d. 1.6 91 0.9 0.5 n.d. 6.2 7.3 1.9
W2-3 3.8 6.3 2.4 1.6 0.3 0.9 n.d. 0.3 0.7 1.9 59 0.5 n.d. n.d. 4.6 22 2.5
W2-4 7.4 5.1 15 4.9 0.4 1.0 n.d. 0.5 0.8 2.3 200 0.8 44 n.d. 9.0 11 3.9
W2-5 11 7.3 15 2.9 0.7 1.0 n.d. 0.3 n.d. 1.7 120 0.7 0.3 n.d. 13 14 2.7
W2-6 5.8 27 11 7.0 1.3 2.8 n.d. 4.1 n.d. 2.2 260 1.7 0.6 n.d. 3.4 20 5.8
W2-7 3.5 7.0 13 7.6 2.5 2.6 n.d. 0.4 0.2 1.9 130 1.0 0.7 n.d. 6.3 24 3.4
W2-8 11 23 8.2 9.1 2.1 2.6 n.d. 4.0 3.4 1.5 190 1.1 1.0 0.5 7.8 16 5.8
W2-9 3.5 3.8 11 2.5 0.4 0.8 n.d. 0.3 n.d. 1.6 67 0.8 n.d. n.d. 12 4.5 2.3
W2-10 14 12 2.9 5.4 4.8 5.0 n.d. 1.3 3.2 1.8 170 0.8 n.d. n.d. 4.7 3.0 6.3
W2-11 6.6 13 13 8.2 1.7 2.3 n.d. 1.3 n.d. 1.0 150 1.3 1.0 n.d. 3.7 23 n.d.

W2-12 5.6 6.5 n.d. 6.6 0.9 1.3 n.d. 0.2 n.d. 2.3 71 0.7 0.5 n.d. 4.4 10 0.9
W2-13 9.6 16 11 3.4 0.7 1.5 n.d. 0.2 n.d. 3.1 170 0.2 n.d. n.d. 5.4 14 3.6
W2-14 6.5 4.2 5.6 2.9 0.6 2.1 n.d. 0.4 n.d. 1.9 67 1.2 n.d. n.d. 5.2 40 2.1
W2-15 7.0 23 8.2 3.6 0.4 0.8 n.d. 1.2 n.d. 1.6 120 0.7 n.d. n.d. 13 14 3.7
W2-16 8.4 8.5 14 2.0 0.7 1.5 n.d. 0.4 n.d. 2.5 110 0.6 n.d. n.d. 11 8.9 3.2
W2-17 3.9 4.7 9.0 2.4 0.7 1.0 n.d. 0.5 n.d. 1.3 82 0.6 0.7 n.d. 9.3 7.9 2.2
W2-18 7.1 11 9.4 2.6 0.5 0.7 n.d. 0.5 3.6 1.2 110 0.7 n.d. n.d. 11 11 4.8
W2-19 4.3 4.9 9.9 2.9 0.8 0.8 n.d. 1.6 n.d. 1.3 71 0.5 n.d. n.d. 16 11 4.1
W2-20 10 9.7 7.4 9.6 1.8 4.9 n.d. 0.3 0.8 2.1 170 1.0 n.d. n.d. 3.9 32 6.4
W2-21 11 6.8 22 3.2 1.3 1.5 n.d. 0.2 n.d. 1.9 150 0.9 n.d. n.d. 8.1 5.3 5.1
W2-22 7.6 7.0 13 9.9 1.3 1.7 n.d. 1.3 n.d. 2.5 130 1.2 1.6 n.d. 9.1 23 5.3
W2-23 5.2 4.4 1.2 3.6 0.9 1.3 n.d. 0.4 n.d. 1.4 84 0.9 n.d. n.d. 9.0 17 2.1
W2-24 13 10 18 10 2.1 2.5 n.d. 0.5 n.d. 2.9 680 1.2 n.d. n.d. 7.8 4.7 3.0
W2-25 6.1 5.8 2.0 6.8 1.4 1.9 n.d. 0.5 n.d. 22 160 0.9 0.5 n.d. 9.5 18 4.2
W2-26 6.7 4.1 9.4 2.4 0.4 0.9 n.d. 0.5 n.d. 1.2 81 1.0 0.3 n.d. 7.7 14 1.8
W2-27 5.7 11 7.0 2.5 0.4 0.6 n.d. n.d. 0.8 1.6 87 0.9 n.d. n.d. 7.1 1.0 2.0
W2-28 7.0 9.8 7.4 20 3.1 4.1 n.d. 1.7 0.7 2.0 260 1.8 0.9 n.d. 6.0 27 2.2
W2-29 9.0 6.3 2.1 12 3.3 4.5 0.7 1.9 0.5 2.2 110 1.2 n.d. n.d. 6.6 2.8 2.9
W2-30 8.0 8.3 15 6.7 1.0 1.2 n.d. 4.4 2.0 1.9 130 0.8 0.5 n.d. 7.6 19 5.9
W2-31 6.6 3.9 18 5.8 1.4 2.5 n.d. 0.7 n.d. 1.8 140 0.9 0.3 0.4 7.2 23 3.0
W2-32 4.0 4.2 5.7 2.9 0.5 0.7 n.d. 0.1 n.d. 0.6 70 0.8 n.d. 0.3 13 6.8 1.8
W2-33 8.6 9.1 13 11 4.4 4.2 n.d. 1.4 0.8 2.3 180 2.9 n.d. n.d. 9.7 42 6.0
W2-34 8.2 9.8 4.5 1.2 0.3 0.6 n.d. 0.3 n.d. 1.5 97 0.6 n.d. n.d. 8.8 4.5 4.3
W2-35 6.3 4.6 12 3.3 0.7 0.9 n.d. 0.4 n.d. 1.1 88 1.0 n.d. n.d. 9.4 5.1 1.3
W2-36 8.3 11 7.3 2.0 0.6 1.2 n.d. 2.6 0.5 2.0 130 0.5 n.d. n.d. 8.6 7.5 6.1
W2-37 9.9 21 3.5 6.6 2.7 3.6 n.d. 1.9 2.2 2.1 160 1.4 0.5 n.d. 6.0 14 6.9
W2-38 6.2 5.1 3.2 7.1 1.8 2.5 n.d. 0.6 n.d. 1.0 88 1.4 n.d. n.d. 11 19 2.9
W2-39 7.3 7.3 14 3.7 0.5 1.8 n.d. 2.1 n.d. 1.3 120 1.1 n.d. n.d. 6.0 4.3 2.7
W2-40 4.2 4.7 9.3 1.9 0.4 0.9 n.d. 1.8 n.d. 1.4 150 1.0 n.d. n.d. 11 4.2 2.1
W2-41 8.6 6.4 6.8 4.5 0.7 1.0 n.d. 1.4 0.6 2.1 100 0.7 n.d. n.d. 9.7 8.9 6.1
W2-42 5.2 5.5 9.2 2.2 0.8 1.2 n.d. 0.4 n.d. 1.3 82 0.9 n.d. n.d. 8.0 14 4.0
W2-43 8.6 4.9 15 1.0 0.3 0.9 n.d. n.d. n.d. 8.7 110 0.5 n.d. n.d. 13 6.8 3.6
W2-44 2.6 3.9 20 3.6 0.7 1.1 n.d. 0.2 0.8 2.5 100 n.d. n.d. n.d. 7.5 11 1.5
W2-45 8.7 19 17 8.6 1.7 2.5 1.1 2.2 n.d. 2.7 240 1.8 n.d. 0.3 6.9 13 7.8
W2-46 2.5 1.9 8.4 7.7 1.4 1.3 n.d. 4.8 0.7 1.1 88 0.7 n.d. n.d. 9.5 13 2.6
W2-47 5.7 8.6 9.4 6.9 3.5 3.3 n.d. 0.6 0.9 19 180 0.2 0.4 n.d. 4.9 24 3.7
W2-48 5.0 7.5 19 5.5 1.1 1.5 n.d. 2.1 1.7 3.1 160 0.5 0.5 n.d. 7.6 14 4.7
W2-49 4.2 7.1 13 11 3.4 4.1 n.d. 0.6 3.7 2.6 130 1.1 1.3 n.d. 7.1 32 2.3
W2-50 4.0 3.8 12 1.4 0.4 0.7 n.d. 0.6 n.d. 2.0 120 0.3 n.d. 0.8 9.4 9.1 3.3
W2-51 7.4 6.8 11 4.4 3.2 15 0.1 n.d. 2.4 1.7 260 1.3 n.d. n.d. 9.3 18 2.8
W2-52 21 22 11 21 0.9 1.9 n.d. 0.6 n.d. 4.8 380 3.1 n.d. n.d. 4.2 23 6.1
W2-53 4.1 4.0 8.7 4.6 0.7 1.0 n.d. 0.8 2.3 2.9 70 0.2 n.d. n.d. 10 8.9 2.1
W2-54 4.6 4.4 9.8 4.6 1.1 1.5 n.d. 0.5 2.1 2.9 76 0.8 0.8 n.d. 7.0 20 2.6
W2-55 7.0 9.2 10 5.9 1.0 1.7 n.d. 1.2 1.0 1.4 110 0.7 0.6 n.d. 4.7 12 2.9
W2-56 7.9 7.8 20 3.3 1.1 1.5 n.d. 0.4 0.7 2.0 130 0.3 n.d. n.d. 7.2 29 4.5
W2-57 4.1 6.2 15 2.6 0.6 0.8 n.d. 3.6 n.d. 1.8 100 n.d. n.d. n.d. 8.8 5.6 3.8
W2-58 5.9 6.0 9.8 3.3 0.5 0.8 n.d. 0.2 n.d. 1.5 120 1.8 n.d. n.d. 9.6 12 3.5
W2-59 19 11 13 8.0 2.7 5.4 0.3 0.3 0.9 2.6 270 2.1 0.8 n.d. 4.9 110 2.4
W2-60 5.9 8.9 14 6.7 2.0 2.1 n.d. 0.4 n.d. 2.7 140 0.6 0.5 n.d. 9.6 18 6.6
W2-61 6.3 4.7 14 2.3 0.8 1.2 n.d. 0.2 n.d. 2.2 110 0.4 n.d. n.d. 6.4 5.6 2.6
W2-62 3.7 3.5 9.2 3.3 0.7 1.3 n.d. 0.7 n.d. 2.7 97 0.9 n.d. n.d. 3.3 6.4 2.8
W2-63 6.3 6.6 9.3 12 2.1 2.6 n.d. 0.5 n.d. 2.5 150 0.7 0.4 n.d. 3.8 21 3.6
W2-64 6.2 5.5 13 4.2 1.1 1.8 n.d. 0.7 n.d. 1.3 96 1.3 0.2 n.d. 4.7 5.1 2.5
W2-65 4.5 1.8 5.7 2.8 0.5 0.8 n.d. n.d. n.d. 0.6 65 1.4 n.d. n.d. 20 30 2.0
W2-66 7.1 6.8 26 6.9 1.7 2.5 n.d. 0.6 4.7 2.0 150 0.8 0.8 0.6 8.1 22 n.d.

W2-67 4.7 4.4 13 3.3 0.6 0.9 n.d. 0.5 n.d. 1.5 81 0.5 0.6 0.5 7.4 9.6 3.7
W2-68 5.6 6.4 16 7.6 1.4 1.7 n.d. 0.4 n.d. 1.6 120 0.6 1.2 n.d. 9.5 24 6.2
W2-69 6.6 7.1 13 2.3 0.6 1.1 n.d. n.d. n.d. 1.3 110 1.1 0.3 n.d. 9.0 6.1 3.9
W2-70 4.0 5.0 5.9 1.2 0.3 0.6 n.d. 0.1 n.d. 1.0 68 0.7 n.d. n.d. 5.4 2.8 1.6
W2-71 6.9 9.3 18 6.8 0.8 3.2 n.d. 0.5 n.d. 2.3 170 1.1 n.d. n.d. 3.2 4.2 7.1
W2-72 4.9 3.1 5.8 1.0 0.3 0.6 n.d. 0.2 n.d. 2.6 79 0.6 n.d. n.d. 15 12 3.8
W2-73 4.5 3.2 0.8 5.5 1.4 1.5 n.d. 0.3 n.d. 1.4 69 0.8 0.6 n.d. 9.6 19 1.9
W2-74 6.2 11 15 11 0.5 1.1 n.d. 0.8 2.7 2.1 190 0.8 n.d. n.d. 4.9 8.2 4.4
W2-75 6.9 6.8 28 9.8 1.1 1.7 n.d. 0.6 1.0 3.8 140 0.7 n.d. 0.8 7.2 11 2.5
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Table 14. Concentrations of chemical compounds in office building and general housing. （μg/m3） 

 Office building on the 
proposed study NIPH NIHS 

compounds Winter 
Jan. 2022 to Feb. 2022 

Summer 
2012 - 2014 

Winter 
2012 - 2014 

Winter 
Oct. 2002 to Mar. 

2003 
 mean max. mean max. mean max. mean max. 

formaldehyde 6.9 21 34 220 13 58 27 120
acetaldehyde 8.0 27 19 210 21 230 24 150
propanal 0.7 12 7.4 37 4.1 62 1.9 18
valeraldehyde n.d. n.d. 1.9 35 0.8 11 2.1 12
i-valeraldehyde n.d. n.d. 0.1 4.6 0.5 9.3 0.6 2.9
hexanal n.d. n.d. 7.0 110 3.2 23 7.0 63
heptanal n.d. n.d. 0.7 7.6 0.8 9.3 1.1 29
octanal n.d. n.d. 1.6 13 1.0 7.5 1.1 15
nonanal 0.2 15 12 37 4.3 33 4.8 28
decanal n.d. n.d. 3.7 15 1.4 32 2.0 120
acrolein n.d. n.d. 0.9 4.8 0.8 8.5 0.2 0.9
crotonaldehyae n.d. 1.8 0.2 18 0.5 18 0.3 34
2-nonenal n.d. n.d. 0.3 3.4 0.6 5.2 n.d. n.d.

benzaldehyde n.d. n.d. 1.3 16 0.8 25 2.7 50
o-tolualdehyde n.d. n.d. 0.2 13 0.8 61 3.2 250
p-tolualdehyde n.d. 2.2 1.9 15 1.0 120 1.7 6.1
2,5-DMBA n.d. n.d. 2.6 19 0.9 11 1.3 17
acetone 13 60 22 490 27 2500 31 270
2-butanone n.d. n.d. 1.7 99 1.3 23 13 210
MIBK n.d. 1.2 n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d.

total carbonyls 29 n.d. 120 n.d. 84 n.d. 130 n.d.

hexane 5.0 29 3.5 240 2.8 160 29 1400
cyclohexane 2.6 61 n.d. n.d. n.d. n.d. 5.4 100
heptane 1.9 99 2.0 68 3.9 250 4.9 38
octane 0.8 6.2 2.0 110 2.8 110 16 280
nonane 1.0 29 6.6 540 11 460 21 410
decane 13 84 7.8 320 13 420 31 1300
undecane 1.4 20 18 310 19 580 20 710
dodecane 7.7 57 n.d. n.d. n.d. n.d. 10 250
tridecane 2.6 12 n.d. n.d. n.d. n.d. 4.1 130
tetradecane 11 28 n.d. n.d. n.d. n.d. 3.1 57
pentadecane 0.3 1.8 n.d. n.d. n.d. n.d. 1.2 8.7
hexadecane 1.0 3.5 n.d. n.d. n.d. n.d. 0.5 4.0
benzene 0.9 3.1 1.3 14 2.3 19 3.3 62
toluene 5.5 21 12 330 9.6 370 56 1100
ethylbenzene 1.2 4.8 5.8 180 5.3 710 13 480
o-xylene 0.6 5.4 2.6 77 3.4 120 7.5 120
m,p-xylene 1.4 10 4.4 240 8.2 430 18 570
1,3,5-TMB 0.3 2.4 1.2 45 1.9 49 3.3 50
1,2,4-TMB 1.2 9.9 4.0 150 6.4 190 12 180
1,2,3-TMB 0.3 2.5 0.9 31 1.7 46 3.4 55
1,2,4,5-TMB 0.1 1.4 n.d. n.d. n.d. n.d. 1.0 19
styrene n.d. 1.1 n.d. n.d. n.d. n.d. 4.2 98
p-dichlorobenzene 0.9 4.8 120 13000 31 2100 57 1000
trichloromethane 0.4 0.9 0.7 16 0.7 16 0.7 5.4
CCl4 0.2 1.1 n.d. n.d. n.d. n.d. 0.6 0.1
DBCM n.d. n.d. n.d. 6.7 0.1 12 0.1 1.9
1,2-dichloroethane n.d. 2.3 0.2 11 n.d. 9.4 0.1 0.3
1,1,1-TCE n.d. n.d. 0.2 40 0.1 26 0.4 9.1
trichloroethylene 0.8 44 n.d. 1.9 0.1 2.5 1.2 23
tetrachloroethylene 0.1 0.8 0.2 18 0.4 45 0.9 34
ethanol 3000 9200 － － － － 890 19000
2-ethyl-1-hexanol 0.6 4.7 － － － － 0.6 8.8
texanol 2.5 22 － － － － 0.9 12
ethylacetate 3.9 27 8.5 650 5.4 780 8.6 230
butylacetate 1.7 5.9 6.2 410 3.8 220 4.0 210
2,2,4-TMP n.d. 1.3 n.d. n.d. n.d. n.d. 0.4 4.1
α-pinene 0.2 1.0 30 1900 5.6 180 86 1000
d-limonene 8.6 390 17 260 24 440 20 150
total VOCs 140 680 250 － 160 － 450 － . 
ozone 8.2 20 10 62 1.7 27 n.d. n.d.

formic acid 13 27 28 240 54 440 n.d. n.d.

acetic acid 39 93 130 840 93 330 n.d. n.d.

hydrogen chloride 18 59 1.9 150 2.7 150 n.d. n.d.

nitrogen dioxide 15 110 13 99 220 2000 71 590
ammonia 3.6 7.8 37 590 16 350 n.d. n.d.
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令和３年度厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

４．現場立入調査とアクティブサンプリング 

 

分担研究者  鍵 直樹   東京工業大学環境・社会理工学院 教授 

分担研究者  金 勲    国立保健医療科学院 上席主任研究官 

 
 
研究要旨 

建築物環境衛生管理基準におけるホルムアルデヒドの基準値は，100 µg/m3である。シックハウス

に関連してホルムアルデヒドを含む 13 物質が厚生労働省により濃度指針値が，TVOC については

暫定目標値が定められているが，建築物衛生法においてホルムアルデヒド以外は基準値にはなって

いない。特定建築物では，建築物環境衛生管理基準により二酸化炭素濃度を基準に適切な換気が行

われていることが確認できることや，室内の化学物質発生源が住宅ほど多くないこと，設計換気量

が住宅より多いことから化学物質濃度は低いと考えられている。 

そこで，事務所建築物における化学物質濃度の現状を把握するため，ホルムアルデヒドを含む厚

生労働省の指針値に示されている物質を中心にアクティブ法を用いて実測調査を行った。また，並

行して温度、湿度、CO2濃度，浮遊微粒子濃度の測定を行った。 

結果として，基準値であるホルムアルデヒドおよび指針値に挙げられている化学物質については，

濃度を超過する建物はなく，いずれも低い濃度であった。また，TVOC 濃度についても，暫定目標

値を超過している建物はなかった。22.0℃～30.6℃の外気温度に対して、室内温度平均は 26.0±1.3℃

と安定していた。湿度平均は 51±9％で建築物衛生法の管理基準 40～70%に不適な物件はなかった。

CO2濃度は 1 件だけ 1000ppm 近傍で推移していたたが、全体的には外気 CO2濃度平均 445ppm に対

し、室内濃度は 622ppm と全体的に良好な環境で維持されていた。温度・湿度においては空調方式

による大きな顕著な差は見られなかったが、CO2 濃度に対しては個別式より中央式空調の室内濃度

がやや低く観察された。 

浮遊粒子状物質の個数濃度積算値としては 1 施設を除く全施設で室内濃度（IA）は外気濃度（OA）

より低い傾向が見られたが、粒径別 IO 比では 10μm の大きな粒径で IO 比＞1 が 2 施設のみ観測さ

れた。他の全ての粒径では全測定個所で IO 比＜1 と外気より低い濃度を示した。前年度測定では、

粒子濃度に対しては中央式がよりよい可能性が示唆されたが、本年度の実測結果からは空調方式に

よる明確な違いは見られなかった。 

 
 
4-1 化学物質‐カルボニル化合物及び揮発性有

機化合物（VOC） 

A. 研究目的 

建築物環境衛生管理基準におけるホルムア

ルデヒドの基準値は，100 µg/m3である。シック

ハウスに関連して表 5-1-1 のようにホルムアル

デヒドを含む 13 物質が厚生労働省により濃度

指針値が，TVOC については暫定目標値が定め

られているが，建築物衛生法においてホルムア

ルデヒド以外は基準値にはなっていない。特定 

 

 

建築物では，建築物環境衛生管理基準により二

酸化炭素濃度を基準に適切な換気が行われてい

ることが確認できることや，室内の化学物質発

生源が住宅ほど多くないこと，設計換気量が住

宅より多いことから化学物質濃度は低いと考え

られている。 

 ここでは，事務所建築物における化学物質濃

度の現状を把握するため，ホルムアルデヒドを

含む厚生労働省の指針値に示されている物質を

中心にアクティブ法を用いて実測調査を行った。 



- 46 - 
 

表 4-1-1 化学物質の濃度指針値 

揮発性有機化合物 室内濃度指針値 

ホルムアルデヒド 100 µg/m3 (0.08 ppm) 

アセトアルデヒド 48 µg/m3 (0.03 ppm) 

トルエン 260 µg/m3 (0.07 ppm)  

キシレン 200 µg/m3 (0.05 ppm)  

エチルベンゼン 3800 µg/m3 (0.88 ppm)  

スチレン 220 µg/m3 (0.05 ppm)  

パラジクロロベン

ゼン 

240 µg/m3 (0.04 ppm)  

テトラデカン 330 µg/m3 (0.04 ppm)  

クロルピリホス 1 µg/m3 (0.07 ppb) 

小児の場合 0.1 µg/m3 

(0.007 ppb) 

フェノブカルブ 33 µg/m3 (3.8 ppb)  

ダイアジノン 0.29 µg/m3 (0.02 ppb)  

フタル酸ジ-n-ブチ

ル 

17 µg/m3 (1.5 ppb)  

フタル酸ジ-2-エチ

ルヘキシル 

100 µg/m3 (6.3 ppb)  

TVOC 

（暫定目標値） 

400 µg/m3 

 

B. 研究方法 

B.1 調査対象 

 対象とした建築物は表 4-1-2 に示す建築物 A

から G の大阪府，東京都，埼玉県にある事務所

建築物である。建築物 A 及び G については，同

じ建築物内で居室 3 箇所を測定対象としたが，

その他は各建物 1 箇所のみとなる。2021 年 10

月の冷房期において行った。 

 

表 4-1-2 空気中化学物質の測定概要 

ID 測定日 地域 空調方式 

A_1 

A_2 

A_3 

2021/10/14 大阪 個別 

B 2021/10/14 大阪 個別 

C 2021/10/14 大阪 個別 

D 2021/10/15 大阪 中央 

E 2021/10/5 東京 中央 

F 2021/10/5 東京 中央 

G_1 2021/10/8 埼玉 中央 

G_2 

G_3 

 

B.2 調査方法 

 建築物衛生法によるホルムアルデヒドの測定

については，2・4―ジニトロフェニルヒドラジ

ン（DNPH）捕集―高速液体クロマトグラフ法に

より測定する機器，4―アミノ―3―ヒドラジノ

―5―メルカプト―1・2・4―トリアゾール

（AHMT）法により測定する機器又は厚生労働

大臣が別に指定する測定器とされている。 

厚生労働省による通知「室内空気中化学物質

の室内濃度指針値及び標準的測定方法について」

によれば，ホルムアルデヒド濃度の指針値制定

にあたっては，一般的な人達における明らかな

刺激感覚を防ぐことを指標として、30 分平均値

で 0.1 mg/m3を指針値とすることが適当である，

としている。 

 建築物衛生法においても，ホルムアルデヒド

測定のタイミングを，新築，増築，大規模の修

繕又は大規模の模様替えを完了し，その使用を

開始した時点から直近の 6 月 1 日から 9 月 30

日までの間に 1 回と規定している。これは，ホ

ルムアルデヒドの発生が新しい建材から多く発

生すること，温度上昇に伴って多く発生するこ

とを意識したものである。なお，ホルムアルデ

ヒドの量の測定結果が管理基準を超過した場合

は，空気調和設備又は機械換気設備を調整し，

外気導入量を増加させるなど，室内空気中にお

けるホルムアルデヒドの量の低減策に努める必

要がある。さらに，翌年の測定期間中に１回，

再度，当該測定を実施することが必要となる。 

 測定時間についての規定はないものの，上述

のように 30 分平均値で 0.1 mg/m3を指針値とし

ていることから，30 分の平均値が求められると

考えられる。厚生労働大臣が別に指定する測定

器においても，30 分のサンプリング時間での測

定値の一致を求めている。ただし，特定建築物

などの室内においては，空調条件が定常であれ

ば，室内濃度は定常状態となっているものと考

えられる時点でのサンプリングを行うことを考

慮することが重要である。 

ここでは，ホルムアルデヒド，アセトアルデ

ヒドなどのカルボニル化合物については，
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DNPH カートリッジを用いて 30 L 捕集（30min 

at 1.0L/min）を行い，HPLC により 12 成分の定

量分析を行った。トルエンなど VOCs について

は，Tenax-TA 充填捕集管を用いて 9 L 捕集

（30min at 300 mL/min）し，GC/MS により 45 成

分の定量を行った。なお，TVOC の算出には，

C6 （ヘキサン）から C16（ヘキサデカン）に検

出したピークをトルエン換算して算出した。 

 

表 4-1-2 空気中化学物質の測定概要 

測定項目 内容 

 

アルデヒド類 

 

DNPH カートリッジ 

30L (at 1.0L/min) 

溶媒抽出-HPLC 

 

VOCs 

 

Tenax-TA 

9L (at 300 mL/min) 

加熱脱着-GC/MS 

 

C. 研究結果及び考察 

 各測定点における化学物質濃度を表 4-1-3 に

示す。 

 アルデヒド類であるホルムアルデヒド，アセ

トアルデヒドは建築物衛生法の基準値 100 

μg/m3 及び厚生労働省指針値 48 μg/m3 に対し指

針値を超過する室はなかった。室内濃度が外気

濃度よりやや高くなっているが，普段の室内濃

度レベルであり，室内に高放散の汚染源は存在

しないと考えられる。 

 VOCs の中からも厚生労働省指針値を超過す

る物件はなく， TVOC 暫定目標値を上回る物件

もなかった。 

 厚生労働省で指針値が定められている 13 物

質中，室内の建材からの発生源としてトルエン，

エチルベンゼン，キシレン，スチレン，テトラ

デカンが検出されたが，濃度としては低い水準

であり，厚生労働省指針値を超えた物質はなか

った。また，室内の持ち込みとなる防虫剤から

発生するパラジクロロベンゼンについては検出

限界以下であった。 

 TVOC も暫定目標値 400 μg/m3 を大きく超え

る結果はなかった。建物 C については，その前

に冬期における実測で，TVOC の暫定目標値を

超過していたが，この前年に倉庫を改修して事

務所とした建物で，比較的新しい内装材料によ

り濃度が若干高くなったものと考えられる。今

回の冷房期においては，TVOC 濃度も低濃度と

なった。 

 

D. まとめ 

事務所建築物における化学物質濃度の現状

を把握するため，ホルムアルデヒドを含む厚生

労働省の指針値に示されている物質を中心にア

クティブ法を用いて実測調査を行った。 

結果として，基準値であるホルムアルデヒド

および化学物質の指針値については，濃度を超

過する建物はなかった。TVOC 濃度についても

超過する建築物はなかった。前回冬期に暫定目

標値を超過した建物においても，この夏期には

その濃度以下となっていた。 

 

E. 参考文献 

なし 

 

F. 研究発表 

なし 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況（予定含む） 

予定なし 

 

 

 

 

表 4-1-3 室内化学物質濃度の結果 

 
 

ID A_1 A_2 A_3 B C D E F G_1 G_2 G_3 mean
ホルムアルデヒド 6.3 6.8 8.2 11.2 7.8 10.7 9.3 11.8 12.3 15.7 16.0 10.6
アセトアルデヒド 6.5 7.0 7.8 30.8 9.2 8.8 10.0 16.2 6.0 6.3 5.8 10.4
トルエン 4.6 5.9 5.1 6.1 7.5 14.2 20.2 10.8 3.4 3.1 3.3 7.7
エチルベンゼン 1.8 2.0 1.9 2.6 6.6 3.1 8.5 4.4 1.6 1.5 1.5 3.2
キシレン 2.1 2.2 2.6 3.8 4.7 3.3 8.5 2.8 1.4 n.d. n.d. 3.5
スチレン 1.7 2.1 1.8 2.0 2.6 2.7 4.5 2.0 n.d. n.d. n.d. 2.4
p-ジクロロベンゼン n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. n.d. 0.0
テトラデカン 2.0 3.4 2.1 0.9 4.1 1.6 n.d. n.d. 1.2 n.d. 1.4 2.1
TVOC 113.9 133.6 114.7 115.7 142.1 91.1 114.2 118.7 31.1 39.1 34.2 95.3
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4-2 温度、湿度、CO2濃度 

A. 研究目的 

建築物衛生法では CO2 濃度 1000ppm を換気

の管理基準としている。CO2 の有害性による人

体影響からではなく外気導入による室内CO2希

釈と排出効果を換気基準として定めたものであ

る。人間活動が行われる空間では人体の呼気、

暖房器具、調理器具の燃焼から必ず CO2が発生

するため、換気が足りない場合は CO2濃度が上

昇し、適切な換気が行われていれば CO2濃度も

一定レベル以下に維持できる。更に、建材や人

体、人間活動から発生する化学物質、におい、

粒子状物質など他の空気汚染物質もコントロー

ルできる。 

2017 年現在、相対湿度の不適合率は 55％以

上、温度 30％以上、CO2は 30%に近接し、上昇

傾向が続いてる 1）- 3）。 

 本研究は特定建築物における室内空気中化学

物質濃度の実態調査であるが、空気濃度は換気

と直結するため、換気の把握を行う必要がある。

そこで、立入による化学物質のアクティブサン

プリング測定と同時に温度、湿度、CO2 濃度の

測定を行った。 

 

B. 研究方法 

温度・湿度・CO2用の連続測定小型センサー（T

＆D TR-76Ui）を空気サンプリング場所に設置、5

分間隔で 30 分間以上測定し、その中から設置後か

ら 5～10 分以上経過した安定している 30 分間の

データを抽出して使用した。但し、建物 G だけは

1 日連続測定ができたため勤務時間帯の 10：00～

17：00 のデータとなっている。 

 

C. 測定結果 

図 4-2-1 に温度、図 4-2-2 に相対湿度、図 4-2-

3 に CO2濃度の集計グラフを示す。また、表 4-

2-1には各項目の平均値を集計したものである。 

 

C.1 温度 

外気温は 22.0～30.6℃で平均 26.8±2.3℃と測

定場所と時間による差が見られたが、室内温度

は 24.3～29.4℃とばらつきがあったが、G では

窓開け換気を行っており、G を除くと 24.3～

26.6℃と安定している。全体平均は 26.0±1.3℃

と外気より安定していた。 

同一物件である A_1、A_2、A_3 は 3 ヶ所共

に 26℃付近で変動も少なく非常に安定してい

た。G は平均温度が 27～28.3℃とやや高めとな

っていが、窓開け換気による影響である。 

A、B、C は個別式空調、D、E、F（G は中央

式であるが窓開け換気を行っていたことから除

く）中央式空調であり、平均温度はそれぞれ

25.6℃、24.9℃と空調方式による大きな顕著な

差は見られなかった。 

 

C.2 相対湿度 

外気の相対湿度は全測定点で 34～59%、室内

では 44～62%と良好な環境となっていた。まだ

冷房運転がされている 10 月であり、外気の相

対湿度もさほど低くないことが影響していると

考えられる。 

室内の湿度平均は 51±9％であった。建築物衛

生法の管理基準40～70%に不適な物件はなかっ

た。冷房期には稼働しないが、A は外調機と無

給水加湿器が設置されており、湿度管理をしっ

かり念頭に置いた設計となっている。 

A、B、C は個別式空調、D、E、F、G は中央式

空調であり、空調方式に係わらず冷房期の湿度

管理は問題なかった。但し、G はコロナ禍での

感染防止のため窓開け換気を行っていたため、

相対湿度に変動が見られるがその幅は大きくな

かった。 

 

C.3 CO2 

外気の CO2濃度平均は 445±27ppm、対象物件

全体の室内濃度平均は 622±167ppm であった。

B の室内濃度だけ平均 1048±11ppm と管理基準

値を少し超える濃度で推移していたが、他の測

定対象では 439～777ppm と低いレベルで管理

されていた。室内濃度の平均が 450~500ppm 程

度と外気濃度に近い濃度を示している物件 G_1、

G_2、G_3 は窓開け換気の影響によるものであ

る。 

一方、CO2 濃度では個別式と中央式空調に傾

向の差が見られた。個別式である A、B、C の室

内濃度平均は 745ppm だったのに対し、中央式

空調である D、E、F（G は窓開け換気を行って

いたことから除く）は 551ppm と低い濃度で運
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転されていた。 

CO2 濃度は在室者密度と換気量のバランスで

決まり、空調設計によって換気量が変わるため、

CO2 濃度が低いからよい設計とは限らないが、

低い濃度で管理されていることは室内空気汚染

因子によるリスク低減の面では好ましい。 

 

D. 結論 

22.0℃～30.6℃の外気温度に対して、窓開け

換気物件を除くと室内温度は 24.3～26.6℃と安

定していた。測定対象全体の室内温度平均は

26.0±1.3℃であった。空調方式による大きな顕

著な差は見られなかった。 

室内の湿度平均は 51±9％で建築物衛生法の

管理基準 40～70%に不適な物件はなかった。空

調方式に係わらず冷房期の湿度管理は問題なか

った。 

CO2濃度は 1件だけ 1000ppm 近傍で推移して

いたたが、全体的には外気CO2濃度平均 445ppm

に対し、室内濃度は 622ppm と全体的に良好な

環境で維持されていた。今回の測定対象でも、

個別式空調より中央式空調の室内CO2濃度がや

や低く観察された。 

 

E. 参考文献 

1) 金勲、東賢一、鍵直樹、柳宇 他、厚生労働

科学研究費補助金・健康安全・危機管理対策総

合研究事業「中規模建築物における衛生管理の

実態と特定建築物の適用に関する研究」（研究代

表者：小林健一）、３．事務所建築物における CO2

濃度の全国実態調査－Phase2 調査－、平成２９

年～令和元年度総括・分担総合研究報告書、

2020.3 

2) 林 基哉、金 勲、開原 典子、小林 健一、鍵 

直樹、柳 宇、東 賢一、特定建築物における空

気環境不適率に関する分析、日本建築学会環境

系論文集、Vol.84 No.765、2019.11、pp.1011-1018. 

3) 金勲、林基哉、開原典子、小林健一、柳宇、

鍵直樹、東賢一、長谷川兼一、中野淳太、李時

桓．事務所建築の室内空気環境管理に関する調

査 その３ 冷暖房期における二酸化炭素濃度

の実態、空気調和・衛生工学会大会学術講演論

文集、2019.9、pp.53-56. 

 

F. 研究発表 

なし 
 
G. 知的財産権の出願・登録状況（予定含む） 

予定なし 
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表 4-2-1  CO2濃度、温度、相対湿度の測定結果集計 
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4-3 浮遊粒子状物質 

A. 研究目的 

 建築物衛生法における浮遊粒子に関する室内

基準は、浮遊粉じん濃度 0.15 mg/m3 以下と設定

されている。ここでの浮遊粉じんは粒径 10 µm

以下の粒子となるが粉じん計のカットオフ径に

関する定義の違いから PM10 とは少し異なる。 

また、大気環境基準は PM2.5 の 1 年平均が 15 

µg/m3 以下、1 日平均が 35 µg/m3 と設定されて

いる 1)が、室内基準は存在しない。 

特定建築物及び中規模建築物における PM2.5

濃度の実態に関する既往研究結果については、

本研究の令和 2 年度研究報告書に説明している。 

本研究では、特定建築物における室内浮遊粒

子状物質（Suspended Particulate Matter）濃度の実

測を行うことで、建築物における浮遊粒子状物

質濃度のデータの蓄積と実態把握、そして空調

方式の違いによる室内 PM 濃度の差などの比較

を行い、その特徴について検討する。 

 

B. 研究方法 

粒径別浮遊粒子濃度は Particle Counter（Kanomax 

Model 3889）を用いて、6 粒径（0.3、0.5、1.0、3.0、

5.0、10μm）に対する個数濃度の測定を行った。

2.83L/min で 1 分間の計測を 15 分間連続で行い、

濃度が安定していると考えられる開始から 4 分～

13 分までの 10 分間のデータを平均して用いた。 

 

C. 測定結果 

図4-3-1に室内浮遊粒子の個数濃度積算値を、

図 4-3-2 には代表粒径の個数濃度分布を示す。

また、図 4-3-3 に粒径別 IO 比（室内濃度／外気

濃度）を示す。 

個数濃度の積算値（図 4-3-1）として、C を除

く全施設で外気（OA）が室内濃度（IA）より高

い傾向が見られる。 

外気濃度は大阪（A、B、C、D）が東京・埼玉

（E、F、G）より低く、地域と季節特性に加え

測定対象の立地による差と考えられる。全般的

に室内濃度は外気より低くなっているが、室内

濃度は外気濃度に影響され追従して増減してい

る。 

A、B、C は個別式空調であり、C 以外は外気

より有意に低くなっていることから、「外調機＋

換気装置＋PAC」と外調機の中性能フィルター

による粒子浄化能力を有していると見られる。

しかしながら、C は外気と同例ベルの PM 濃度

を示しており、外気導入時の PM 低減が行われ

ず、更に室内発生分が加算されていると見られ

る。 

D、E、F、G は中央式空調が入っており、D、

E、F は外気より有意に低い粒子濃度を示してい

る。G は窓開け換気を行っていたため外気影響

が大きく、粒子濃度の低減が大きくなかった。 

代表粒径の濃度分布は小さな粒子濃度が高

く、大きな粒径の粒子濃度は低い、対数的に減

少する典型的な濃度分布を示している。 

IO 比としては、0.3、0.5、1.0、3.0、5.0μm ま

では全測定個所で IO 比＜1 と外気由来の粒子

が室内では低く維持されているが、10μm では

IO 比＞1 が A_2、D の 2 ヶ所で観測された。 

0.3、0.5μm の小さな粒子では平均 IO 比=0.6、

1.0、3.0、5.0μm では IO 比 0.3～0.4 とより低く

なっている。粒径に対する空調系統や室内環境

での低減効率によるものと考えられる。大きな

粒子は人工的に生成されることが多く、5.0μm

や 10μm の比較的大きな粒子の IO 比が高い室

内（A_2、D）は在室者密度が高いか他に室内発

生分が多いと推測される。 

前年度測定からは、粒子の除去性能は中央式

がよりよい可能性が示唆されたが、本年度の実

測結果から空調方式による明確な違いは見出せ

なかった。 

 

D. 結論 

外気濃度は大阪が東京・埼玉より低く、地域

と季節特性に加え測定対象の立地による差が考

えられた。個数濃度積算値としては 1 施設を除

く全施設で室内濃度（IA）は外気濃度（OA）よ

り低い傾向が見られたが、粒径別 IO 比では

10μm の大きな粒径で IO 比＞1 が 2 施設のみ観

測されたものの、他の全ての粒径では全測定個

所で IO 比＜1 と外気より低い濃度を示した。大

きな粒径の粒子は人工的に生成されることが多

いことから、室内発生分が多いと推測された。 

前年度測定では、粒子濃度に対しては中央式

がよりよい可能性が示唆されたが、本年度の実
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測結果からは空調方式による明確な違いは見ら

れなかった。 

 

E．参考文献 

1）環境省：微小粒子状物質健康影響評価検討会

報告書：粒子状物質の特性について、2008 

 

F. 研究発表 

なし 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況（予定含む） 

予定なし 
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図 4-3-1 室内浮遊粒子の個数濃度積算値 
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令和３年度厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

５．特定建築物の室内環境管理と室内空気中化学物質の健康リスク評価―冬期夏期横断調査― 

 

分担研究者  東 賢一  近畿大学医学部 准教授 

 
 
研究要旨 
建築物衛生法が適用される特定建築物に対しては、建築物環境衛生管理基準として、温度、相対

湿度、気流、二酸化炭素、一酸化炭素、浮遊粉じん、ホルムアルデヒドの測定が規定されている。

厚生労働省では 1997 年から 2002 年までに 13 物質に対して室内濃度指針値を策定してきたが、2012

年以降、一般住宅の実態調査を行い、新たに室内濃度指針値を追加で設定等実施すべきかについて

検討がなされている。そこで本研究では、特定建築物における室内空気汚染化学物質の実態調査と

健康リスク評価を行った。また、近年における諸外国での室内空気質ガイドラインの動向について

も調査を行い、建築物衛生法における環境衛生管理基準を今後検討するための基礎資料とする。室

内空気質ガイドラインに関する国際動向の把握では、WHO、ドイツ、フランス、カナダにおける室

内空気質ガイドラインの設定状況を調査した。令和 3 年度以降に公表された室内空気質ガイドライ

ンでは、WHO が空気質ガイドラインを改正したことが大きな動きであった。粒子状物質（PM2.5、

PM10）、オゾン、二酸化窒素、二酸化硫黄、一酸化炭素の空気質ガイドラインが最新の科学的知見に

基づき改正された。ドイツでは、メタクリル酸メチル、ベンゾ-a-ピレン、アセトン、2-プロパノー

ル、一酸化炭素、塩化ビニルの指針値が新たに設定され、カナダではアクロレインと二酸化炭素に

室内空気質ガイドラインが設定された。フランスでは令和 3 年度に新たに設定された室内空気質ガ

イドラインはなかった。特定建築物における室内空気汚染化学物質の実態調査について、2020 年度

～2021 年度冬期で 130 件、2021 年度夏期で 111 件における 68 物質の室内濃度測定結果に対して健

康リスク評価を行った。その結果、冬期夏期ともに、二酸化窒素、塩化水素、ベンゼンのリスクが

総じて高かった。アクロレイン、1,2-ジクロロエタン、トリクロロエチレン、アセトアルデヒド、ト

ルエン、クロトンアルデヒド、クロロホルムでは、特定の事務所でリスクが高かったが、平均的に

はそれほどリスクは高くなかった。炭素数 9～18 の脂肪族炭化水素は冬期夏期ともに平均的にリス

クが高く、ホルムアルデヒドは夏期でリスクが高い傾向にあった。その他、平均的にリスクが高い

傾向にあったのは、冬期夏期のオゾン、冬期のエタノール、夏期の酢酸であった。 

 
 
研究協力者 

尾崎貴之（公社）全国ビルメンテナンス協会 

 

A. 研究目的 

建築物衛生法が適用される特定建築物（店舗、

事務所等の特定用途で延床面積 3000 ㎡以上の

建築物、同 8000 ㎡以上の学校）には、建築物環

境衛生管理基準の遵守、その管理実態の報告、

建築物環境衛生管理技術者の選任等が義務づけ

られている。建築物環境衛生管理基準では、温

度、相対湿度、気流、二酸化炭素、一酸化炭素、

浮遊粉じん、ホルムアルデヒドの測定が規定さ

れている。厚生労働省では、1997 年から 2002 年

にかけて、室内空気汚染化学物質による室内空

気汚染対策として、13 物質に室内濃度指針値が

策定された。そのことを踏まえて、建築物環境

衛生管理基準においても、2002 年にホルムアル

デヒドの管理基準が追加された。 

その後厚生労働省では、2012 年から室内空気

汚染問題に対する検討会が再開され、室内濃度

指針値を追加で設定等すべきかについて、検討

がなされている。主として一般住宅における実

態調査をもとに健康リスクの初期評価を行い、
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2-エチル-1-ヘキサノール、2,2,4-トリメチル-1,3-

ペンタンジオールモノイソブチレート（TMPD-

MIB）、2,2,4-トリメチル-1,3-ペンタンジオール

ジイソブチレート（TMPD-DIB）の 3 物質が指

針値策定の候補にあがるなど、検討が継続され

ている。 

そこで本研究では、特定建築物における室内

空気汚染化学物質の実態調査と健康リスクの初

期評価を行うことを目的とする。本研究で得ら

れた成果は、建築物衛生法における環境衛生管

理基準の検討に資するものであり、今後の建築

物衛生行政における施策の立案に寄与するもの

である。 

 

B. 研究方法 

B.1 諸外国における室内空気質ガイドラインの

動向 

国際機関や諸外国における室内空気質ガイ

ドラインに関する評価文書、関連学会の資料、

関連論文をインターネットおよび文献データベ

ースで調査した。世界保健機関本部（WHO 本

部）、世界保健機関欧州地域事務局（WHO 欧州）、

ドイツ、フランス、カナダを主な調査対象国と

した。なお、日本の室内濃度指針値の状況もあ

わせて報告する。 

 

B.2 特定建築物における室内空気汚染化学物質

の実態調査（全国規模の横断調査）と健康

リスクの初期評価 

B.2.1 研究デザイン 

近年、インターネットの普及に伴い、インタ

ーネットを利用した質問調査方法が普及し、喘

息やアレルギー疾患の有病率の疫学調査でも利

用されるようになってきていた。本分担研究者

も、インターネットを利用した化学物質高感受

性や循環器疾患に関する疫学調査で学術成果を

あげてきた。インターネット調査においても、

調査協力者に対して材料やサンプルを送付し、

室内環境の調査が可能である。 

令和 2 年度の冬期調査では、インターネット

を利用した質問調査および室内空気の採取を行

った。また、調査件数を確保するにあたり、自

記式調査票と空気採取管等を調査協力候補者へ

送付および回収する手法も併用した。それにあ

たっては、公益社団法人全国ビルメンテナンス

協会の協力を得た。なお、インターネット調査

では、特定建築物に入居する調査協力事務所の

確保数が乏しかったことから、令和 3 年度は、

被験者代行を業務とするモニター調査会社に依

頼して協力事務所の確保を行った。本研究は、

人体から採取された試料を用いない観察研究で

ある。 

 

B.2.2 調査対象と調査手順 

令和 2 年度は、既存のインターネット調査会

社である株式会社マクロミルに委託し、そのモ

ニター会員を調査対象とした。詳細は、令和 2

年度の分担研究報告書を参照されたい。アンケ

ート調査、空気採取、温湿度記録は 2020 年 12

月 14 日～2021 年 1 月 15 日に実施した。また、

調査件数を確保するにあたり、公益社団法人全

国ビルメンテナンス協会等の協力のもと、自記

式調査票と空気採取管等を調査協力候補者へ送

付し回収した。 

令和 3 年度の夏期は、令和 2 年度に直接調査

依頼を行った事務所に対して再度調査依頼を行

った。また、令和 3 年度夏期、冬期において、

株式会社エイジェックに 75 件の調査事務所の

確保を依頼した。調査では、管理者用アンケー

ト調査と事務所の空気採取と温湿度記録の依頼

を行った。 管理者用アンケートの調査票は、平

成 23～令和元年度の建築物衛生に関する厚労

科研で使用した調査票 1)-5)をもとに作成した。

空気の採取と温湿度の記録は、事務所に出社さ

れる任意の 1 日で、事務所での就業時間が 8 時

間以上となる日（例：9 時～17 時）に実施する

よう依頼した。夏期の調査は 2021 年 8 月 20 日

～2021年 9月 30日に実施した。冬期の調査は、

2022 年 1 月 20 日～2022 年 2 月 14 日に実施し

た。 

B.2.3 測定および分析項目 

室内の温度と湿度の測定を行った。また、68

の化学物質の分析を行った。分析結果の詳細は、

他の分担研究報告書を参照されたい。 

 

B.2.4 健康リスク評価方法 

調査で得られた室内濃度の統計値（算術平均

値、中央値、最大値）に対して、各物質の非発
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がんリスク評価値（RfC）を導出した。発がん物

質については、ユニットリスク（UR）から、日

本の環境基準で用いられている 10 万分の 1 の

過剰発がんリスク時のリスク評価値をRfCとし

て用いた。RfC に対して室内濃度を割り算して

曝露余裕度（MOE）を算出し、健康リスクの程

度を評価した。これらのリスク評価値は、国際

機関及び各国の関係省庁等が公表している評価

文書をもとに、最も信頼性のあると思われる亜

急性毒性、慢性毒性または生殖発生毒性の無毒

性量または最小毒性量を判断し、断続曝露から

連続曝露への換算、デフォルトで用いられる曝

露期間、最小毒性量、種差及び個体差に関する

不確実係数から導出した。ユニットリスクは、

国際がん研究機関の発がん性分類でグループ１

かつ発がんリスク評価が必要と判断される物質

について、国際機関及び各国の関係省庁が公表

しているユニットリスクを用いた。 

MOE が 1 未満であればリスク A（ハイリス

ク）、MOE が 1 以上 10 未満であればリスク B

（調査等要検討）、MOE が 10 以上であればリ

スク C（静観）と判定できる。これらのリスク

評価方法は、著者らが既往研究 6)-8)で行ったも

のである。 

 

（倫理面での配慮） 

本調査は、国立保健医療科学院研究倫理審査

委員会の承認（課題名：特定建築物における室

内空気中科学物質濃度の拡散サンプラーによる

全国調査：NIPH-IBRA#12310）を得て実施した。 

C. 研究結果および考察 

C.1 国内外における室内空気質ガイドライン

の動向 

日本における室内濃度指針値の状況を表１

－１に示す。日本では、1996 年に全国 230 戸の

住宅で実施されたホルムアルデヒドの室内濃度

の実態調査において、当時、WHO 欧州が公表し

ていた室内空気質ガイドライン 0.1 mg/m3（0.08 

ppm）を超えていた住宅の比率が約 25%強であ

った（安藤, 1997）。この結果を踏まえて、1997

年にホルムアルデヒドの室内濃度指針値が策定

された（厚生省, 1997）。また、1997 年から 1998

年にかけて 44 の揮発性有機化合物（VOC）の室

内濃度に関する全国規模の実態調査が行われ、

一部の家屋では室内空気汚染が高いレベルにあ

ることが明らかとなった（厚生省, 1999）。その

ため厚生労働省は、室内空気汚染の問題に対応

するため、2000 年から 2002 年にかけて「シッ

クハウス（室内空気汚染）問題に関する検討会」

を開催し、13 種類の化学物質に対して室内濃度

指針値を策定した（厚生省 2000a, 2000b, 2001, 

2002）。 

その後 2012 年より、関係省庁や関係団体等の

シックハウス問題への取り組みに関するヒアリ

ングを行い、並行して諸外国等の室内空気質規

制の調査や居住環境における VOC 等の実態調

査を実施した結果を踏まえて初期リスク評価を

行った結果、2-エチル-1-ヘキサノール、2,2,4-ト

リメチル-1,3-ペンタンジオールモノイソブチレ

ート（TMPD-MIB）、2,2,4-トリメチル-1,3-ペンタ

ンジオールジイソブチレート（TMPD-DIB）に

対して室内濃度指針値案が提示され、キシレン、

エチルベンゼン、フタル酸ジ-n-ブチル、フタル

酸ジ-2-エチルヘキシルの室内濃度指針値改正

案が提示された。その後パブリックコメントを

経て、キシレン、DnBP、DEHP の室内濃度指針

値が 2019 年 1 月 17 日に改正された（厚生労働

省, 2019）。 

世界保健機関（WHO）の空気質ガイドライン、

ドイツ連邦環境庁の室内空気質ガイドライン、

フランス環境労働衛生安全庁（ANSES）の室内

空気指針値、カナダ保健省の室内空気指針値に

関する情報を収集した。 

令和 3 年度以降に公表された室内空気質ガイ

ドラインでは、WHO が空気質ガイドラインを

アップデートしたことが大きな動きであった。

粒子状物質（PM2.5、PM10）、オゾン、二酸化窒

素、二酸化硫黄、一酸化炭素の空気質ガイドラ

インが最新の科学的知見に基づき改正された

（表１－２）。 

粒子状物質と二酸化窒素においては、長期間

曝露（年平均値等）では全死亡（不慮の事故を

除く）を指標とし、5 パーセンタイル値を導出

して空気質ガイドラインを設定していた。また、

短期間曝露（日平均等）では、1 日の全死亡（不

慮の事故を除く）を指標とし、年平均値の空気

質ガイドラインに合致する日平均濃度の 99 パ

ーセンタイル値を推算し、その値をもとに空気
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質ガイドラインを設定していた。 

オゾンでもピーク季節のガイドラインにつ

いては、全死亡（不慮の事故を除く）を指標と

し、5 パーセンタイル値を導出して空気質ガイ

ドラインを設定していた。 

二酸化硫黄と一酸化炭素では、24 時間平均の

ガイドラインに対して、それぞれ 1 日の喘息に

よる入院や救急搬送・全死亡（不慮の事故除く）・

呼吸器疾患死亡、入院と心筋梗塞による死亡を

指標として空気質ガイドラインを設定していた。 

諸外国では、ドイツ連邦環境庁がメタクリル

酸メチル、ベンゾ-a-ピレン、アセトン、2-プロ

パノール、一酸化炭素、塩化ビニルの室内空気

質ガイドラインを公表した（表１－３）。一酸化

炭素は、WHO の空気質ガイドラインを踏まえ

て改正したものである。ベンゾ-a-ピレンと塩化

ビニルは閾値のない発がん物質と評価し、100

万分の 1 及び 10 万分の 1 の過剰発がんリスク

に対応する濃度を設定している。 

カナダ保健省では、アクロレインと二酸化炭

素の室内空気質ガイドラインを公表した（表１

－４）。ANSES については、2021 年度に新たに

公表された室内空気質ガイドラインはなかった。 

 

C.2 特定建築物における室内空気汚染化学物

質の実態調査（全国規模の横断）と健康リスク

の初期評価 

2020 年度の冬期では、マクロミルのモニター

から 18 件、直接調査協力依頼を行った事務所

から 37 件の試料を得た。2021 年度夏期では、

直接調査協力依頼を行った事務所から 36 件、

エイジェックのモニターから 75 件の試料を得

た。2021 年度冬期では、エイジェックのモニタ

ーから 75 件の試料を得た。健康リスク評価を

行うにあたっては、冬期と夏期でそれぞれ統合

し、2020 年度～2021 年度冬期で 130 件、2021

年度夏期で 111 件とした。 

表２－１及び２－２に有害性評価結果と非

発がんリスク評価値及びユニットリスクを示す。

調査を行った68物質のうち、7物質については、

非発がんリスク評価値やユニットリスクが得ら

れず有害性評価ができなかった。また、夏期の

3 物質については分析結果が得られなかった。 

これらの評価値に対して、2020 年度から 2021

年度にかけて冬期及び夏期に実施した全国調査

で得られた室内濃度の統計値（算術平均値、中

央値、最大値）に対して、各物質のリスク評価

値（RfC）を用い、曝露余裕度（MOE）を算出

した。また、各事務所での測定値が RfC を超え

ている割合（RfC 超過率）を冬期及び夏期で算

出した。冬期の結果を表２－３、夏期の結果を

表２－４、健康リスク評価結果のまとめを表２

－５に示す。 

健康リスク評価の結果、冬期夏期ともに、二

酸化窒素、塩化水素、ベンゼンのリスクが総じ

て高かった。二酸化窒素では、冬期夏期ともに

RfC 超過率が 60%を超えていた。塩化水素では

冬期の RfC 超過率が 70%を超えていた。ベンゼ

ンでは夏期の RfC 超過率が 40%を超えていた。

これら 3 つの物質のリスクは突出して高かった。 

アクロレイン、1,2-ジクロロエタン、トリクロ

ロエチレン、アセトアルデヒド、トルエン、ク

ロトンアルデヒド、クロロホルムでは、最大値

のリスクが高かった（A 判定）。しかしながら、

平均的にはそれほど高いリスクではなく（C 判

定）、特定の事務所において高濃度であったこと

が原因と考えられた。 

炭素数 9～18 の脂肪族炭化水素は冬期夏期と

もに平均的にリスクが高く、ホルムアルデヒド

は特に夏期でリスクが高い傾向（B 判定）にあ

った。その他、平均的にリスクが高い傾向にあ

ったのは、冬期夏期のオゾン、冬期のエタノー

ル、夏期の酢酸であった。 
 
 
D. 総括 

室内空気質ガイドラインに関する国際動向

を把握するために、WHO、ドイツ、フランス、

カナダにおける室内空気質ガイドラインの設定

状況を調査した。令和 3 年度以降に公表された

室内空気質ガイドラインでは、WHO が空気質

ガイドラインをアップデートしたことが大きな

動きであった。粒子状物質（PM2.5、PM10）、オ

ゾン、二酸化窒素、二酸化硫黄、一酸化炭素の

空気質ガイドラインが最新の科学的知見に基づ

き改正された。ドイツでは、メタクリル酸メチ

ル、ベンゾ-a-ピレン、アセトン、2-プロパノー

ル、一酸化炭素、塩化ビニルの指針値が新たに
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設定され、カナダではアクロレインと二酸化炭

素に室内空気質ガイドラインが設定された。 

特定建築物における室内空気汚染化学物質

の実態調査について、2020 年度～2021 年度冬期

で 130 件、2021 年度夏期で 111 件における 68

物質の室内濃度測定結果に対して健康リスク評

価を行った。その結果、冬期夏期ともに、二酸

化窒素、塩化水素、ベンゼンのリスクが総じて

高かった。アクロレイン、1,2-ジクロロエタン、

トリクロロエチレン、アセトアルデヒド、トル

エン、クロトンアルデヒド、クロロホルムでは、

特定の事務所でリスクが高かったが、平均的に

はそれほどリスクは高くなかった。炭素数 9～

18 の脂肪族炭化水素は冬期夏期ともに平均的

にリスクが高く、ホルムアルデヒドは夏期でリ

スクが高い傾向にあった。その他、平均的にリ

スクが高い傾向にあったのは、冬期夏期のオゾ

ン、冬期のエタノール、夏期の酢酸であった。 
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＜詳細データ＞ 

C1. 国内外における室内空気質ガイドラインの動向 

１．日本における室内濃度指針値の動向 

 

表１－１ 厚生労働省の室内濃度指針値 

化学物質 室内濃度指針値（μg/m3） 主な排出源 

ホルムアルデヒド 100 (0.08) 合板、接着剤 

トルエン 260 (0.07) 接着剤、塗料 

キシレン 200 (0.05)* 接着剤、塗料 

パラジクロロベンゼン 240 (0.04) 防虫剤 

エチルベンゼン 3800 (0.88) 断熱材、塗料、床材 

スチレン 220 (0.05) 断熱材、塗料、床材 

クロルピリホス 1 (0.00007)※小児 0.1 シロアリ駆除剤 

フタル酸ジ-n-ブチル 17 (0.0015)* 軟質塩ビ樹脂、塗料 

テトラデカン 330 (0.04) 接着剤、塗料 

フタル酸ジ-2-エチルヘキシル 100 (0.0063)* 軟質塩ビ樹脂、塗料 

ダイアジノン 0.29 (0.00002) シロアリ駆除剤 

アセトアルデヒド 48 (0.03) 合板、接着剤 

フェノブカルブ 33 (0.0038) シロアリ駆除剤 

ノナナール 41 (0.007) 暫定値 合板、接着剤 

総揮発性有機化合物（TVOC） 400 暫定目標値 内装材、家具、家庭用品 
* 2019 年 1 月 17 日改正 （  ）内は 25℃換算時の体積濃度 ppm 

 

２．WHO の空気質ガイドラインアップデート 

WHO は、2021 年 9 月 22 日に空気質ガイドラインの改正を公表した（WHO, 2021）。粒子状物質

（PM2.5、PM10）、オゾン、二酸化窒素、二酸化硫黄、一酸化炭素の空気質ガイドラインが最新の科

学的知見に基づき改正された。 

 

表１－２ WHO の新しい空気質ガイドライン 

物質 アセスメントの概要 空気質ガイドライン キー研究 

PM2.5 全死亡（不慮の事故を除く）について、

最も低濃度で影響が観察された 5 つの

研究の 5 パーセンタイル値が 3.0 μg/m³ 

(Pinault et al., 2016), 3.2 μg/m³ (Cakmak et 

al., 2018), 3.5 μg/m³ (Pinault et al., 2017), 

4.8 μg/m³ (Villeneuve et al., 2015) and 6.7 

μg/m³ (Weichenthal et al., 2014)であり、

これらの平均値が 4.2 μg/m³となった。

PM2.5 の 影 響 が み ら れ な か っ た

Villeneuve et al., 2015 と Weichenthal et 

al., 2014 を除くと平均値が 4.9 μg/m³と

なった。これらの結果から出発点を

4.2–4.9 μg/m³ PM2.5とし、年平均値を 5 

5 μg/m3（年平均値） Pinault et al., 2016、Cakmak et 

al., 2018、Pinault et al., 2017、

Villeneuve et al., 2015 、

Weichenthal et al., 2014 
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μg/m³としている。 

1 日の全死亡（不慮の事故を除く）を指

標とし、年平均値のガイドライン 5 

μg/m3 に合致する日平均濃度の 99 パー

センタイル値を推算し、Liu et al., 2019

のデータから年平均値の 3 倍の値を導

出した。 

15 μg/m3（24 時間平

均値） 

Liu et al., 2019 

PM10 全死亡（不慮の事故を除く）について、

最も低濃度で影響が観察された 5 つの

研究の5パーセンタイル値が13.7 μg/m³ 

(Beelen et al., 2014), 15.0 μg/m³ (Bentayeb 

et al., 2015), 15.1 μg/m³ (Puett et al., 2008), 

15.9 μg/m³ (Carey et al., 2013) and 16.0 

μg/m³ (Hart et al., 2011)であり、これらの

平均値が 15.1 μg/m³となった。そこで年

平均値を 15 μg/m³としている。 

15 μg/m3（年平均値） Beelen et al., 2014、 

Bentayeb et al., 2015、 

Puett et al., 2008、 

Carey et al., 2013、 

Hart et al., 2011 

1 日の全死亡（不慮の事故を除く）を指

標とし、年平均値のガイドライン 15 

μg/m3 に合致する日平均濃度の 99 パー

センタイル値を推算し、Liu et al., 2019

のデータから年平均値の 3 倍の値を導

出した。 

45 μg/m3（24 時間平

均値） 

Liu et al., 2019 

オゾン 全死亡（不慮の事故を除く）について、

最も低濃度で影響が観察された 3 つの

研究のピーク季節の 5 パーセンタイル

値が 55 μg/m³ (Weichenthal, Pinault & 

Burnett, 2017), 56 μg/m³ (Cakmak et al., 

2018) and 68 μg/m³ (Di et al., 2017a)であ

り、これらの平均値が 60、または 64 

μg/m³となった。そこでピーク季節の 8

時間平均値を 60 μg/m³としている。 

60 μg/m3（8 時間平均

値、ピーク季節[平均

値が高濃度の 6 ヶ月

間]） 

Weichenthal, Pinault & 

Burnett, 2017、Cakmak et al., 

2018、Di et al., 2017 

全死亡（不慮の事故を除く）を指標と

し、6 ヶ月のピーク値ガイドライン 60 

μg/m³が年平均値 48.7 μg/m³に相当する

と計算し、日平均値の 99 パーセンタイ

ルと 8 時間日最大値への換算を行い、8

時間日最大値を 100 μg/m³としている。 

100 μg/m3（8 時間の

日最大値） 

Vicedo-Cabrera et al. 2020、

Turner et al., 2016、de Hoogh 

et al., 2018 

二酸化窒素 全死亡（不慮の事故を除く）について、

最も低濃度で影響が観察された 5 つの

研究の 5 パーセンタイル値が 7.3 μg/m³ 

(Tonne & Wilkinson, 2013), 8.3 μg/m³ in 

two separate studies (Hart et al., 2011, 

10 μg/m3（年平均値） Tonne & Wilkinson, 2013、

Hart et al., 2011, 2013、Turner 

et al., 2016、Carey et al., 2013 
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2013), 9.6 μg/m³ (Turner et al., 2016) and 

10.3 μg/m³ (Carey et al., 2013 であり、こ

れらの平均値が 8.8 μg/m³となった。そ

こで年平均値を 10 μg/m³としている。 

1 日の全死亡（不慮の事故を除く）を指

標とし、年平均値のガイドライン 10 

μg/m3 に合致する日平均濃度の 99 パー

センタイル値を推算し、Liu et al., 2019

のデータから年平均値の 2.5 倍の値を

導出した。 

25 μg/m3（24 時間平

均値） 

Liu et al., 2019 

 200 μg/m3（1 時間平

均値）* 

改正なし 

二酸化硫黄 1 日の喘息による入院や救急搬送、全死

亡（不慮の事故除く）、呼吸器疾患死亡

を指標とし、30 μg/m³の日平均濃度の増

加分を算出し、10 μg/m³の年平均濃度に

加算して 24 時間平均値 40 μg/m³、また

は99パーセンタイル値と年平均値との

差を 4 倍と推算して 24 時間平均値 40 

μg/m³としている。 

40 μg/m3（24 時間平

均値） 

Liu et al., 2019、Zheng et al. 

2021、Orellano, Reynoso & 

Quaranta 2021 

 500 μg/m3（10 分平均

値）* 

改正なし 

一酸化炭素 入院と心筋梗塞による死亡を指標と

し、中央値 1.15 mg/m³を観察された最

も低濃度とし、相対リスク 1.019 を用い

て心筋梗塞が 5.4%増となる日平均濃度

として 4 mg/m³を導出している。 

4 mg/m3（24 時間平均

値） 

Lee et al. 2020 

 10 mg/m3（8 時間平均

値）* 

35 mg/m3（1 時間平均

値）* 

100 mg/m3（15 分平均

値）* 

改正なし 

* 改正されず現状維持とされたガイドライン 

 

３．ドイツ連邦環境庁の室内空気質ガイドライン 

令和 3 年度に新たに公表された室内空気質ガイドラインは、メタクリル酸メチル（IRK, 2021a）、

アセトン（IRK, 2021b）、2-プロパノール（IRK, 2021c）、ベンゾ-a-ピレン（IRK, 2021d）、塩化ビニル

（IRK, 2021e）、一酸化炭素（IRK, 2021f）であった。 

 

表１－３ ドイツ連邦環境庁の室内空気質ガイドライン（2021 年度） 

物質 エンドポイント等 指針値 キー研究 

メタクリル ラットの吸入慢性毒 ・指針値 II：2.1 mg/m3 Hazleton (1979), Lomax 
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酸 メ チ ル

(CAS no. 

80-62-6) 

性試験における嗅上

皮の変性 

・指針値 I：1.1 mg/m3 et al. (1992, 1997) from 

Ref. IRK 2020a 

ア セ ト ン

(CAS no. 

67-64-1) 

マウスの吸入発達毒

性試験における胎児

の骨化の減少 

・指針値 II：160 mg/m3 

・指針値 I： 53 mg/m3 

Mast et al., 1988; NTP, 

1988 from Ref. IRK 

2020b 

2-プロパノ

ー ル (CAS 

no. 67-63-0) 

ラットの吸入慢性毒

性試験における腎臓

傷害 

・指針値 II：45 mg/m3 

・指針値 I：22 mg/m3 

Burleigh-Flayer et al. 

1997 from Ref. IRK 

2020c 

ベンゾ-a-ピ

レン 

職業性曝露の疫学調

査に基づく過剰肺が

んリスク 

100 万分の 1 の過剰発がんリス

クに対応する濃度として約

0.033 ng/m3 

 

10万分の 1の過剰発がんリスク

に対応する濃度では約 0.33 

ng/m3 

 

指針値としては、ドイツの実態

調査（von Neumann et al., 2020  

from IRK 2021d）から、居間で

0.79 ng/m3が 95 パーセンタイル

値であったことから、0.8 ng/m3

を暫定的に勧告 

Armstrong et al. (2003, 

2004) from IRK 2021d 

塩化ビニル 職業性曝露の疫学調

査に基づく肝臓の血

管肉腫のリスク 

100 万分の 1 の過剰発がんリス

クに対応する濃度として 2.3 

μg/m3 

 

10万分の 1の過剰発がんリスク

に対応する濃度では 23 μg/m3 

DFG (2019) from Ref. 

IRK 2020e 

一酸化炭素 WHO の空気質ガイド

ラインに準じる 

4 mg/m3（24 時間平均値） 

10 mg/m3（8 時間平均値） 

35 mg/m3（1 時間平均値） 

100 mg/m3（15 分平均値） 

WHO (2021) 

※指針値 II（RW II）は、既知の毒性および疫学的な科学的知見に基づき定められた値であり、不確実性が考慮され

ている。RW II を越えていたならば、特に、長時間在住する感受性の高い居住者の健康に有害となる濃度として、

即座に濃度低減のための行動を起こすべきと定義されている。指針値 I（RW I）は、長期間曝露したとしても健康

影響を引き起こす十分な科学的根拠がない値である。従って、RW I を越えていると、健康上望ましくない平均的

な曝露濃度よりも高くなるため、予防のために、RW I と RW II の間の濃度である場合には行動する必要があると

定義されている。RW I は、RW II に不確実係数 10 を除した値、つまり RW II の 10 分の 1 の値が定められている。

不確実係数 10 は慣例値を使用している。RW I は、改善の必要性を示す値としての役割を果たすことができる。可

能であれば、RW I の達成を目指すのではなく、それ以下の濃度に維持することを目指すべきであるとされている。 
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４．カナダ保健省 

カナダ保健省は、居住環境用の室内空気質ガイドラインを公表している（Health Canada, 2021a）。

2021 年度、アクロレイン（Health Canada, 2021b）と二酸化炭素（Health Canada, 2021c）の室内空気

質ガイドラインを公表した。 

 

表１－４ カナダ保健省の室内空気質ガイドライン（2021 年度） 

物質 キー研究 ガイドライン Ref. 

アクロレイ

ン 

ヒトの眼の刺激 短時間（1 時間） 

38 μg/m3 

Dwivedi et al. (2015) 

ラットの鼻腔の嗅上皮の変性 長時間（24 時間） 

0.44 μg/m3 

Dorman et al. (2008) 

二酸化炭素 近年の疫学研究や実験研究によ

って、二酸化炭素濃度の増加と、

粘膜や呼吸器系（目の刺激、喉の

痛み、喉の渇き、鼻づまりや鼻水、

くしゃみ、咳、鼻炎など）への影

響や生産性（意思決定、課題の成

果、試験成績など）の低下、神経

生理学的症状（頭痛、疲労、倦怠

感、めまい、集中困難など）に関

するリスクの増加に関する報告

がある。これらの因果関係に関す

る証拠は十分ではないが、

1000ppm 以上でこれらの影響の

大半が報告されている。従って、

室内空気質に対する改善度合い

を認識する、あるいは健康に対す

る有益性を鑑みると、1000 ppm は

曝露限界値として適切であると

判断した。 

長時間（24 時間） 

1000 ppm (1800 mg/m3) 

Health Canada (2021c) 

 

５．フランス環境労働衛生安全庁（ANSES） 

フランスでは室内空気指針値（VGAI）が定められている（ANSES, 2021）。今年度に新たに公表さ

れた室内空気質ガイドラインはなかった。 
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C2. 特定建築物における室内空気汚染化学物質の実態調査と健康リスク評価結果 
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表２－３ 2020 年度冬期及び 2021 年度冬期連結の健康リスク評価結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平均値 中央値 最大値 平均値 中央値 最大値

ホルムアルデヒド 130 8.4 6.4 155.7 11.9 15.6 0.64 0.8%
アセトアルデヒド 130 10.6 6.3 198.8 11.3 19.0 0.60 0.8%
プロピオンアルデヒド 130 2.7 0.0 22.9 22.4 60000.0 2.6 0.0%
n-ペンタナール 130 0.0 0.0 0.0 130000.0 130000.0 130000.0 0.0%
i-ペンタナール 130 0.1 0.0 4.1 2353.4 130000.0 32.0 0.0%
ヘキサナール 130 0.2 0.0 20.5 826.2 130000.0 6.4 0.0%
ヘプタナール 130 0.0 0.0 0.0 130000.0 130000.0 130000.0 0.0%
オクタナール 130 0.0 0.0 0.0 130000.0 130000.0 130000.0 0.0%
ノナナール 130 0.4 0.0 23.0 324.8 130000.0 5.6 0.0%
デカナール 130 0.1 0.0 14.5 1165.8 130000.0 9.0 0.0%
アクロレイン 130 0.1 0.0 9.1 16.1 1600.0 0.18 1.5%
クロトンアルデヒド 130 0.3 0.0 6.0 21.6 6100.0 1.02 0.0%
2-ノネナール 130 0.0 0.0 0.0 130000.0 130000.0 130000.0 0.0%
ベンズアルデヒド 130 0.1 0.0 5.4 1200.0 90000.0 16.6 0.0%
o-トルアルデヒド 130 0.0 0.0 0.0 - - - -
p-トルアルデヒド 130 0.1 0.0 8.6 - - - -
2,5-ジメチルベンズアルデヒド 130 0.0 0.0 0.0 - - - -
アセトン 130 13.6 10.3 143.5 971.2 1291.2 92.3 0.0%
メチルエチルケトン 130 1.0 0.0 33.7 8864.9 8686000.0 257.9 0.0%
メチルイソブチルケトン 130 0.1 0.0 3.2 5305.1 329000.0 103.4 0.0%
シクロヘキサン 75 2.6 0.7 61.2 598.9 2064.4 25.1 0.0%
n-ヘキサン 130 9.1 4.6 272.9 53.4 104.7 1.8 0.0%
n-ヘプタン 130 1.4 0.4 98.8 - - - -
2,4-ジメチルペンタン 55 0.2 0.0 11.0 - - - -
2,2,4-トリメチルペンタン 130 0.1 0.0 2.3 - - - -
n-オクタン 130 0.7 0.5 7.2 353.0 479.2 34.0 0.0%
n-ノナン 130 1.4 0.5 35.3 177.3 460.9 7.0 0.0%
n-デカン 130 14.7 5.7 741.4 16.7 42.8 0.33 0.8%
n-ウンデカン 130 1.8 1.1 23.4 139.5 229.3 10.5 0.0%
n-ドデカン 130 8.3 8.2 57.4 29.8 30.2 4.3 0.0%
n-トリデカン 130 4.7 3.0 41.8 52.4 81.2 5.9 0.0%
n-テトラデカン 130 10.1 9.9 31.5 24.3 24.9 7.8 0.0%
n-ペンタデカン 130 1.5 0.4 20.7 161.6 586.6 11.9 0.0%
n-ヘキサデカン 130 2.3 1.3 14.5 109.2 195.2 17.0 0.0%
ベンゼン 130 1.2 0.8 24.0 1.4 2.1 0.07 10.8%
トルエン 130 10.1 4.6 397.1 25.8 56.1 0.65 0.8%
o-キシレン 130 1.0 0.5 9.6 207.2 390.4 20.9 0.0%
m,p-キシレン 130 2.7 1.3 35.2 75.2 158.5 5.7 0.0%

エチルベンゼン 130 2.8 1.1 70.2 134.7 339.4 5.3 0.0%
1,3,5-トリメチルベンゼン 130 0.3 0.2 3.0 352.1 656.4 36.1 0.0%
1,2,4-トリメチルベンゼン 130 1.2 0.7 9.9 88.6 147.7 11.1 0.0%
1,2,3-トリメチルベンゼン 130 0.3 0.2 3.1 399.3 590.2 35.7 0.0%
1,2,4,5-テトラメチルベンゼン 130 0.1 0.0 1.6 - - - -

スチレン 130 0.0 0.0 2.0 1979.1 81000.0 39.9 0.0%

クロロホルム 130 0.5 0.4 12.7 36.6 46.5 1.4 0.0%

四塩化炭素 130 0.2 0.0 2.5 34.0 6400.0 2.6 0.0%

クロロジブロモメタン 130 0.0 0.0 1.5 30870.3 357000.0 237.5 0.0%
1,1,1-トリクロロエタン 130 0.0 0.0 0.0 55324816.7 1920000.0 425575.5 0.0%
1,2-ジクロロエタン 130 0.1 0.0 2.3 31.5 1600.0 0.68 1.5%
1,2-ジクロロプロパン 55 0.1 0.0 3.7 371.2 25000.0 6.7 0.0%
トリクロロエチレン 130 0.6 0.0 43.9 37.6 23000.0 0.52 0.8%
テトラクロロエチレン 130 0.1 0.0 1.5 4173.1 250000.0 168.6 0.0%
1,4-ジクロロベンゼン 130 1.7 0.5 103.5 127.5 443.7 2.1 0.0%
エタノール 75 3042.9 2645.9 9238.4 7.4 8.5 2.4 0.0%
1-ブタノール 55 0.7 0.2 9.3 195.6 748.4 14.4 0.0%
2-エチル-1-ヘキサノール 130 1.7 0.8 14.8 33.3 67.2 3.7 0.0%
TMPD-MIB 130 2.3 1.8 22.1 241.9 306.0 25.2 0.0%
TMPD-DIB 75 3.8 2.4 15.4 43.9 68.4 10.9 0.0%
α-ピネン 130 0.3 0.2 6.2 7391.2 14670.8 361.6 0.0%
d-リモネン 130 6.7 2.2 393.4 675.1 2076.0 11.4 0.0%
酢酸エチル 130 4.4 2.8 31.5 25.7 40.4 3.6 0.0%
酢酸-n-ブチル 130 1.6 1.3 24.9 434.8 557.3 28.1 0.0%
ギ酸 75 13.3 11.8 27.4 16.1 18.1 7.8 0.0%
酢酸 75 39.0 32.2 93.1 15.3 18.5 6.4 0.0%
塩化水素 75 17.6 15.7 59.0 0.61 0.68 0.18 72.0%
二酸化窒素 75 15.3 12.2 114.8 0.65 0.82 0.09 61.3%
アンモニア 74 3.6 3.2 7.8 90.3 99.8 41.8 0.0%
オゾン 130 7.4 7.1 32.9 8.1 8.5 1.8 0.0%

N
室内濃度(μg/m3) MOE RfC

超過率
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表２－４ 2021 年度夏期の健康リスク評価結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平均値 中央値 最大値 平均値 中央値 最大値

ホルムアルデヒド 111 12.9 11.5 60.0 7.7 8.7 1.7 0.0%
アセトアルデヒド 111 11.1 8.0 61.7 10.8 15.0 1.9 0.0%
プロピオンアルデヒド 111 2.1 0.0 23.1 28.7 60000.0 2.6 0.0%
n-ペンタナール 111 0.0 0.0 3.9 3679.7 130000.0 33.2 0.0%
i-ペンタナール 111 0.0 0.0 0.0 130000.0 130000.0 130000.0 0.0%
ヘキサナール 111 0.3 0.0 15.2 499.5 130000.0 8.6 0.0%
ヘプタナール 111 0.0 0.0 0.0 130000.0 130000.0 130000.0 0.0%
オクタナール 111 0.0 0.0 0.0 130000.0 130000.0 130000.0 0.0%
ノナナール 111 0.7 0.0 38.3 192.1 130000.0 3.4 0.0%
デカナール 111 0.2 0.0 19.2 749.8 130000.0 6.8 0.0%
アクロレイン 111 0.0 0.0 0.0 1600.0 1600.0 1600.0 0.0%
クロトンアルデヒド 111 0.2 0.0 6.2 36.9 6100.0 0.98 0.9%
2-ノネナール 111 0.0 0.0 0.0 130000.0 130000.0 130000.0 0.0%
ベンズアルデヒド 111 0.0 0.0 0.0 90000.0 90000.0 90000.0 0.0%
o-トルアルデヒド 111 0.0 0.0 0.0 - - - -
p-トルアルデヒド 111 0.0 0.0 4.1 - - - -
2,5-ジメチルベンズアルデヒド 111 0.0 0.0 0.0 - - - -
アセトン 111 12.4 9.7 66.1 1067.5 1362.5 200.4 0.0%
メチルエチルケトン 111 0.0 0.0 2.6 228552.8 8686000.0 3326.8 0.0%
メチルイソブチルケトン 111 0.2 0.0 1.6 1762.6 329000.0 204.0 0.0%
シクロヘキサン 111 1.3 0.0 65.6 1182.7 1536000.0 23.4 0.0%
n-ヘキサン 111 5.2 2.7 198.8 93.6 180.8 2.4 0.0%
n-ヘプタン 111 0.5 0.0 11.9 - - - -
2,4-ジメチルペンタン - - - - - - - -
2,2,4-トリメチルペンタン 111 0.0 0.0 3.1 - - - -
n-オクタン 111 1.0 0.0 8.8 243.6 246000.0 27.8 0.0%
n-ノナン 111 0.6 0.0 38.5 428.1 246000.0 6.4 0.0%
n-デカン 111 195.9 13.7 20061.1 1.3 18.0 0.012 0.9%
n-ウンデカン 111 1.2 0.6 31.5 207.5 423.6 7.8 0.0%
n-ドデカン 111 5.4 3.5 77.7 45.5 69.4 3.2 0.0%
n-トリデカン 111 4.5 1.8 135.0 54.6 133.5 1.8 0.0%
n-テトラデカン 111 9.4 6.5 109.8 26.2 38.0 2.2 0.0%
n-ペンタデカン 111 0.1 0.0 3.6 1695.8 246000.0 68.0 0.0%
n-ヘキサデカン 111 0.4 0.0 4.5 578.8 246000.0 54.6 0.0%
ベンゼン 111 1.6 1.2 5.0 1.1 1.4 0.34 41.4%
トルエン 111 8.7 5.9 125.6 29.9 44.1 2.1 0.0%
o-キシレン 111 0.6 0.4 5.5 310.8 517.3 36.1 0.0%
m,p-キシレン 111 1.9 1.5 12.1 106.8 131.2 16.6 0.0%

エチルベンゼン 111 1.9 1.6 10.6 192.4 234.3 35.0 0.0%
1,3,5-トリメチルベンゼン 111 0.3 0.0 3.8 343.6 110000.0 28.9 0.0%
1,2,4-トリメチルベンゼン 111 1.2 0.6 15.4 92.7 198.4 7.1 0.0%
1,2,3-トリメチルベンゼン 111 0.2 0.0 8.9 603.8 110000.0 12.4 0.0%
1,2,4,5-テトラメチルベンゼン 111 0.1 0.0 14.6 - - - -

スチレン 111 0.0 0.0 0.0 81000.0 81000.0 81000.0 0.0%

クロロホルム 111 0.7 0.0 41.2 25.1 18000.0 0.44 0.9%

四塩化炭素 111 0.0 0.0 2.2 320.9 6400.0 2.9 0.0%

クロロジブロモメタン 111 0.0 0.0 0.0 357000.0 357000.0 357000.0 0.0%
1,1,1-トリクロロエタン 111 0.0 0.0 0.0 1920000.0 1920000.0 1920000.0 0.0%
1,2-ジクロロエタン 111 0.0 0.0 1.8 66.0 1600.0 0.89 0.9%
1,2-ジクロロプロパン - - - - - - - -
トリクロロエチレン 111 0.2 0.0 2.9 138.0 23000.0 7.9 0.0%
テトラクロロエチレン 111 0.0 0.0 3.3 8536.3 250000.0 76.9 0.0%
1,4-ジクロロベンゼン 111 0.9 0.6 13.5 246.5 383.3 15.8 0.0%
エタノール 111 1078.0 538.1 17711.1 21.0 42.0 1.3 0.0%
1-ブタノール - - - - - - - -
2-エチル-1-ヘキサノール 111 4.3 1.9 33.2 12.6 28.3 1.7 0.0%
TMPD-MIB 111 3.0 2.9 14.1 183.4 194.1 39.5 0.0%
TMPD-DIB 111 6.3 0.0 146.6 26.4 167000.0 1.1 0.0%
α-ピネン 111 0.0 0.0 1.5 54947.2 2250000.0 1486.1 0.0%
d-リモネン 111 1.7 0.0 94.2 2647.9 4500000.0 47.8 0.0%
酢酸エチル 111 5.1 3.5 46.1 22.1 33.0 2.5 0.0%
酢酸-n-ブチル 111 0.6 0.0 12.1 1145.6 700000.0 58.0 0.0%
ギ酸 111 20.3 19.7 49.3 10.5 10.9 4.3 0.0%
酢酸 111 88.6 89.1 251.8 6.7 6.7 2.4 0.0%
塩化水素 111 8.7 5.5 89.5 1.2 1.9 0.12 14.4%
二酸化窒素 111 14.9 13.5 63.6 0.67 0.74 0.16 64.9%
アンモニア 110 11.8 11.5 23.5 27.5 28.2 13.8 0.0%
オゾン 111 13.9 11.4 48.4 4.3 5.3 1.2 0.0%

N
RfC
超過率

室内濃度(μg/m3) MOE
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表２－５ 健康リスク評価のまとめ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2021年度夏期 2020年度冬期及び2021年度冬期連結

平均値 中央値 最大値 平均値 中央値 最大値

二酸化窒素 111 0.67 0.74 0.16 64.9% 75 0.65 0.82 0.09 61.3%
塩化水素 111 1.2 1.9 0.12 14.4% 75 0.61 0.68 0.18 72.0%
ベンゼン 111 1.1 1.4 0.34 41.4% 130 1.4 2.1 0.07 10.8%
アクロレイン 111 1600.0 1600.0 1600.0 0.0% 130 16.1 1600.0 0.18 1.5%
1,2-ジクロロエタン 111 66.0 1600.0 0.89 0.9% 130 31.5 1600.0 0.68 1.5%
n-デカン 111 1.3 18.0 0.012 0.9% 130 16.7 42.8 0.33 0.8%
トリクロロエチレン 111 138.0 23000.0 7.9 0.0% 130 37.6 23000.0 0.52 0.8%
アセトアルデヒド 111 10.8 15.0 1.9 0.0% 130 11.3 19.0 0.60 0.8%
ホルムアルデヒド 111 7.7 8.7 1.7 0.0% 130 11.9 15.6 0.64 0.8%
トルエン 111 29.9 44.1 2.1 0.0% 130 25.8 56.1 0.65 0.8%
クロトンアルデヒド 111 36.9 6100.0 0.98 0.9% 130 21.6 6100.0 1.02 0.0%

クロロホルム 111 25.1 18000.0 0.44 0.9% 130 36.6 46.5 1.4 0.0%
n-ヘキサン 111 93.6 180.8 2.4 0.0% 130 53.4 104.7 1.8 0.0%
オゾン 111 4.3 5.3 1.2 0.0% 130 8.1 8.5 1.8 0.0%
1,4-ジクロロベンゼン 111 246.5 383.3 15.8 0.0% 130 127.5 443.7 2.1 0.0%
エタノール 111 21.0 42.0 1.3 0.0% 75 7.4 8.5 2.4 0.0%

四塩化炭素 111 320.9 6400.0 2.9 0.0% 130 34.0 6400.0 2.6 0.0%
プロピオンアルデヒド 111 28.7 60000.0 2.6 0.0% 130 22.4 60000.0 2.6 0.0%
酢酸エチル 111 22.1 33.0 2.5 0.0% 130 25.7 40.4 3.6 0.0%
2-エチル-1-ヘキサノール 111 12.6 28.3 1.7 0.0% 130 33.3 67.2 3.7 0.0%
n-ドデカン 111 45.5 69.4 3.2 0.0% 130 29.8 30.2 4.3 0.0%

エチルベンゼン 111 192.4 234.3 35.0 0.0% 130 134.7 339.4 5.3 0.0%
ノナナール 111 192.1 130000.0 3.4 0.0% 130 324.8 130000.0 5.6 0.0%
m,p-キシレン 111 106.8 131.2 16.6 0.0% 130 75.2 158.5 5.7 0.0%
n-トリデカン 111 54.6 133.5 1.8 0.0% 130 52.4 81.2 5.9 0.0%
ヘキサナール 111 499.5 130000.0 8.6 0.0% 130 826.2 130000.0 6.4 0.0%
酢酸 111 6.7 6.7 2.4 0.0% 75 15.3 18.5 6.4 0.0%
1,2-ジクロロプロパン - - - - - 55 371.2 25000.0 6.7 0.0%
n-ノナン 111 428.1 246000.0 6.4 0.0% 130 177.3 460.9 7.0 0.0%
n-テトラデカン 111 26.2 38.0 2.2 0.0% 130 24.3 24.9 7.8 0.0%
ギ酸 111 10.5 10.9 4.3 0.0% 75 16.1 18.1 7.8 0.0%
デカナール 111 749.8 130000.0 6.8 0.0% 130 1165.8 130000.0 9.0 0.0%
n-ウンデカン 111 207.5 423.6 7.8 0.0% 130 139.5 229.3 10.5 0.0%
TMPD-DIB 111 26.4 167000.0 1.1 0.0% 75 43.9 68.4 10.9 0.0%
1,2,4-トリメチルベンゼン 111 92.7 198.4 7.1 0.0% 130 88.6 147.7 11.1 0.0%
アンモニア 110 27.5 28.2 13.8 0.0% 74 90.3 99.8 41.8 0.0%
d-リモネン 111 2647.9 4500000.0 47.8 0.0% 130 675.1 2076.0 11.4 0.0%
n-ペンタデカン 111 1695.8 246000.0 68.0 0.0% 130 161.6 586.6 11.9 0.0%
1-ブタノール - - - - - 55 195.6 748.4 14.4 0.0%
ベンズアルデヒド 111 90000.0 90000.0 90000.0 0.0% 130 1200.0 90000.0 16.6 0.0%
n-ヘキサデカン 111 578.8 246000.0 54.6 0.0% 130 109.2 195.2 17.0 0.0%
o-キシレン 111 310.8 517.3 36.1 0.0% 130 207.2 390.4 20.9 0.0%
シクロヘキサン 111 1182.7 1536000.0 23.4 0.0% 75 598.9 2064.4 25.1 0.0%
TMPD-MIB 111 183.4 194.1 39.5 0.0% 130 241.9 306.0 25.2 0.0%
酢酸-n-ブチル 111 1145.6 700000.0 58.0 0.0% 130 434.8 557.3 28.1 0.0%
i-ペンタナール 111 130000.0 130000.0 130000.0 0.0% 130 2353.4 130000.0 32.0 0.0%
n-オクタン 111 243.6 246000.0 27.8 0.0% 130 353.0 479.2 34.0 0.0%
1,2,3-トリメチルベンゼン 111 603.8 110000.0 12.4 0.0% 130 399.3 590.2 35.7 0.0%
1,3,5-トリメチルベンゼン 111 343.6 110000.0 28.9 0.0% 130 352.1 656.4 36.1 0.0%

スチレン 111 81000.0 81000.0 81000.0 0.0% 130 1979.1 81000.0 39.9 0.0%
アセトン 111 1067.5 1362.5 200.4 0.0% 130 971.2 1291.2 92.3 0.0%
メチルイソブチルケトン 111 1762.6 329000.0 204.0 0.0% 130 5305.1 329000.0 103.4 0.0%
テトラクロロエチレン 111 8536.3 250000.0 76.9 0.0% 130 4173.1 250000.0 168.6 0.0%

クロロジブロモメタン 111 357000.0 357000.0 357000.0 0.0% 130 30870.3 357000.0 237.5 0.0%
メチルエチルケトン 111 228552.8 8686000.0 3326.8 0.0% 130 8864.9 8686000.0 257.9 0.0%
α-ピネン 111 54947.2 2250000.0 1486.1 0.0% 130 7391.2 14670.8 361.6 0.0%
n-ペンタナール 111 3679.7 130000.0 33.2 0.0% 130 130000.0 130000.0 130000.0 0.0%
ヘプタナール 111 130000.0 130000.0 130000.0 0.0% 130 130000.0 130000.0 130000.0 0.0%
オクタナール 111 130000.0 130000.0 130000.0 0.0% 130 130000.0 130000.0 130000.0 0.0%
2-ノネナール 111 130000.0 130000.0 130000.0 0.0% 130 130000.0 130000.0 130000.0 0.0%
1,1,1-トリクロロエタン 111 1920000.0 1920000.0 1920000.0 0.0% 130 55324816.7 1920000.0 425575.5 0.0%
o-トルアルデヒド 111 - - - 0.0% 130 - - - 0.0%
p-トルアルデヒド 111 - - - 0.0% 130 - - - 0.0%
2,5-ジメチルベンズアルデヒド 111 - - - 0.0% 130 - - - 0.0%
n-ヘプタン 111 - - - 0.0% 130 - - - 0.0%
2,4-ジメチルペンタン - - - - - 55 - - - 0.0%
2,2,4-トリメチルペンタン 111 - - - 0.0% 130 - - - 0.0%
1,2,4,5-テトラメチルベンゼン 111 - - - 0.0% 130 - - - 0.0%
C4～C11の飽和脂肪族非環式アルデヒド 111 113.5 130000.0 3.4 0.0% 130 179.5 130000.0 3.0 0.0%
C9～C18の脂肪族炭化水素 111 1.1 8.4 0.012 1.8% 130 5.4 6.9 0.3 0.8%
キシレン 111 79.5 108.4 11.7 0.0% 130 55.2 113.5 4.5 0.0%
トリメチルベンゼン 111 65.2 187.2 3.9 0.0% 130 60.1 101.6 6.9 0.0%

MOE RfC
超過率

N
MOE RfC

超過率
N
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   次の職員の令和３年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい
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２．研究課題名 特定建築物における室内空気中化学物質の実態把握のための研究            

３．研究者名  （所属部署・職名）医療・福祉サービス研究部・上席主任研究官             

    （氏名・フリガナ）小林 健一・コバヤシ ケンイチ                  

４．倫理審査の状況 
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理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 
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研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。



 令和４年３月１７日 
                                         
国立保健医療科学院長 殿 

                                                                                              
                   
                               機関名 東京工業大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 益 一哉       
 

   次の職員の令和３年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 健康安全・危機管理対策総合研究事業                        

２．研究課題名 特定建築物における室内空気中化学物質の実態把握のための研究            

３．研究者名  （所属部署・職名）環境・社会理工学院・教授                     

    （氏名・フリガナ） 鍵 直樹・カギ ナオキ                     

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。



 令和４年３月３１日 
                                         
国立保健医療科学院長 殿 

                                                                                              
                   
                               機関名 近畿大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 細井 美彦       
 

   次の職員の令和３年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 健康安全・危機管理対策総合研究事業                        

２．研究課題名 特定建築物における室内空気中化学物質の実態把握のための研究            

３．研究者名  （所属部署・職名）医学部 准教授                          

    （氏名・フリガナ） 東 賢一・アズマ ケンイチ                   

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。



 令和４年３月３１日 
                                         
国立保健医療科学院長 殿 

                                                                                              
                   
                               機関名 産業医科大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 尾辻 豊       
 

   次の職員の令和３年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 健康安全・危機管理対策総合研究事業                        

２．研究課題名 特定建築物における室内空気中化学物質の実態把握のための研究            

３．研究者名  （所属部署・職名）産業保健学部・教授                          

    （氏名・フリガナ） 欅田 尚樹・クヌギタ ナオキ                   

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。


